
表紙イラスト 目黒不動尊 �東京都目黒区

天台宗 泰叡山（たいえいざん）瀧泉寺（りゅうせん寺）で目黒不動として親しまれている。門前町を含め，全体の位置
関係は，江戸名所図会に描かれたものと変わっていない。どっしりとした仁王門をくぐり階段を上がると不動堂があり，
厳粛な空気が漂っている。
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2 再生可能エネルギーと原子力発電
再生可能エネルギーの利用が急速に拡大

しているが，その発電コストは高い。一方，
原子力が受容されるかどうかは，一般の人
たちに安心感を与えられるかにかかってい
る。 牛山 泉

解説

20 急激な伸びを示すインドの電力量
―順調なトリウムサイクル開発と

大型軽水炉の導入計画
経済成長が著しいインド。急激な伸びを

示す電力需要に対応するため，同国はトリ
ウムサイクル開発に加え，海外から大型軽
水炉を大幅に導入しようとしている。

西郷正雄

報告

25 「新潟県中越沖地震より得られた
知見から更なる安全性の向上へ」
NISA�JNESシンポでは，設計余裕の見き
わめや，情報発信のあり方について議論が
交わされた。 編集委員会

巻頭言

1 「モノ言う科学者に期待」
広瀬崇子

インタビュー

1144 「原子力の基本は，安全最優先と
透明性の確保」

原子力機構 副理事長 早瀬佑一氏に聞く
聞き手 小林容子

12年間にわたって運転を停止中の「もん
じゅ」。その運転再開について，原子力機構の
早瀬副理事長は「安全最優先と透明性の確保に
最大限の意を払う」とした上で，「今年10月を
目標にしたい」と述べる。社内の意識改革，ス
タッフの能力と動機づけの維持や向上，地元と
の交流，国際化への対応など，これまでの12
年間の取り組みと，これからについて，話を聞
いた。

講演 「2007年秋の大会」より

28 原子力グローバル化に向けた最
新動向―原子力総合カンパニー
として「三菱自前の技術」による
海外展開を
「エンジニアリング力」，「もの作り力」，

「技術サポート力」を基幹とする三菱重工
は，原子力総合カンパニーとして，日本で
の原子力プラントの建設経験と海外への機
器輸出経験を活かし，「自前の技術」で原子
力のグローバル化に取り組む。 山内 澄

講演 「2007年秋の大会」より

33 原子力のグローバル化に向けた
最新動向―日立�GE原子力事業
統合の現場から
原子力導入以来のパートナーであるGE
社との原子力事業を統合した日立製作所。
同社は統合によりリソースの相互活用を進
め，シナジーを発揮して競争力を高め，拡
大するグローバル市場に対応することをめ
ざしている。 吉村真人
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8月号のアンケート結果をお知らせします。（p．55）
学会誌記事の評価をお願いします。http : //genshiryoku.com/enq/

特別寄稿（２）

36 ガリレオ・ガリレイとその
生きた時代

近代科学の旗手として知られるガリレオ
は，物理学の世界でも振り子の同時性，落下
の法則，相対性原理など多くの業績を残し
た。しかし，ピサの斜塔での実験など，彼を
めぐる逸話の一部には，創作が混じっている
らしい。 藤家洋一

連載講座 軽水炉プラント
―その半世紀の進化のあゆみ（４）

38 日本の原子力発電の始まり

1963年10月，GE社が建設した動力試
験炉 JPDRが，日本で最初の原子力発電
に成功した。そして65年11月には，コー
ルダーホール型を採用した原電の東海発電
所１号炉が，運転を開始。日本の商業用原
子力発電が，本格的な幕を開ける。

石川 寛

連載講座 高速炉の変遷と現状（６）

44 日本の高速炉開発の歴史（Ⅰ）
1967年10月に動力炉・核燃料開発事業団

が発足。その動燃は1977年４月に，国内初
のナトリウム冷却型高速炉「常陽」の臨界を達
成する。自主技術によって建設された「常陽」
で得られた技術的な成果は，原型炉「もん
じゅ」へと受け継がれる。

伊藤和元，鈴木惣十

リレーエッセイ

54 「「拓魂」 六ヶ所村に暮らして」宮川俊晴�
「怖くない放射線」西村純子

ジャーナリストの視点

57 「原子力と社会のはざまで」
中島達雄

学会誌ホームページが変わりました
http : //wwwsoc.nii.ac.jp/aesj/atomos/

会議報告

50 ロシアの核燃料サイクル戦略がわかる
―ISTC科学諮問委員会セミナー

松井一秋

51 第３回放射性廃棄物管理における
天然および人工バリア材としての
粘土の役割に関する国際会議

笹本 広

３GeVで の ビ ー
ム加速に成功した
シンクロトロンの
入射部
（News p．8）

「常陽」の初臨界に沸く中央制御室



私は2007年１月に原子力委員（非常勤）を拝命した。原子力についての知識がないことに大きな不安を抱きな

がらも，「原子力ルネサンス」の時代にあって，日本の原子力政策は大きく前進し，さらには世界に向けて日本

の原子力平和利用への強い信念を発信し，また，アジア諸国の原子力開発にも日本が貢献するものと，大きな

期待を抱いていた。ところが，2007年の日本の原子力界は，むしろ暗いニュースが相次いだ。国民の原子力に

対する理解は深まるどころか，不信感が助長されたようにすら感じられる。原子力問題に関する議論の多くは，

感情論が先行し，時に政治的思惑が見え隠れする。大多数の国民はうんざりして，「だから原子力はイヤだ」と

なってしまう。

ところで，私の本職は国際政治，特にインド・パキスタン政治の研究および大学での教育である。これまで

原子力にはほとんど縁のない世界に生きてきた私である。かろうじて原子力の世界との接点を探せば，おそら

く核不拡散問題であるが，それでも1998年の印パ両国の核実験までは，核兵器製造に関する知識を全く持たず

に，NPT（核不拡散条約）だのCTBT（包括的核実験禁止条約）だのに漠然と講義の中で言及していたに過ぎな

い。その私が，国際情勢の変化とともに次第に核の世界に引き込まれていくことになった。

印パ両国の核兵器保有宣言以後，私はにわか核問題の専門家となって，ウラン濃縮だの，プルトニウムだの

とわかったような顔で話し始めた。そして，米印原子力合意が世界の注目を集めるようになると，さすがに知

らないではすまされない状況になり，インドの原子力研究開発の歴史，原子力委員会の活動，核兵器開発，イ

ンドの核戦略，さらにはパキスタンの核拡散問題などについて調べ始めた。米印合意の交渉過程も注意深く追っ

てきた。その中で一点気づいたことがある。それはインドでは科学者が大きな発言力をもっており，しかも，

彼らの発言は時に専門領域を超えて国際政治や戦略問題にまで及ぶということである。世論形成にも大きな影

響力を持つ。科学者は尊敬されているのである。

2005年７月にワシントンでブッシュ米大統領とマンモハン・シン印首相が民生用の原子力協力で合意したと

発表し，その後，両国間で具体的協定の内容をつめる交渉が行われたが，その間多くの科学者が新聞紙上など

で積極的な発言を行った。その彼らの意見が交渉の進路を大きく左右したと言われる。高速増殖炉の扱いがイ

ンドに有利な形で決着した最大の要因は，カコドカル原子力委員長の強い意見表明とみられる。

現在，日本の原子力界は重大な局面を迎えている。大きく飛躍するべき時なのに，国民の理解が得られずに

関係者が肩身の狭い思いをしているのが実情である。一方，国民の側からすると，一体誰の意見を信用したら

いいのかわからない。原子力問題に関する発言はいろいろな思惑があって，一方は常に批判，非難を繰り返す

し，他方は何を言っても言い訳にしか聞こえない。このような状況下で求められるのは，科学者の純粋に学問

的な立場からの意見である。インドと比べ，日本の科学者はあまりにも謙虚である。学会の科学者の方々には，

社会的責任をもって，堂々と，専門家としての見地をもっともっと積極的に表明していただきたいと切に願う。

（2007年 10月20日 記）

巻
頭
言

「モノ言う科学者に期待」

専修大学法学部教授，原子力委員会委員（非常勤）

広瀬 崇子（ひろせ・たかこ）
津田塾大卒，国際基督教大行政学研究科修士
課程修了，ロンドン大学博士号（国際関係
論）。大東文化大国際関係学部教授などを経
て，現職。
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近年，地球温暖化の有力な解決手段として太陽光や風

力など再生可能エネルギーの積極的な導入が実施されて

いる。筆者は，日本太陽エネルギー学会会長，また，日

本風力エネルギー協会前会長でもあることから，太陽光

発電と風力発電の現状と可能性を明らかにするととも

に，原子力発電への要望を述べさせていただきたい。

日本ではまだ認識されていないが，世界的には風力発

電は導入規模，経済性共に火力発電や水力発電と肩を並

べ，すでに「通常の発電設備」のひとつとなっている。特

に，デンマーク，ドイツ，スペイン，ポルトガルの４ヵ

国は設備容量で10％以上，発電量で5％以上を風力発電

で賄っている。原子力一辺倒と思われがちなフランス

や，京都議定書を批准していない米国においてさえも，

日本の約２倍の比率で風力発電を導入している。世界の

風力発電の累積導入量は2007年上期で78 GWに達して

おり，100万 kWの大型原子力発電所78基分に相当す

る。2020年までに世界の電力の12％を風力で賄うという

GWEC（世界風力エネルギー会議）の構想が現実味を帯

びてきている。

こうして，世界の太陽電池と風力発電設備の市場規模

はこの数年で急速に拡大し，新設火力発電の主流である

大型ガスタービンの市場と肩を並べつつある。今後もガ

スタービンの市場は，年間4，000万 kW前後で横ばいの

見通しであるのに対して，太陽電池と風力発電設備は当

分の間，２桁の成長が見込まれており，2010年の市場規

模は太陽電池が400～500万 kW，風力発電が2，500万 kW

に達することになる。したがって，2010年の市場規模は，

太陽電池が２兆4，000万～３兆円，風力発電設備が３兆

7，500万円という巨大市場になり，完全にガスタービン

を抜いて，太陽電池と風力発電が，新設発電設備の最大

市場になることは間違いない。

このような市場急拡大の背景には各国政府の積極的支

援がある。太陽電池に関しては，ドイツが2000年に導入

した「フィード・イン・タリフ」（再生可能エネルギー源

による発電電力の買取り制度）が市場を牽引し，2002年

の原子力法の改正による脱原子力の動きがこれに拍車を

かけている。2006年の買取り価格は１kWh当たり60～80

円であり，この価格ならば太陽光発電により利益が出る

ことになる。このドイツと同様の制度が，イタリアやス

ペインなど欧州20ヵ国が導入したため，欧州の太陽電池

の需要は今後も大きな増加が見込まれている。米国で

も，2006年に可決された「100万戸ソーラー・ルーフ計画」

（総容量約300万 kW）をはじめとして，太陽電池設置の

動きが活発化している。

なお，2006年の世界の太陽電池の生産規模の上位６社

は，シャープ43万 kW，Qセル（ドイツ）25万 kW，京セ

ラ18万 kW，サンテック（中国）15．8万 kW，三洋電機15．5

万 kW，三菱電機11万 kWとなっており，６社中の４社

が日本企業であることは注目に値する。

一方，風力発電に関しては，90年代にデンマーク，ド

イツ，スペインなど欧州で，風力発電電力の固定価格買

取り制度による普及促進策が導入され，設置台数を増加

してきた。米国では2005年に成立したエネルギー政策法

で，風力発電電力１kWh当たり1．9セントを10年間税額

控除する PTC（エネルギー生産税控除）の期限が2007年

末まで延長されたため，風力発電事業への投資効果を高

め，新規設備の導入では米国がドイツを抜いてトップに

立っている。アジアでは，インドと中国の躍進が注目さ

れるが，中国は2006年に施行された再生可能エネルギー

法で風力発電を積極的に推進，2010年までに500万 kW

の導入を目標に掲げている。

このように再生可能エネルギーの導入は世界的に急

ピッチで進められているが，依然として発電コストは高

く，設備利用率などを勘案して発電量を調べてみると，

将来にわたって火力や原子力発電への依存は避けられな

いことは明らかである。

最近，エネルギー関係者の間では「原子力ルネッサン

ス」が始まったといわれている。西欧の中世，ルネッサ

ンスを契機に教会を介さずに人々が神との直接の対話を

始めたように，一般の人々が原子力発電の必要性を本当

に理解するには，原子力関係者が，「民主，自立，公開」

の原則に立ち返って，一般人の使う言語で国民に語りか

けなければならない。

従来の原子力発電プラントは「生産者・供給側の論理」

で作られ運用されてきたが，今後は「消費者・需要側の

論理」に立脚しなければ成り立たないことがはっきりし

てきた。そして，生産者は男性原理で論理的に行動する

のに対して，消費者は市民が主役で女性原理が支配的に

なり感性が重視されるようになる。ところが，日本原子

力学会の女性会員比率はわずか2．5％で，他の先進国に

比較すると１桁低いのが実情である。

大学でも，北海道大学，東京大学，早稲田大学などで

は，専門家と一般の人々を結びつける「サイエンス・コ

ミュニケータ」の養成が始まっているが，まさに原子力

再生可能エネルギーと原子力発電
時論

足利工業大学副学長

日本太陽エネルギー学会会長 牛山 泉

2 時 論（牛 山）
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の分野こそコミュニケータ養成が急務なのである。

従来，原子力発電の設置や事故の説明会で，電力会社

は「安全性」を強調してきたが，地元住民は「安心」できる

か否かを問題としてきたのである。したがって，一般の

人々に対しては説得することではなくコミュニケーショ

ンができていることが不可欠といえる。

「原子力ルネッサンス」が本格化すると，短期間に大量

の原子力発電設備の製造，建設，運用が始まる。わが国

には原子力発電設備に不可欠な超大型鍛造部品の供給能

力を持つ世界有数の企業はあるが，深刻なのは原子力関

連の人材不足である。

大学においても，少子化と理科離れの大波が押し寄

せ，かつては工学部の花形だった土木系，原子力系など

は全く人気がなくなり，定員割れを起こしている大学が

多い。原子力発電に対するモチベーションの高い学生が

集まらなくなったのは従来の原子力関係者の責任が重大

であるといわざるを得ない。マスコミを通じて伝えられ

る原子力関連のニュースは，隠蔽，事故隠し，データ捏

造，不祥事，等々，マイナスのイメージばかりで，巨大

で複雑な原子力技術への不安感とそれを扱う技術者・関

係者への不信感を募らせてきたからである。

近い将来，電力需要の頭打ちもあり，原子力発電プラ

ントは新規建設から，既存プラントの保守運用の時代に

移行する。原子力発電の場合には，製造・建設以上に保

守運転の方が時間も圧倒的に長く，技術の継承も含めて

忍耐と困難が伴うことになる。これには担当者の使命感

と倫理感が不可欠といえる。

さらに，電力自由化の時代にあって，放射性廃棄物の

処理費用までも含めて原子力発電の発電コストは本当に

安いのか，また，温暖化対策に対して高温の使用済み燃

料の長期に渡る冷却等を含めて本当に二酸化炭素を発生

する量はわずかしかないのか，透明性のあるデータを公

開することは，原子力不信のイメージ払拭のためにも不

可欠であり，国民に対する，謙虚，誠実，虚偽のない説

明責任が求められているのである。

20世紀最大の倫理哲学者マックス・シェーラーは，判

断基準のキーワードに「持続性」と「満足の深さ」を挙げて

いるが，私たちが将来の持続可能な社会を構築してゆく

ために，原子力発電を受容するか否かは，一般の人々に

本当の安心感を与えられるか否かにかかっているといえ

よう。 （2007年 10月30日 記）

3再生可能エネルギーと原子力発電
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静岡地裁，浜岡発電所の運転差止め請求を棄却
中部電力の浜岡原子力発電所１～４号機の運転差

止めを求めて市民グループなどが起こしていた訴え

について，静岡地方裁判所は１０月２６日，原告の請求

を退ける判決を下した。

この裁判は，市民グループ「浜岡原発とめよう裁

判の会」と「浜岡原発とめます本訴の会」が，浜岡発

電所１～４号機の運転停止を求めて行われていたも

の。原告らは，被告である中部電力が想定している

基準地震動が過小であることや，浜岡発電所の老朽

化などを理由に，もし東海地震が起きた時には，多

数の機器が同時に壊れる可能性が高く，重大事故に

至る可能性があると主張。平成１４年４月に運転の差

し止めを求める仮処分を申し立て，１５年７月には本

案訴訟を提起していた。

これに対し静岡地裁は，まず安全評価の手法につ

いて「安全評価審査指針が定める単一故障の仮定に

よる安全評価の方法は，不合理ではなく，これに従っ

てされた被告（中部電力）の安全評価に問題はない」

と指摘。耐震設計の際に想定した設計用限界地震に

ついては「南海トラフ沿いのM８．５の地震等が想定

されており，基準地震動の策定過程において十分安

全側に立った地震の想定がされている」と判断し

た。

また原告らが，中央防災会議による想定東海地震

のモデルは，平均より過小なモデルであると主張し

た点について，地裁は「中央防災会議のモデルは，

十分な科学的根拠に基づいており」とし，基準地震

動については「策定方法に不合理な点は認められ

ず，被告が策定した基準地震動S１，S２は妥当な

もの」だとして「設計上の安全余裕は十分に確保され

ている」と評価した。

さらに原告が，同発電所の地盤は悪く，東海地震

に伴って不均一に隆起する可能性があるという主張

に対しては，「本件原子炉施設の地盤は堅牢であり，

原子炉敷地内に存在するH断層系は既に固結して

いると認められる。地震発生時に本件原子炉施設の

安全性に影響を及ぼすような地盤の変状を生じるこ

とは考えられない」とした。

一方，経年劣化については，「施設では，点検・

検査によってSCCの発生を捕捉できる体制が整っ

て」いるとし，配管の減肉現象，疲労，中性子照射

脆化については「その発生・進展を抑制する対策が

講じられており，段階的な点検・検査の枠組み等の

被告の管理体制も適切に構築されていることから，

原子炉施設の安全性に影響はなく，耐震安全性にも

影響がない」と判断。最終的には「本件原子炉施設の

運転によって，原告らの生命，身体が侵害される具

体的な危険があるとは認められない」として，原告

らの訴えを棄却した。

これに対し原告は，判決を不服として即時に控

訴。同時に申し立てていた同内容の仮処分申請が却

下されたことについても，抗告した。

この判決後，中部電力は「浜岡原子力発電所につ

いては，耐震性を含め安全性を十分に確保してお

り，当社といたしましては，引き続き，浜岡原子力

発電所の安全性，信頼性の一層の向上を図り，安全

の確保を最優先に安全・安定運転に努めてまいりま

す」という社長コメントを発表。原子力安全委員会

は「原子力安全委員会では，昨年９月に，地震学，

地震工学等の最新の知見を反映して耐震設計審査指

針を改訂しており，現在，新しい指針に照らして，

既設の原子力発電所の耐震安全性の確認を進めてい

るところである。浜岡原子力発電所各号機について

も，上記の確認が行われているところであり，評価

結果について，今後，原子力安全・保安院から報告

を受け，当委員会としても耐震安全性を厳格に確認

していきたい。原子力施設の耐震安全性について

は，新潟県中越沖地震の例に明らかなように，予断

を持つことなく，地震・地震動の発生という自然の

営みに常に学ぶという謙虚な姿勢が肝要と，原子力

安全委員会は心得ている。当委員会としては，今後

とも，その姿勢を貫き，原子力施設の耐震安全の確

各機関および会員からの情報をもとに編集します。お近くの編集委
員（目次欄掲載）または編集委員会 hensyu@aesj.or.jp まで情報をお
寄せ下さい。資料提供元の記載のない記事は，編集委員会がまとめ
たものです。
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保に，鋭意，取り組んでいきたい」との委員長談話

を発表した。

また原子力安全・保安院は，「今後とも原子力

施設に対して，最新の科学的知見を踏まえた厳格な

安全規制を行うことにより，地元の方々を始め，国

民の皆様の信頼を得られるよう努めてまいります。

また，現在，事業者において実施している，改訂さ

れた『発電用原子炉施設に関する耐震設計審査指針』

を踏まえたバックチェックについて，適切に実施す

るよう指導するとともに，評価結果については，そ

の内容を厳正に評価していきたいと考えておりま

す」とコメントした。

さらに原産協会の服部拓也理事長は，「浜岡原子

力発電所はすでに，想定される大地震にも耐えうる

十分な耐震性を持っており，中部電力はさらなる耐

震強化の検討と工事を行っている。このことから，

同発電所の耐震安全性は十分確保されているものと

考える。原子力発電はわが国のエネルギー安定供給

の根幹を成すものであり，エネルギー・セキュリ

ティの確保や地球温暖化防止に大きな役割を果たし

ている。地球温暖化の危機が身近に迫り，またエネ

ルギー資源をめぐって各国が争奪戦を繰り広げるな

か，わが国のみならず，経済成長著しいアジア地域，

および世界の安定したエネルギー供給を担い，地球

環境を保全しながら持続可能な発展を実現する鍵と

なる原子力発電は，ますますその必要性を高めてい

る。当協会は今後も，社会の理解を得ながら原子力

の利用を進める努力を続けていく所存である」との

コメントを発表した。

日本原燃，新指針に基づき耐震安全性を確認
日本原燃は１１月２日，青森県六ヶ所村の再処理施

設および返還ガラス固化体受入れ貯蔵施設につい

て，昨年改定された新耐震指針に基づく耐震安全性

評価の報告書を経済産業省原子力安全・保安院に提

出した。新指針による評価報告は中部電力浜岡原子

力発電所３・４号機に次ぐものとなる。

同社は，新耐震指針に基づき，陸域・海域の地質

調査を十分に行い，敷地より約１３０km離れた地点

で発生すると考えられる「想定三陸沖北部の地震」お

よび敷地北方約６kmと最も敷地に近い活断層「出

戸西方断層」による地震を「敷地に大きな影響を与え

ると予想される地震」として選定し，評価した。加

えて新潟県中越沖地震と同規模の地震を考慮して震

源断層を評価し，さらに震源を特定しない地震動も
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設定した上で，地下の岩盤上で最も大きな加速度と

なる基準地震動を４５０Gal とした。

この基準地震動を用いて施設の耐震安全性を評価

した結果，基礎地盤が十分な支持性能を有している

こと，安全上重要な建物・構築物，屋外重要土木構

造物および安全上重要な機器・配管系の耐震安全性

が確保されていることを確認した。

今後，この報告の妥当性については，原子力安全・

保安院および原子力安全委員会の確認が行われる予

定である。 （資料提供：日本原燃）

日本原燃，高レベル放射性廃棄物のガラス固化試験を開始
日本原燃は１１月４日，アクティブ試験中の青森県

六ヶ所村の再処理工場において，高レベル放射性廃

棄物のガラス固化に係る試験を開始した。

再処理工場では，工程で抽出した核分裂生成物を

含む高レベル廃液をガラス溶融炉へ供給し，ガラス

原料と混ぜ合わせガラス固化体を製造する。製造後

は，ガラス固化体貯蔵設備へ移送し，最終処分施設

へ搬出するまでの間，保管することとしている。

日本原燃はアクティブ試験（実際の使用済燃料を

用いた試験）を５段階に分けて行い，１９年２月にしゅ

ん工することを目指している。試験は８月末より第

４ステップに入っており，第４ステップおよび第５

ステップでは，ガラス溶融炉運転性能確認試験，処

理能力確認試験を行い，試験期間中にガラス固化体

を百数十本程度製造する見込みである。

日本原燃は，「六ヶ所村再処理工場が果たすべき

役割の一つである廃棄物の減量化と適切な管理，な

らびに資源小国のわが国が目指す原子燃料サイクル

の推進に向けて，さらに一歩前進したことになる」

としている。 （資料提供：日本原燃）

内閣府 原子力委員会，アジア原子力協力フォーラム（FNCA）
パネル会合を開催

内閣府の原子力委員会は平成１９年１０月３０日から３１

日にかけて都内で，第１回 FNCA「アジアの原子力

発電分野における協力に関する検討パネル」を開催

した。FNCA（Forum for Nuclear Cooperation in

ガラス溶融炉概要図
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Asia）は，原子力技術の平和的で安全な利用を進

め，社会・経済的発展を促進することを目的とする

日本主催の地域パートナーシップ。オーストラリ

ア，バングラデシュ，中国，インドネシア，日本，

韓国，マレーシア，フィリピン，タイ，ベトナムの

１０ヵ国が参加している。FNCAでは従来，放射線

利用など非発電分野での協力が主であったが，近

年，参加国におけるエネルギー安定供給および地球

温暖化防止の意識の高まりを受け，原子力発電の役

割や原子力発電の導入に伴う課題などについて専門

家および行政官が検討，討議する場として「パネル」

会合を設置した。

今回のパネル会合では，原子力機構原子力研修セ

ンター長の杉本 純氏が議長を務める中，FNCA参

加１０ヵ国のエネルギー政策および原子力政策に関わ

る行政官および原子力発電における人材養成計画に

係わる専門家が参加。日本からは近藤駿介委員長を

始め５人の原子力委員と関係府省，関係機関などが

参加し，「原子力発電分野における人材養成」をテー

マに議論を行った。

会合では近藤委員長の歓迎挨拶に続き，参加各国

が原子力発電に関わる各国の現状と将来の計画，そ

れらの計画を展望した人材養成の状況や課題につい

て報告。我が国からは原子力委員会委員長代理の田

中俊一氏が，日本の原子力政策，人材養成への取組

および課題について紹介した。その後，参加国間で，

原子力発電への取組や進捗状況が異なるものの，カ

ントリーレポートをベースに人材養成における協力

の可能性について活発に意見交換。総括セッション

においては，原子力発電の導入に向けた人材養成に

関する情報共有を積極的に行うこと，その第一歩と

して，FNCAウェブサイトを効果的に活用してい

くことなどが提言され，これらの結果を１２月に東京

で開催される第８回 FNCA大臣級会合に報告を行

うことを確認した。

さらに人材養成に関わる共通課題などに関する招

待講演として，原子力安全研究協会顧問の松浦祥次

郎氏が「原子力知識管理―安全な原子力利用の中心

軸」について，また日本原子力発電フェローの藤江

孝夫氏が「原子力発電を推進するための人材育成―

日本原子力発電（株）の経験」，J�POWER（電源開発

（株））取締役で元CDM理事会メンバーの藤冨正晴

氏が「地球環境問題と原子力」をテーマに講演を行っ

た。 （資料提供：内閣府原子力政策担当室）

原子力機構，イーター（ITER）協定に基づく国内機関の指定を
受ける

２００７年１０月２４日に「イーター事業の共同による実

施のためのイーター国際核融合エネルギー機構の設

立に関する協定」が発効した。これに伴って原子力

機構は，同日，文部科学大臣からイーター国際核融

合エネルギー機構に貢献する日本の国内機関として

の指定を受けた。

原子力機構は２００７年６月１日に，すでに「核融合

の将来への幅広いアプローチ協定」に基づく日本の

実施機関としての指定を受けていることから，今回

の指定により，核融合研究開発を国際展開する体制

第１回FNCAパネル会合

渡海喜三郎文部科学大臣（右）から指定書を受ける
岡闢俊雄原子力機構理事長（左）
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が整ったことになる。

今後の予定として２００７年度中には，イーター事業＊

の建設活動において，日本が分担するトロイダルコ

イル（核融合プラズマを閉じこめるための磁場を発

生する電磁石）の超伝導導体の製作を開始する。

（参考：http : //www.jaea.go.jp/０２/news２００７/

０７１０２６/index.html）

＊イーター事業とは，核融合エネルギーの実現に向け

て，国際熱核融合実験炉（イーター）計画を日本，米国，

ロシア，中国，韓国，インドの６ヵ国と欧州を合わせ

た７極が３５年間（建設期間，運転期間等）にわたって協

力し，核融合エネルギーの科学的・技術的実現性を実

証する国際事業である。

（資料提供：日本原子力研究開発機構）

原子力機構，第 2回機構報告会を開催
原子力機構は平成１９年１０月２５日，東京有楽町の朝

日ホールにおいて，「第２回原子力機構報告会 エ

ネルギー安全保障と地球温暖化防止に向けて」を開

催した。約８００名の参加者で会場内は満席となり，

盛況であった。

報告会では，岡闢俊雄理事長の開会挨拶に続い

て，早瀬佑一副理事長が，「創立２周年を向えて―

研究開発の現状と将来展望」と題して，２法人統合

後２年を迎えた原子力機構の事業についての報告を

行った。その後，次世代原子力システム研究開発部

門長 永田敬から「『もんじゅ』改造工事の現状と

FBRサイクル技術の将来展望」と題して，核融合研

究開発部門長 常松俊秀から「核融合エネルギーの開

発―世界の研究センターを目指して」と題して，そ

れぞれの活動状況と今後の計画などについて報告し

た。

特別講演は，ハドソン研究所・首席研究員として

幅広く活躍されている日高義樹氏が行った。日高氏

は，「世界的に見たエネルギー政策における原子力

発電の役割」と題して，世界のエネルギー事情およ

び石油資源の現況，また原子力利用の過去および現

在について，米国を中心とした世界情勢の観点から

講演した。

（参考：http : //www.jaea.go.jp/０２/news２００７/

０７１０２９/index.html）

（資料提供：日本原子力研究開発機構）

原子力機構と高エネ研，J�PARC 3 GeVシンクロトロンでの
ビーム加速に成功

J�PARCセンター（原子力機構と高エネ研の共同

運営組織）は，平成１３年から茨城県東海村で建設を

進めてきた大強度陽子加速器施設（J�PARC :

Japan Proton Accelerator Research Complex）に

おいて，初段加速器であるリニアックから第２段加

速器である３GeVシンクロトロンへのビーム入射

および３GeVでのビーム加速に平成１９年１０月３１日

に成功した。

J�PARCの３GeVシンクロトロンは，リニアッ

クから入射された１８１MeV（１億８，１００万電子ボル

ト，光速の約５０％のスピード）の陽子ビームを，

２�１００秒間で３GeV（３０億電子ボルト，光速の約９７％

のスピード）まで加速する陽子シンクロトロン。３

GeVシンクロトロンは，新磁性材料を活用して開

発した従来比約２倍の加速電界を持つ高周波加速シ

ステムなど，随所に世界最先端の機器を使用した世

岡闢俊雄理事長の開会挨拶
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界最高性能をもつ装置である。

今後，さらに３GeVシンクロトロンでのビーム

軌道の調整を続けながら，徐々にビーム電流を上げ

ていき，平成２０年春頃には３GeVシンクロトロン

に続く「物質・生命科学実験施設」や第３段加速器の

「５０GeVシンクロトロン」にビームを入射する予

定。この陽子ビームを用いる実験施設では，平成２０

年度後半から２１年度にかけて，中性子や中間子，

ニュートリノなどを用いた種々の最先端科学分野で

の研究を順次開始する計画である。

（参 考：http : //www.jaea.go.jp/０２/press２００７/

p０７１０２９０１/index.html） （資料提供：日本原子力研究開発機構）

ハルデン原子炉計画，「日本加盟40周年記念セミナー」を開催
我が国がOECD�NEA国際協力プロジェクトであ

るハルデン原子炉計画に参加してから，今年で４０年

を迎える。これを記念して２００７年１１月５日，ノル

ウェー大使館でリサーチカウンシルオブノル

ウェー，ハルデン原子炉計画，イノベーションノル

ウェーおよび原子力機構が共同で記念セミナーを開

催した。

セミナーには，大学，電力，メーカー，研究機関

等で今までに同プロジェクト関係者約１００名が参

加。オーゲ・B・グルットレ駐日ノルウェー王国大使

による歓迎の挨拶の後に，ハルデン側から日本が参

加するに至った経緯や，同計画で得た成果と今後の

試験計画，日本側が国内のPWRおよびBWR燃材

料開発において果たした役割および日本原子力学会

特別専門委員会が作成した軽水炉燃料の高度化に関

するロードマップに関する講演が行われた。

ハルデン原子炉計画は，ノルウェーにあるハルデ

ン炉（重水沸騰型炉，出力２０MW）を利用し，原子炉

燃材料の照射研究およびマンマシン研究を実施する

もの。１９５８年に発足し，２００８年には５０周年を迎える。

同プロジェクトは，参加国が共同で実施する合同

照射試験を中心に精力的な研究活動を続けており，

世界の原子炉燃材料およびマンマシン研究の発展に

おいて多大な貢献をしてきた。現在も２０ヵ国が加盟

しており，最も成功したOECD�NEAプロジェクト

の一つといえる。

我が国は１９６７年以来継続して参加し，合同照射試

験の立案，実施および評価に参画。計画段階であっ

た国内初の動力試験炉 JPDRの燃料開発に必要な

照射データの取得，燃料挙動解析コードの開発に役

立ててきた。今後も，国産燃料の性能検証，高燃焼

度燃料やMOX燃料の安全性評価等における合同照

射試験の成果の活用が期待される。なお今までにハ

ルデンに長期の研究業務に携わった我が国の派遣者

数は６９名，照射試験は７０プログラムに上る。

（資料提供：日本原子力研究開発機構）

３GeVシンクロトロンの入射部（１９�１０�１９現在）

歓迎の挨拶をするオーゲ・B・グルットレ駐日
ノルウェー王国大使
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（情報提供：日本原子力産業協会）

原産協会，第 2回「原子力産業セミナー」を今年 1月に開催
原子力産業が継続的に発展していくためには，優

秀な若い人材の確保が極めて重要であることから，

原産協会は大学生を対象に，原子力産業の存在意義

や将来展望をアピールし，働く場としての原子力産

業の魅力を提示するため，昨年２月に第１回「原子

力産業セミナー」を開催，好評を博した。

そこで今年度は，１月２６日，東京・新宿区の新宿

エルタワー３０階「サンスカイルーム」で，第２回セミ

ナーを開催することとなった。理工系大学生を中心

に３００名程度の参加者を見込んでおり，原産協会で

は同セミナーに出展する企業・団体を募集してい

る。

原子力産業界としては初の試みとなった昨年度の

セミナーには，２５社の企業・団体等がブース展示を

行い，約２００名の学生が来場，出展の企業や学生か

ら好評を得た。参加企業からは，本セミナーへの参

加学生から実際の内定に結びついたとの声も頂い

た。

お申込み・問合せ先は，原産協会・政策本部（担

当：冨 野）TEL０３�６８１２�７１０１，FAX０３�６８１２�７１１０，

e�mail : nis２００８＠jaif.or.jp まで。

（資料提供：日本原子力産業協会）

海外情報

［米国］

TVA，ベルフォンテ・サイトの
COLを今秋にも申請へ

テネシー峡谷開発公社（TVA）は９月２７日，アラ

バマ州のベルフォンテ・サイトを対象とした建設・

運転一体認可（COL）を，２００７年秋にも米原子力規

制委員会（NRC）へ申請する方針を固めた。２００７年

５月のブラウンズフェリー１号機の運転再開によ

り，米国の原子力ルネサンス具現化の口火を切った

TVAは，８月にはワッツ・バー２号機の建設再開

方針を決定。今回さらにCOLの申請方針を決定し

たことで，米原子力産業界のトップランナーとして

の地位を着々と回復している。

TVAは９月２７日に開催された理事会で，２００８年

度（２００７年１０月～０８年９月）予算を審議し，ワッツ・

バー２号機建設コストとして３億１，７００万ドルを手

当て。同時に，ベルフォンテ原子力発電所建設プロ

ジェクトのCOLを申請する方針を正式に決定し

た。

これはTVAが，原子力発電所の新規建設に向け

た新しい許認可プロセスの実証を目的として設立さ

れたコンソーシアムであるニュースタート・エナ

ジー・デベロップメントの一員として，アラバマ州

ベルフォンテ・サイトへAP１０００を２基建設する

COLを申請するもの。

２００７年秋にもNRCへ申請され，早ければ２０１１年

にもCOLを取得する見込みだ。ただし実際に建設

を開始する際には，事前に理事会で再度協議するこ

ととされている。

COLを取得した段階でTVAは，①何もしない，

②自社のみで建設する，③他社と共同で建設する，

④COLを他社へ売却する―の４オプションを持つ

ことになる。

アラバマ州選出の J・セッションズ上院議員は，

「ベルフォンテ・サイトのCOLが認可されれば，

米国のエネルギー自立を促進する原子力産業界の中

でも，TVAはリーダーシップ的な地位を占めるこ

とになる」と手放しで賞賛。アラバマ州のB・ライ

リー知事は，「ベルフォンテ原子力発電所が建設さ

れれば，アラバマ州は産業誘致に有利となる十分な

電力供給力を確保する。産業誘致を通して，州経済

はさらに発展する」と強い期待を示した。

TVAは１９７４年，バブコック＆ウィルコックス社

製PWR（１２３万５，０００kW）２基からなるベルフォン
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テ１，２号機を着工した。しかし，１９７９年に起こっ

たTMI 事故の影響で新たな安全規制が要求され，

NRCによる運転認可の審査が大幅に遅れたこと

や，オイルショックに伴う電力需要自体の低迷など

から，６０億ドルを費やした建設工事は中断。１９８８年

から，サイトは長期保存状態に置かれていた。

その後，２００２年に米エネルギー省が発表した『原

子力発電２０１０プログラム』（２０１０年までに新規原子力

発電所の建設を目指すプログラム）を受け，０４年に

ニュースタート・エナジー・デベロップメントなど

のコンソーシアムが発足した。

そしてTVAは２００５年９月，長期保存状態にある

ベルフォンテ・サイトを候補サイトとし，ニュース

タートによる原子力発電所建設プロジェクトを発表

した。

COL申請にかかるコストは，DOEとニュース

タートとで折半される。ニュースタートのM・クレ

イ社長は，「ニュースタートは今後も，NRCが実施

するCOL審査に対し，素早く的確な対応ができる

よう支援していく」とのコメントを発表している。

ベクテルがワッツ・バー 2号機の
主契約者に

テネシー峡谷開発公社（TVA）はこのほど，ワッ

ツ・バー２号機（ウェスチングハウス社製PWR）の

建設再開プロジェクトのエンジニアリング�資機材

調達�建設作業に関する主契約者として，米エンジ

ニアリング大手のベクテル・パワー社を選定したこ

とを明らかにした。同機は１９７３年に建設認可を取得

しており，米国で乱立する多くの建設プロジェクト

がいずれも正式な建設決定に至っていない中で，旧

手続きに基づくものとはいえ，唯一の正式な建設プ

ロジェクトといえる。

同プロジェクトは，１９８５年以来，建設作業が中断

されているワッツ・バー２号機を，５年間，２４億

９，０００万ドルを投じ，２００８年に着工，１３年に運開さ

せるもの。すでに今年度（２００７年１０月～０８年９月）予

算として，３億１，７００万ドルの建設コストが手当て

されている。

TVAは２００７年８月に同プロジェクトを正式決定

した後，主契約者を選定するため，過去の実績に基

づき５社を指名した競争入札を発表。うちベクテ

ル・パワー社とショー・グループ（ストーン＆ウェ

ブスター社）の２社が応札したが，「総合的に判断し

てベクテル・パワー社を選定した」（T・キルゴア

TVA社長兼CEO）という。

またキルゴアCEOによると，２００７年５月に完了

したTVAのブラウンズフェリー１号機の運転再開

プロジェクトでの実績も考慮されたという。同運転

再開プロジェクトは４年半，１８億ドルをかけて実施

された大規模な改修工事で，規模としては新規建設

にも匹敵。エンジニアリングおよび技術サービスを

ベクテル・パワー社が，改修作業をストーン＆ウェ

ブスター社らが担当していた。

ワッツ・バー２号機の工事進捗率は６０％と見積も

られており，原子炉建屋，タービン建屋，コントロー

ル建屋や冷却塔など主要施設はすでに建設済みだ。

今後の建設作業は，細かな内部機器の点検・交換が

中心となる。また，ツイン・ユニットである１号機

と同様の出力増強（１１６万５，０００kWから１１８万 kWへ

増強，いずれもネット出力）や改良工事も実施する。

今後TVAは，建設作業を開始する１２０日前まで

に，原子力規制委員会（NRC）にワッツ・バー２号

機の建設再開を正式に通知。建設作業と並行して

NRCへ，安全解析書の最終版や環境影響評価報告

書等を添え，運転認可を申請する。またNRCも，

同認可の発給に先立って独自の環境影響評価を実施

することになる。

一方TVAは，ワッツ・バー２号機プロジェクト

の懸念材料として，NRCによる運転認可発給時期

の不確実性を挙げている。現在NRCは大幅な人員

拡大など，新しい許認可手続き（１０CFR５２）に基づ

く新体制を整えているが，旧手続き（１０CFR５０）に

基づいた審査に関しては不透明な要素が多いよう

だ。

［英 国］

コールダーホール炉の歴史に幕，
冷却塔を爆破解体

英国のセラフィールド社は９月２９日，コールダー

ホール原子力発電所の冷却塔を爆破解体した。世界

初の商業用原子力発電所で，コールダーホール型と

いう呼称の由来となった同発電所のシンボルだった

４基の冷却塔は，わずか数秒でガレキとなった。

11

日本原子力学会誌, Vol. 50, No. 1（2008） （ 11 ）



コールダーホール１号機が運開したのは，１９５６年

１０月のことだ。世界初の商業炉であったため，運開

セレモニーには女王陛下も臨席。原子力発電開発の

先駆けとして，英国だけでなく世界から注目を集め

た。

被覆にマグネシウムを採用した英国独自の金属燃

料（マグノックス燃料）を装荷するガス冷却炉（マグ

ノックス炉）で，出力は６万 kW。同サイトではそ

の後３基が建設されたが，２００３年３月に全基が閉鎖

された。日本初の原子力発電所である東海原子力発

電所（出力１６万６，０００kW）に導入されたのも，この

コールダーホール型である。

同サイトでは今後，ガレキの撤去作業，鉄筋とコ

ンクリートの分離作業，敷地回復作業が実施され

る。なお英国では２００６年５月にも，チャペルクロス

原子力発電所の４基の冷却塔を爆破解体している。

英国のマグノックス炉閉鎖計画では，今後，オー

ルドベリー発電所（２３万 kW×２基）が２００８年に，

ウィルファ発電所（５６万５，０００kW×２基）が２０１０年

に閉鎖される予定である。

なおセラフィールド社は，ブリティッシュ・

ニュークリア・グループ（BNG）の旧セラフィール

ド部門で，英原子力廃止措置機関（NDA）との契約

に基づき，セラフィールド・サイトの運営・管理を

担当している。同社は，NDAとの現行契約が満了

する来年中旬をメドに，売却される予定だ。

EDFエナジー社，新設を英政府に
申し入れ

英国で電力小売事業を手がけている EDFエナ

ジー社は１０月８日，原子力発電所の新規建設につい

て検討中の英国政府に対し，新設を認めるよう要請

する内容のパブリック・コメントを提出した。その

中で同社は改めて，「初号機を２０１７年までに運開さ

せることが可能」とする見解を示した。英政府は

２００７年５月，原子力発電所の新設に関する評価報告

書を発表。同報告書に対するパブリック・コメント

を受け付けていた。

EDFエナジー社は，英国では今後１５年間で大部

分の原子力発電所と石炭火力発電所が閉鎖されるこ

とから，発電設備容量の不足分は，２０１５年末で３，３００

万 kW，２０２５年末で３，３００万～５，２００万 kWに達する

と予測。エネルギー・セキュリティやCO２排出量削

減の観点から，「原子力は今後とも英国の電源ミッ

クスの中に組み入れられるべき」との考えを示した

上で，原子力発電所新設の最終判断は民間事業者が

下すべき事項だと指摘。政府の役割は新設に向けた

側面支援に限定すべきだとし，政府からの補助金も

一切不要だと強調した。

そして，資金面以外での政府の支援策が的確に実

施されれば，２０１７年までに初号機を，２０２５年までに

計４基の原子力発電所を，EDFエナジー社単体で，

あるいは他の出資者と共同で運開させることが十分

可能だと主張。

そのために必要な政府による支援施策として，①

新規建設計画に関する申請手続きの合理化，②新設

サイト特定のための戦略的サイト評価に関する保

証，③採用炉型の事前設計認可の実施，④新たに生

じる放射性廃棄物などバックエンド問題への対応―

等を実施するよう要請した。

フランス電力公社（EDF）の１００％子会社である

EDFエナジー社は２００７年４月，英国での原子力発

電所の新設を検討していることを発表。ブリティッ

シュ・エナジー社（BE）と共同で，初号機を２０１７年

内に運開させる方針を明らかにしていた。そして

２００７年１０月までに，新規建設に関する経営判断を下

したいとの考えを示し，英国政府の明確な態度表明

を促していた。

BEには単独で原子力発電所を建設する資金力が

ないが，原子力発電所の運転経験を積んだ技術者

と，原子力発電所に最適なサイトを抱えている。EDF

エナジー社は，新規原子力発電所をBEが所有する

サイト内に建設し，発電所の所有権を両者で案分す

る計画のようだ。

採用炉型は仏アレバ社製 EPR（１６０万 kW）。同社

は２００７年６月に，事前設計認可を英当局に申請して

いる。

［ブルガリア］

ベレネ原子力プロジェクトの共同
出資者に， 5社が応札

ブルガリア電力公社（NEK）は１０月１７日，ベレネ

原子力発電所への共同出資プロジェクトについて，

入札を締め切り。エレクトラベル（ベルギー），ENEL
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（イタリア），RWE（ドイツ），Eon（ドイツ），CEZ

（チェコ）の５社が応札した。

今後NEKは約１ヵ月かけ，各社からの提案を検

討し，年内に共同出資契約を締結したい考えだ。並

行して，金融機関とのファイナンス面での交渉も実

施する。

ベレネ原子力発電所（PWR，１００万 kW級×２基）

の建設再開プロジェクトは，アトムストロイエクス

ポルト社（ロシア）を主契約者とし，２００８年の建設再

開，２０１４年の初号機運開を目指し準備作業が進めら

れている。

NEKは２００７年５月，ベレネ発電所を所有するベ

レネ電力（BPC）を設立し，BPCへの自己出資比率

を５１％に限定すると発表。残る４９％の出資者を選定

するため２００７年７月に，プロジェクトへの関心表明

書を提出した１０社のうち６社を指名し，入札を募集

していた。

指名された６社のうち，EDF（フランス）は入札を

見送った。

なおブルガリア政府は１０月１９日，同プロジェクト

に対し６億ユーロの融資保証を付与することを明ら

かにした。ブルガリアとしては，プロジェクトに対

する欧州委員会の承認を得て，欧州原子力共同体

（ユーラトム）や欧州投資銀行（EIB）から融資を手当

てしたい考えだ。

［ルーマニア］

チェルナボーダ２号機が運開―首相
新サイトでの建設も示唆

ルーマニアのチェルナボーダ２号機（CANDU，７０

万６，０００kW）が１０月５日，営業運転を開始。同国で

運転中の原子力発電所は２基，合計出力１４１万２，０００

kWとなった。

同２号機は１９８３年に着工されたが，資金難により

建設作業が中断された。その後，国営原子力発電会

社であるニュークリアエレクトリカ社（SNN）は

２００３年に，カナダ原子力公社（AECL），伊アンサル

ド社との間で建設再開契約を締結し，建設作業が再

開。２００７年５月には，初臨界を達成していた。

一方，２号機の運開セレモニーでスピーチした

ルーマニアのC・タリチャーヌ首相は，２号機に続

き３，４号機の建設を再開するだけでなく，新規立

地サイトの検討も開始することを明らかにした。

首相は建設が中断している５号機については，技

術的な理由から，建設を再開させる予定はない，と

明言。しかしエネルギー・セキュリティやCO２排出

量削減の観点から，「ルーマニアには３，４号機以外

にも新規原子力発電所が必要だ」と指摘。新規建設

に向けたサイト評価を実施する意向を示した。

なお首相は，チェルナボーダ３，４号機の建設再

開に向けた共同出資者の最終入札（２００７年１０月締切）

には，計３２の国内外企業から関心が寄せられている

ことも明らかにした。

［ハンガリー］

電力料金高騰が産業を圧迫

電力価格上昇により，ハンガリーの国内産業が停

滞を余儀なくされている。同国最大の石油化学会社

であるボルソドケム社はこのほど，「ハンガリーの

電力価格は，欧州連合（EU）域内最高値に達してい

る」として，経済省に是正措置を要請した。

同社のK・ググラーCEOは，「すでに EU平均よ

り３割高い電力料金を支払っているのが現状だ」と

し，２００８年の国内電力価格が５０％近く上昇する見通

しのため，同社が２００９年の着工を予定していた新規

プラント建設プロジェクトは，「見直さざるを得な

い状況」だという。同プロジェクトは２億２，０００万

ユーロを投じ，プラスチック・プラントを建設する

もので，４，０００人分の雇用を生む一大プロジェクト

だった。

ハンガリーを含む欧州東南部エリア全体が，急激

な経済成長，発電所への投資不足などから電力不足

状態に陥っている。特に，エリアの電力輸出者であ

るブルガリアのコズロドイ原子力発電所が，EU加

盟と引き換えに，６基中４基を強制閉鎖された影響

が大きいようだ。国外の電力輸出者と結ばれた送電

網が少ないことも，致命的だ。

またハンガリーの電力部門民営化が不完全で，国

営発送電会社であるMVM社と独 Eon社，独RWE

社の３社が支配的な地位を占めていることも一因だ

と指摘する向きもある。

13
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「もんじゅ」の運転再開は今年10月が目標

―「もんじゅ」は平成 7年に 2次系配管からナトリウムが

漏えいする事故が発生して以来，運転を停止したままで

す。改造工事の現状と，今後の運転再開の見通しについ

て教えて下さい。

早瀬副理事長 平成７年12月８日に，「もんじゅ」で２

次系ナトリウム漏えい事故が起きました。それ以来，私

たちは，事故を起こした温度計の部分はもちろん，それ

以外のところについても安全を高めるための総点検と設

計の見直しをやってきました。またあの時には，ビデオ

隠しなどによる不適切な情報の提供で社会的に大きく批

判されました。このため安全総点検とあわせて意識改革

として，組織や職員のどこに問題があったのかを徹底的

に社内で分析をし，社外の方々にも見ていただいて，そ

の結果を反映してきました。

このような経緯を踏まえて，平成17年２月に地元か

ら，ナトリウム漏えい対策のための改造工事着手のご了

解をいただき，その後，約21ヶ月に及ぶ改造工事に取り

組み，平成19年５月に終えました。

また工事をした部分の機能や性能を確認する試験を平

成18年12月にスタートし，翌19年８月末に終了しまし

た。直ちに次のステップである「プラント確認試験」に入

りました。この試験の目的は，10年以上止まっていた「も

んじゅ」の全体のシステムや系統の健全性を再度確認す

るもので，141の項目からなり，今年８月頃までかけて

実施中です。これで，技術的な点での試験や確認はほと

んど完了します。これらの試験に合わせて地元の皆さん

へ状況を逐一ご説明してまいりますが，ご了解がいただ

ければ，運転再開ということになります。今年には運転

平成 7年12月のナトリウム漏れ事故以来，12年間，運転を停止し

ている「もんじゅ」。その運転再開が，現実の日程にのぼってきた。

日本原子力研究開発機構（原子力機構）の早瀬副理事長は，「安全最優

先と透明性の確保に最大限の意を払う」とした上で，「今年10月の運

転再開を目標にしたい」と述べる。また社会との関わりについては，

「動燃時代は，社会との意識にずれがあった。かつての一方向的な情

報発信ではなく，双方向的な対話を進めている。世の中の人たちの

考え方に耳をすまし，国民の負託にこたえていかなければならない」

と語る。社内の意識改革，スタッフの能力と動機づけの維持や向上，

そして国際化への対応など，これまでの12年間の取組みと，これからについて，話を聞いた。

インタビュー

「原子力の基本は，安全最優先と透明性の確保」

日本原子力研究開発機構 副理事長 早瀬佑一氏に聞く

聞き手 日本原子力学会編集委員 小林容子

（株）テプコシステムズ

早瀬佑一 氏
昭和43年に東京大学工学部原子力工学科卒業後，

東京電力に入社。福島第二原子力発電所長，同社

取締役副社長（環境部・建設部・品質・安全監査

部）を経て，平成19年 1月から現職。
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再開にこぎつけたいという目標をもっています。

これらの作業を含め，原子力の仕事というのは安全最

優先と透明性の確保が，私は基本だと思っています。こ

の２つなくしては，地元の皆様の，地域の方々の信頼を

得ることはできません。それに最大限の意を払いながら

やっていくことが，最終的に運転再開に結びつくと考え

ています。

2025年に実証炉，2050年に実用炉建設をめ
ざす

―「もんじゅ」については，運転停止期間中の維持費だけ

で約千億円，さらに研究開発や建設，運転などを含めれ

ば，相当な経費がかかっていると思います。今後も実用

化のための研究を推進していくことを国民が理解するた

めには，これまでにかかった費用に見合う利点が必要で

はないかと思います。現状では軽水炉でさえも国民の理

解が十分であるとはいえない中で，高速増殖炉（FBR）の

研究についてどのように国民に理解してもらいますか。

原子力発電は今，世界中で大きな課題になっているエ

ネルギーセキュリティの問題と地球環境問題を同時に解

決するための，欠かせない手段だと思います。日本でも，

原子力政策大綱や原子力立国計画で，軽水炉をはじめ，

高速増殖炉の今後の有用性，重要性について，明確にま

とめられています。平成18年に閣議決定された第３期科

学技術基本計画でも，FBRサイクル技術が国家基幹技

術に選定されています。

開発の目標は，2050年ごろまでに高速増殖炉の実用化

を図ること。それに先立って，2025年には実証炉を運転

することで，これをめざし官民あげて今，研究開発を進

めています。

なお，平成17年まで数年かけて官民で，高速増殖炉と

してどういう設計が一番望ましいのかというフィージビ

リィスタディ，高速増殖炉サイクルの実用化戦略調査研

究を行いました。その結果を受けて，昨年からFaCT

プロジェクト（FBRサイクル実用化研究開発：Fast

Reactor Cycle Technology Development）を開始しまし

た。このプログラムでは，まず，実証炉や実用炉の概念

設計をまとめること，それを実現するために，これから

どういう技術開発が必要

か，その技術をどうやって

実証していくのかという

ロードマップを2015年まで

に国民の皆様に示していく

予定です。

その中で，「もんじゅ」の

役割は非常に大きなものに

なります。運転を再開すれ

ば，FBRの基本的な特性

を確認することや，冷却材であるナトリウムの取扱い技

術をしっかりと実証していくことができます。それが実

証炉や実用炉の開発のベースになります。

また，実用化に向けては，安全性と信頼性，そして経

済性を達成していかなければなりません。軽水炉や化石

燃料の発電に比べても，肩を並べられる経済性が求めら

れます。それをめざすのが，今のFaCTと，それに続

く研究開発です。課題をしっかりと解決することによっ

て，これまでの投資に見合うだけの回収，つまり経済的

なコストで発電ができるようになり，同時にいつまでも

天然ウランに依存することなく，長期にわたりエネル

ギーを安定に確保できるという面で，最終的に国民に十

分還元ができることになります。

一方向的な情報発信から，双方向の対話へ

―地元の理解も大事ですね。その地元の人とは，どの

ような方々なのでしょう。

一番近いのは立地市町，敦賀市と美浜町になります。

次が，北陸トンネルが通っている木の芽峠の南側である

嶺南地区。そして福井県，隣接の県。さらに原子力とい

う意味では，日本国全体が，私たちのステークホルダー

（利害関係者）だと考えています。

―地元の方々の理解を得るための活動や交流は，どの

ようなことをやっているのですか。

ナトリウム漏えい事故の時は情報提供が非常にまず

く，私たちへの信頼は，まさに地に墜ちました。信頼回

復のために，ありとあらゆることをやろうと，社内で検

討し，それを実行に移しました。

一つ目は，「動燃」が，新しい組織「核燃料サイクル開

発機構」に生まれ変わったことをわかっていただくこ

と。二つ目は，悪い情報でもいい情報でも，どんな情報

でもとにかく隠さず公表するということ。三つ目が，一

方通行ではなく，双方向の対話をすること。このような

さまざまな手段を講じて，今まで12年間やってきまし

た。

何点か具体的に申し上げると，県内にある17市町（合

併前は35市町村）の議会，行政，オピニオンリーダー，

産業界の方，経済界の方を繰り返し訪問して，双方向の

対話に努めてきましたし，地元の敦賀市の全戸を訪問し

て，直接，ご意見を伺うということもやりました。

さらに平成13年からは，「さいくるミーティング」を始

めました。これは「いつでも，どこでも，誰とでも」とい

うコンセプトの下に，「あっぷる」という名前の敦賀本部

の女性職員のボランティアのグループを中心に，話を聞

きたいから来てくれという要望があると出かけていっ

て，双方向の対話を行うものです。これは評判がよくて，

今までに約660回，２万人の方々と，おつきあいをして

15日本原子力研究開発機構副理事長に聞く
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きました。

もう一つは，やはり百聞は一見に如かずということ

で，「もんじゅ」を直接見ていただくこと。今までに約10

万人の方々に，施設を見学していただいています。

このようなことで，私たちが今まで対話をした方々

は，「もんじゅ」や展示館に来ていただいた方々を含め

て，延べ人数で約160万人に上ります。

また，ナトリウムは非常に怖いというイメージがあり

ます。このため，「もんじゅ」のすぐ隣にある施設では，

ナトリウムを直接見ることができるようにしました。ナ

トリウム金属をナイフで切ることができる体験コーナー

や燃焼の様子を見ていただくコーナーも作りました。も

ちろん，水につけたりすると，危険です。そういう情報

もお知らせして，見て体験していただく。そうすると，

ナトリウムとはこういうものかと，わかっていただけ

る，そのような取組みも行ってきています。

それから原子力に対する慎重派の方たちとも，何回も

討論を重ねてきています。意見は，すれ違っていること

がたくさんありますが，私たちはそれに対して，きちん

とお答えをしてきています。昨年の10月27日には，「も

んじゅ」を止めるべしというご意見の方々や地元の方々

が約250人集まって，敦賀短大で説明および討論会を開

催しました。耐震やプルトニウム，そして高速増殖炉の

そもそもの存在意義など，非常に厳しい質問も出まし

た。私たちはそれに対し，しっかりと丁寧にお答えしま

した。

地元の方々は，地元の新聞やテレビをはじめとしたマ

スコミの情報を非常に大切にしますので，私たちはマス

コミの方々に対する情報提供，マスコミの方々に理解を

してもらう努力をずっと続けています。事故直後は毎

日，朝と夕方に２回記者会見をしていました，今は毎週

金曜日に，定例の記者発表を行うとともに，記者の方々

を対象とした施設の公開や勉強会なども行っています。

世論調査では， 6割が運転再開を容認

―行政やマスコミ，オピニオンリーダー，地元の方々

など，さまざまなステークホルダーがおられ，それぞれ

の背景も関心事も違うと思います。交流をする上で，ス

テークホルダーごとにポリシーや目標はあるのですか。

相手の方々が一番興味を持ちそうな点を中心に，まず

説明します。けれども，その後で出てくる質問や意見は，

千差万別です。高速増殖炉の説明を聞くのは初めてとい

う方には，そもそも高速増殖炉とは，という話をします

し，かなりよくご存じの方たちには，それに対応した説

明をします。

―事業者側が主張する安全と，住民の方が求める安心

感の隔たりは，かなり縮まったのでしょうか。

それは私たちではなく，地域の方々やマスコミ，ある

いは私たち以外の第三者が，判断することだろうと思い

ます。ただ，安心という部分は，原子力機構を信頼して

いただけるかどうかということ。つまり，原子力機構が

「もんじゅ」を動かすことについて，「わかった，おまえ

たちに任せよう」といっていただけることが，安心感を

持っていただけたことだと思うのです。

私たちが日ごろどういう仕事をやっているか，現場の

仕事ぶりなどを見ていただいて，一生懸命やっている

な，手は抜いていないな，隠していないな，嘘はいって

いないなということがわかるように，私たちも見せてい

く。それが安心に結びつくことではないかと思います。

一つのいい例があります。「もんじゅ」の運転再開につ

いて，福井新聞が世論調査を行っているのですが，平成

13年８月の調査では，３割しか賛成がありませんでし

た。

―平成13年 8月というと……。

平成７年の事故から５年後です。ところが平成15年に

は，５割ぐらいになり，平成19年の調査では，６割が容

認という結果になりました。

―これまでの取組みが，成果として表れてきたようで

すね。目標はどれくらいですか。

このような取組みにゴールはありません。これは，い

つまでも努力し続けなければならないと思っています。

情報は包み隠さず，迅速かつ正確に

―事故やトラブルが生じた場合の情報発信と情報公開

は，どうなっているのでしょうか。

私たちは，機械は故障する，人間は間違える，という

ことを地元でも申し上げています。「もんじゅ」が運転再

開をした場合，なんらかのトラブルが起きることは私た

ちも十分想定していますし，地元の方も多分何かあるだ

「自分たちの世界で完結するのではなく，世の中
の人たちの考えをしっかりと感じ取っていく。ま
た，国民の負託を受けているという，社会的な重
さを真剣に考えていきたい」
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ろうと考えていると思います。

その場合の対応は，迅速さと正確さが最も大事だと思

います。もちろん隠すとか，ごまかすなんていうのはと

んでもない話です。

通報連絡の関係先は，「もんじゅ」の場合だと50ヶ所ぐ

らいあります。マニュアルを作り，ソフトウェアに組み

込んでおいて，ボタン一つで全部に情報が流れるような

仕組みも用意してあります。さらに，それがきちんと機

能するように，機械のメンテナンスと人間の訓練をやっ

ています。

そういうふうにして，可能な限り速やかに第一報を出

せるようにしておく。時間とともに正確な情報がわかっ

てきたら，第二報または第三報で順次お伝えをしていく

という方法をとっています。

―詳しいことはわからなくても，まずは第一報をする

ということですね。その外部に情報発信するかどうかの

判断は，どなたがなさるのですか。

自治体との間で連絡通報に関する安全協定がありま

す。事故やトラブルの分類に従って，すぐに連絡すべき

か，翌日の連絡でよいかなどが決めてあります。それで

も発信するかどうか判断に迷うようなことが起きたら，

とにかく発信するようにと指示しています。

例えば，昨年の８月に，ナトリウム漏えいの信号が出

ました。直ちに中央制御室にいる運転員が確認し，関係

先へ連絡しました。ところが，よく調べたら，それは誤

信号だったんです。そこで次に，さきほどのは誤信号だっ

たということを連絡しました。最初は，信号が本当なの

か誤信号なのかもわからなかったけれども，とにかくナ

トリウム漏えいという非常に重要な信号だったので，ま

ずは連絡しました。それが，迅速なアクションのいい例

だと思います。

―想定できない事故が起きた場合の対応はどうでしょ

う。

事故を想定したマニュアルをつくり，その影響まで書

いたものを公表もしています。けれども事故は，マニュ

アル通りにはいきませんから，必ず応用動作が必要にな

る。そのために日ごろから，その応用動作ができるよう

な研修や訓練をしています。

―「もんじゅ」が運転して

いるころは，運転員が70人

ぐらいいたと聞いています

が，長く止まっていたの

で，電力会社などの出向元

に帰ってしまって，当時を

知る人はあまりいないとい

う話も聞きました。そんな

中で，運転員の方の動機づけの維持はどうなのでしょ

う。

その点は，私たちも非常に重要な問題だと考えていま

す。確かに12年間の間に出向元に帰られた方がおよそ３

分の２くらいになり，当時を知っているのは運転員でい

うと約20名くらいになっています。この12年間運転して

いなかったので，その間の経験が欠落しています。それ

を補うために，例えばシミュレータで，事故を模擬した

訓練や研修をしています。「常陽」や「ふげん」でも，運転

を一緒にしながら勉強をしてきました。このほかに，原

子炉の型は違いますが，日本原電さんの敦賀発電所で，

実際に運転経験を積ませていただきました。現場感覚を

維持するために，そういうようなことをやってきていま

す。

―いつでも，応用動作ができるような体制は整えてお

くということですね。

現在，ナトリウムを12年ぶりに配管に入れて，循環し，

プラント確認試験を行っています。つまり12年ぶりに，

運転員はナトリウムの系統を含めて「もんじゅ」の運転が

できるようになりました。この過程で，彼らはもう１回

自分たちの技術をリカバーし，再確認する。そういう意

味で，このプラント確認試験や，その前の工事確認試験

は，非常に大事な機会なんです。みんな手応えを感じて

いるようです。

「動燃時代は，外の社会と意識がずれていた」

―ハードの試験だけではなくて，運転員の技術向上と

いうものにも役立つということですね。

次に，職場風土の改善についてお伺いしたいと思いま

す。原子力分野に限らず，ほかの分野でもいろいろな企

業の不祥事とかが起きていますけれども，その裏には，

日本的な企業の職場風土が背景にあるとよくいわれてい

ます。動燃時代のビデオ隠しが起きた原因としてはどう

いう風土が考えられるのでしょうか。

大きくいって，２つあると思います。一つは職場風土

の問題。もう一つは行動規範の問題です。

職場風土の問題では，社会との接点を忘れていたこと

が大きいと思います。原子力をやっている人間が，原子

力のことだけを考えて仕事をやっていた。

行動規範という問題については，自分たちが原子力と

いう非常に社会からも注目され，かつ，非常に大事な技

術を扱っているという意識が薄かった。特に動燃時代に

は，高速増殖炉の開発という重要な仕事を，国民の負託

を受けてやっているという意識が，かなり希薄になって

いたのではないかと思います。

ではどうするかというと，いろいろな手立てがありま

す。例えば意識の問題については，異業種派遣というこ

17日本原子力研究開発機構副理事長に聞く
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とで，技術者をデパートに派遣して，お客さん対応を勉

強してもらいました。社会との接点という意味で，世の

中の風向きや温度などを，身をもって感じる。世の中の

人がどういうことを考えているかがよくわかります。

それからもう一つ，さきほどの「さいくるミーティン

グ」のような場で，地元の皆さんが，私たちのことをど

う見ているのかを肌で知ること。これも，社会との接点

の大きな部分だと思います。

風通しの悪い職場では，隣の部や課で何をやっている

か，お互いに情報共有をしない。縦割り組織で，無責任

体制になりがちです。だから，ビデオ隠しのような問題

が起こる。自分たちのことは自分たちだけでケリをつけ

てもいいんだという意識があったがために，ああいう問

題が起きたと思います。

逆にいえば，お互いに，どんないい情報でも悪い情報

でも情報共有をして，困ったことがあれば，上や隣や下

とも相談できるような，風通しがいい職場づくりが極め

て大事だと思います。

―原子力を取り巻く社会環境におきましては，安全性

の追求と信頼性の確立が重要だと思います。それについ

て企業の社会的責任（CSR）の観点からはどうでしょう。

かつての動燃あるいは今の原子力機構も，国の予算で

基本的に動いており，「もんじゅ」を含めたすべての事業

が，税金を使い，国民の負託を受けてやっています。国

内で原子力エネルギーの研究開発をやっている公的機関

というのは，私たちの組織だけです。

私たちは企業の社会的責任ということを，本当に真剣

に考えるとともに，国民の負託にしっかり応える必要が

あると思います。CSRにとどまらず，私たちは私たち

の持つ社会的な重さをまじめに，本当に真剣に考えてい

かなければならないと思います。

FBR開発は国際分業体制で

―原子力学会誌では，WEBアンケートを毎月行って

いますが，読者の方々は，国際化に関心が高い。「もん

じゅ」における研究開発を今後，どのように国際的な研

究開発に活用していくのですか。

原子力ルネッサンスといわれている今，FBRを再評

価する動きが国際的にも大きくなっています。その典型

が，米国です。米国はカーター政権時に，プルトニウム

利用を中心とする高速増殖炉開発をやめてしまいまし

た。ところがブッシュ政権になって，今後の資源の確保

の問題や廃棄物の処分の問題などから，高速増殖炉や再

処理について，考え直す動きが出てきました。

もう一つはフランスですが，ご承知のように，もとも

と高速増殖炉を非常に熱心にやってきています。さらに

ロシアや中国，そしてインドも今，高速増殖炉にかなり

熱心に取り組んでいて，それぞれ段階は異なりますが建

設を進めています。

このような中で，高速増殖炉開発のプログラムは，国

際協力という単純な言葉よりも，むしろ国際共同開発，

国際分業でやらなければならない時代に入ったと思いま

す。例えば日米仏３国で，新しい高速増殖炉を一緒に開

発する。さらに国際分業という意味では，国際的に資源

の最適化を図る。日本や米国，フランス，ロシアの４ヵ

国でそれぞれが同じようなことをやるのではなくて，

ITERのように国際分業で分担できる仕組みができ，そ

れで協調がとれていければ，非常に効率的な研究開発が

できると思います。その中で「もんじゅ」は大きな重要な

役割を果たすものと思っています。

運転再開後は，「もんじゅ」は国際共有財産として，米

国やフランスにも参加してもらい，いっしょに研究を

やっていこうと考えています。

現実に進んでいる例では，日米仏で高速増殖炉用の新

しい燃料をつくり，それを「もんじゅ」で燃やしてみよう

という計画があります。これは昨年９月に，米国エネル

ギー省（DOE）とフランス原子力庁（CEA）との間で合意

したもので，「包括的アクチニドサイクル国際実証

（GACID）プロジェクト」といいます。これはまさに国際

分業で，米国が材料を提供し，フランスで燃料をつくっ

て，日本で燃やすというプログラムです。

―最後に，原子力学会へのメッセージを。

学会にお願いしたいのは，次の世代を担う人材をどう

やって確保するかということ。この問題を，私たちも研

究開発機関として真剣に考えています。原子力学会には

さまざまな分野の人がいる。そういう人たちが知恵を出

して，日本の将来の原子力を担う人材をどうやって育て

て維持していくか，具体的に考えていかなければならな

い大きな課題です。

―そのためには，まず大学生に原子力分野に進んでも

らわないといけない。さらには小中学生のころからエネ

ルギーや原子力に対する興味を持っていただかないとい

けない。

小学生や中学生にも「もんじゅ」に来てもらって，見て

もらっています。ナトリウムを切る体験もしてもらって

います。私たちが小学校や中学校，高校に行って，エネ

ルギーや環境問題について説明する活動も実施していま

す。

―出前授業ですね。

出前授業というよりも，先生がそのような授業をされ

るのを一緒になって支援する取組みです。さらに，いく

つかの大学とは，協力協定を結んで，原子力分野での共

同研究や環境エネルギー教育の支援について検討をして

18 インタビュー（早 瀬）

（ 18 ） 日本原子力学会誌, Vol. 50, No. 1（2008）



います。ご指摘のように，できれば小中学生ごろからま

ず理科になじむ教育を強化し，さらにエネルギー問題，

環境問題を通じて原子力に興味を持ち，その中からそれ

を仕事にする優秀な若い人材が集まってくるとよいと思

います。

―そうなるといいと思います。有益な話をありがとう

ございました。

19日本原子力研究開発機構副理事長に聞く
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2007年１月15日より10日間かけて，日本原子力産業

協会から会員の電力中央研究所 魚谷正樹氏，三井物産

伊藤文隆氏および西郷の３名で，原子力委員会（AECb））

カコデゥカル（Dr. Anil Kakodkar）委員長，NPCIL ジェ

イン総裁の表敬訪問を含む次の機関を訪問した。

（ムンバイ地域 ムンバイ市内）

・原子力委員会（AEC）［カコデゥカル委員長（原子力

エネルギー庁長官兼務）表敬訪問］

・インド原子力発電公社（NPCIL）［ジェイン総裁表敬

訪問および上層部との会談］

・インド原子力産業協会（IAIFc））［IAIF 会員５社との

会談］

・Larsen & Toubro Limited．（L&T社）［会談と工場訪

問］

（ムンバイ地域 タラプール）

・タラプール原子力発電所（TAPSd））［会談と施設訪

問］

（チェンナイ地域 カルパッカム）

・インディラガンジー研究センター（IGCARe））［会談

と施設訪問］

・高速増殖原型炉（PFBRf））［会談と施設訪問］

・原子力海水淡水化実証プラント（NDDPg））［会談と施

設訪問］

今回の出張の主目的は，2006年４月の原産年次大会で

招待したジェイン総裁の「インドの経済発展に伴う電力

量の伸びが今後も８～10％�年で継続するため大型軽水

炉の大幅導入が必須」との発言に基づき，大型軽水炉の

大幅導入の実現性を見極めることおよびインドの原子力

政策について調査することであった。本稿では，インド

のエネルギー需要の今後の伸びに合わせた原子力発電の

需要見通しと原子力政策方針について，現地ヒアリング

をベースに述べることとする。なお，核不拡散条約

（NPT：Treaty on the Non�Proliferation of Nuclear

Weapons）非加盟国の核実験実施国に係る問題について

は，話が発散するおそれがあるために，あえて先方との

話題から外した。

インドの全発電電力量および原子力発電
の需要見通し

インドの全発電電力量は，第 1表に示すように，2006

～07年は712～724 TWh�年の見通しである。また，そ

の発電電力量の構成は，第 1図に示すように，火力（石

炭・石油）72．2％，水力14．4％，天然ガス10．1％，原子

力2．9％，その他0．4％である。今後もGDP成長率が８％

から９％を維持するものと想定しており，2031～32年の

発電電力量は3，628～4，493 TWh�年と，現在の５～６

倍の発電電力量を見込んでいる。この見込みをカバーす

The Demand for Electricity Enormously growing in India

―The Smooth Th−cycle Development and the Plan to

Introduce of Large Scale LWRs : Masao SAIGO.
（2007年 10月15日 受理）
a）NPCIL : Nuclear Power Corporation of India Limited
b）AEC : Atomic Energy Commission
c）IAIF : India Atomic Industrial Forum
d）TAPS : Tarapur Atomic Power Station
e）IGCAR : Indira Gandhi Centre for Atomic Research
f）PFBR : Prototype Fast Breeder Reactor
g）NDDP : Nuclear Desalination Demonstration Plant

日本の原子力技術に関心のあるインド原子力発電公社（NPCILa））総裁ジェイン（S. K. Jain）氏

の招待を受け，2007年１月中旬にインドのムンバイ地域とチェンナイ地域を訪問した。インド

では電力量が急激な伸びを示しており，その対応に火力発電の増設は当然のこと，エネルギー

安定供給や地球温暖化防止に役立つ原子力発電や新エネルギーにも力を入れようとしている。

従来の原子力政策に加え，この電力需要を賄いきるために，海外から大型軽水炉を大幅に導入

しようとしている。

本稿では，訪印時に得られた情報を基に，インドの電力量需要の今後の伸びに合わせた原子

力政策方針について述べることとする。なお，（ムンバイ地域 タラプール）および（チェンナイ

地域 カルパッカム）での施設訪問で得られた情報については，誌面の都合上割愛する。

解説

急激な伸びを示すインドの電力量
順調なトリウムサイクル開発と大型軽水炉の導入計画

日本原子力産業協会 西郷 正雄
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るためには，毎年10 GWe［＝1，000万 kWe]強の発電所

を建設しなければならない。ちなみに原子力はそのうち

の１割強を目指しているため，毎年，大型軽水炉１基程

度建設する必要がある。

インドが核実験を実施（1974年５月）する前には，米国

GEより沸騰水型軽水炉（BWR 16万 kWe×２基）とカナ

ダの加圧型重水炉（CANDU炉10万 kWe１基）［インドで

の呼称：PHWR］を導入し，運転を開始していた。しか

し，核実験実施の影響でカナダも米国もインドから撤退

し，その後インドは独自で運転および開発を進めなけれ

ばならなくなった。1998年５月11日にインドは２度目の

核実験を実施し，隣国のパキスタンもそれに対抗するか

のごとく同月28日に核実験を実施した。このことによ

り，核に対するNPT加盟国からの目は一層厳しくな

り，ロシアの協力を除いて現在も同じ状況が続いてい

る。

米国は民主国家で核不拡散を遵守しているインドに対

し，2006年４月にライス長官は，原子力の平和利用協力

関係を結ぶ方向に転換すると発言h）した。その後，米印

原子力平和利用協力協定（123協定）が，2007年７月27日

に合意され，現在，その締結に係わる条件i）整備が進め

られようとしている。

現在，原子力発電所は，第 2図，第 2表に示すように，

17基運転中（合計4，120 MWe［＝412万 kWe］），６基建

設中（合計3，160 MWe，内訳 PHWR３基，VVER２基，

PFBR１基）であり，2008年末には，PFBRを除く５基

が完成する予定である（合計6，780 MWe）。

h）ライス長官が発言した原子力平和利用協力関係を結ぶ理
由：①両国の戦略的協力関係の強化，②エネルギー安全保
障の強化，③環境保護の促進，④ビジネスチャンスの増大，
⑤国際的な核不拡散体制の強化。

i）締結に係わる条件：①インドと IAEA間の保障措置協定の
締結，②NSGガイドラインのインド向けへの変更にNSG
メンバー45ヶ国の支持取付け，③米国議会の承認。

第 1表 インドの全発電電力量の予測

（TWh）

GDP成長率

８％ ９％

2006～07年 712 724

2011～12年 1，026 1，091

2016～17年 1，425 1，577

2021～22年 1，980 2，280

2026～27年 2，680 3，201

2031～32年 3，628 4，493

第 2図 運転中の原子力発電プラント（2007年10月現在）

出所：Light Water Reactors in India an Economic Perspective, NPCIL

第 1図 インドの発電電力量の構成（2004～05年）
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FBR，PHWRを含めた原子力発電設備容量の将来予

測は，「海外から軽水炉を適切に導入する」計画では，第

3図，第 3表に示すように，2022年に21～29 GWe［＝

2，100～2，900万 kWe］，2032年で48～63 GWe，2042年で

104～131 GWe, 2052年で208～275 GWe（総発電設備容量

の約20％）である。

楽観的シナリオの2022年に29 GWe を達成させるため

には，50万 kWeの PFBRが成功裏に実証されること，

新たに建設する70万 kWeの PHWRの運転に必要なウ

ランが確保できること，海外から軽水炉を今後10年間で

800万 kWe［＝８GWe］導入（今年ロシアとフランスから

複数基導入することを確約）できることを前提にしてい

る。

ちなみに，「海外から軽水炉を大幅に導入する」計画で

は，2020年頃に40 GWe を目指しており，毎年２基程度

大型軽水炉の建設に着手しなければならない。

インドの原子力政策

インドの原子力政策は，従来から計画している３段階

第 2表 インドの原子力発電所一覧表（運転中，建設中；2007年10月現在）

第 3表 インドの原子力発電設備容量の予測

（GWe）

楽観的シナリオ 悲観的シナリオ

2012年 11 9

2022年 29 21

2032年 63 48

2042年 131 104

2052年 275 208

第 3図 インドにおける発電設備容量の予測
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のトリウムサイクル原子力研究開発計画を成就すること

である。さらに将来，熱利用への活用に向けて，高温技

術のCHTR（100 kWt，被覆燃料粒子，酸化ベリリウム

減速，鉛冷却高温炉）の研究開発なども進めることであ

る。

しかしながら，今後の経済発展により2050年までにエ

ネルギーは，現在の10倍程度に拡大していると考えてお

り，それに合わせて電力量も10倍程度になるものと考え

て，火力発電の増設は当然であるが，原子力，新エネル

ギーの開発にも力を入れることで取り組んでいる。イン

ドでは，2050年には，石炭は世界の45％，炭化水素（石

油，天然ガス）は10％程度と，大量に消費するようにな

ると想定しており，環境問題としてのCO２排出問題，お

よびエネルギー安定供給への懸念を持っている。そのた

め化石燃料の消費を少しでも軽減するために，原子力発

電の開発は必須であるとしている。

インドがトリウムサイクルを主軸においているのは，

自国に豊富に有するトリウム（Th）資源に対し，天然ウ

ランは約６万トンしかなく，プルトニウム（Pu）利用，Th

利用が不可欠とみているからである。また，PHWR，FBR

の開発に加え，さらに先端的な開発が重要になると考え

ている。

現在までインドは，外国との原子力交流が途絶えてい

たために原子力の基本政策として，独自開発の「３段階

トリウムサイクル原子力研究開発」を進めていた。しか

し，今後，米印原子力平和利用協力協定が締結されると

海外との交流が可能となる。原子力の平和利用として，

世界各国との交流が進めば，海外から大型軽水炉などの

技術を導入することができる。しかしながら，従来から

の基本政策「３段階トリウムサイクル原子力研究開発」

は，順調に進んでいるため，その計画に影響を及ぼさな

いように取り組んでいる。海外からの大型軽水炉の大幅

な導入は，不足している電力を賄うことが目的で，燃料

も海外購入することにより，本基本政策に影響を及ぼさ

ないように計画している。

3段階トリウムサイクル研究開発
インドの持続可能な成長を支えるために，エネルギー

戦略として，自国で豊富に産出できるThを燃料にする

トリウムサイクルの完結を挙げており，そのプロセス（第

２段階）にFBRの導入が不可欠である。

第 4図に示すように，そのプロセスは，第１段階：天

然ウラン燃料による発電と Pu生産，第２段階：Pu燃

料による発電と減損ウランからの Pu生産およびトリウ

ムからの233U 生産，第３段階：233U 燃料による発電と233U

生産である。インド独自の３段階研究開発は現在，第２

段階に入っており順調に進んでいる。

第３段階への移行開始は，2040年ごろと想定して研究

開発を進めており，AHWR（300 MWe）は重水減速，沸

騰水自然循環冷却の高転換炉である。第３段階には，天

然ウランを用いる PHWRの設備容量をゼロにし，天然

ウランには期待しないトリウムサイクルによるインド独

自の持続可能な原子力エネルギー計画を目指している。

電気出力1，000 MWeの金属燃料FBRの研究開発も進

めており，三元合金（U�Pu�Zr）金属燃料および乾式再

処理技術の研究開発をしている。再処理施設との並置を

想定している金属燃料FBRは，2017年までに実用化す

ることを狙っている。金属燃料は，増殖性向上のため Zr

出所：DAE September, 2006

第１段階：天然ウランを燃料とする PHWRによる発電と Pu生産（一部，試験のためTh燃料を装荷）
第２段階：Pu燃料の FBRによる発電と減損ウランからの Pu生産，さらにThからの233U 生産
第３段階：233U 燃料（初期には Pu燃料も装荷）のAHWRによる発電と，Thからの233U 燃料生産

なお，233U 生産のために加速器駆動未臨界炉（ADS）の利用も想定

第 4図 インドの原子力３段階研究開発
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を６％（通常10％）とし，FBTRで照射試験を行う。以

上の開発を進め，2020年までに FBR開発では世界の

リーダーになることを目標としている。

最後に

インドの原子力政策は，「３段階トリウムサイクル原

子力研究開発」を基本政策にし，「大型軽水炉導入」は，

電力需要を賄う目的のつなぎの方針であるように受け止

められる。しかし，インドの将来の発電設備容量から見

ると，例えば，2020年に40 GWe を達成するとするなら

ば，そのうちの30 GWe（75％）弱が大型軽水炉になり，

つなぎの役割にはなり得ない。別の柱と位置付け二本柱

として考えなければ，インドの原子力政策は成立しない

であろう。11億人からさらに増え続け15億人になろうと

するインドにおいて，インフラを整備するだけでも経済

成長は８～10％で数十年続くことは十分に想定されるた

め，大型軽水炉の海外からの導入については，長期的に

発生するものと考えてよい。日本のメーカは，米国，中

国に次ぐ大型市場ととらえて取り組む必要があるであろ

う。

広告記事（PRのページ）新設と募集のお知らせ

１．広告記事（PRのページ）の募集

学会誌では，一般広告以外の広告記事（PRのページ）を新たに掲載することとしました

・掲載場所

① 従来の広告のページと同じ位置

② 「学会誌記事の最後で会報の前」（新規）

・掲載料金

① 従来の広告のページと同じ位置に掲載する場合は，一般の広告料と同じ

② 学会誌記事の最後（会報の前）は80，000円�頁

・広告記事のページ数：１～２頁（２頁の場合は「見開き」とする）

・掲載条件：広告記事ページの右上に（広告記事）または（PRのページ）と記載する

２．広告記事原稿の提供等

・版下は広告出稿主が提供する

・カラーの場合は出稿主がカラー印刷代を負担する

・生原稿の場合は一般広告と同じ（版下・フィルム制作費として20，000円，版下支給の場合はフィルム制作費とし

て5，000円を別途申し受けます）

（学会誌の広告記事としてふさわしくないと編集委員会が判断した場合は掲載をお断りする場合があります）

著 者 紹 介

西郷正雄（さいごう・まさお）
日本原子力産業協会
（専門分野�関心分野）高温ガス炉，エネル
ギーと環境，原子力の国際展開
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想定を超えたが，設計余裕がそれを吸収

会合ではまず，中越沖地震における原子力施設に関す

る調査・対策委員会委員長を務める東京大学の班目春樹

氏が，基調講演。基準地震動の想定について「原子力施

設は放射性物質の遮蔽や内圧を保持するために，非常に

頑丈に造ってある。このため耐震設計とは，あくまで耐

震強度をチェックすることが主眼となる。その耐震設計

を行う際にはまず，どのくらいの地震を考えなければな

らないかということで，基準地震動を策定しなければな

らない。この基準地震動が，柏崎刈羽の場合には２～３

倍の間違いがあった」と指摘した。

また「地震時の挙動を決める因子には，減衰定数など

のように正確な把握が難しいものが多い。その証明を要

求される場合，実験値の下限を用いるなど非安全側にな

らないよう，設計の各段階で配慮しなければならない。

また要求されるのは機能維持でも，実際には弾性設計と

なる。機能維持できる究極の限界の解析は難しい」と説

明。さらに，想定を超えた地震が起きたにもかかわらず，

原子炉が壊れなかった理由については，「施設がもつ実

際の余裕については，これまでの加震実験の結果からす

れば，数十倍あると想像される」と推定。しかし，将来

的には，「その余裕がどれだけあるか，各因子のばらつ

きも考慮し把握するような研究が望まれる」と述べた。

次に京都大学名誉教授の入倉孝次郎氏が，「新潟県中

越沖地震についての地震学からの考察について」という

テーマで登壇。地震学の最先端からの知見をこのように

紹介した。

「新潟県中越沖地震を引き起こした震源断層は，OBS

（改訂地震計）の結果に基づく余震分布の再決定から，破

壊の始まりとなった北部では北西傾斜の断層，破壊の終

端に近い南部では南東傾斜の断層が有力視されている。

地殻変動データ，津波データについてもそのモデルで矛

盾しない結果が得られる。とはいえ，その断層面の傾斜

方向について最終的に判断をするには，産業技術総合研

究所や JAMSTEC（海洋研究開発機構），東京電力が行っ

ている構造探査の結果を待つ必要がある」

「強震動の生成に関しては，前述のモデルでも説明で

新潟県中越沖地震より得られた知見から更なる安全性の向上へ
―設計余裕の見きわめや，情報発信のあり方について議論

原子力安全・保安院と原子力安全基盤機構は平成19年11月14日に都内で，「新潟県中越沖地震より得られた知見か

ら更なる安全性の向上へ」と題するシンポジウムを開いた。約630人が傍聴した会合では，東大の班目春樹氏が「基準

地震動の想定は柏崎刈羽の場合， 2～ 3倍の間違いがあったが，重要な施設は数十倍の余裕をもっていたために，壊

れなかった」と指摘。京大名誉教授の入倉孝次郎氏は「新潟県中越沖地震を引き起こした震源断層は，北部では北西傾

斜の断層，南部では南東傾斜の断層が有力視される」と推定した。また原子力安全・保安院の加藤重治氏は「今回の地

震を受けての健全性や，新耐震指針に照らした耐震安全性など，厳密に確認していく」と今後の対応を説明。フロア

との質疑では，情報発信のあり方について，災害時には他電力がサポートすることや，専門家がメディアへの情報発

信を支援することが提案された。ここでは，このシンポジウムのあらましを紹介する。

NISA・JNES 2007シンポジウムから
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きる。しかしながら，強震動の最大値の距離減衰関係，

応答スペクトルの経験的関係との比較，柏崎刈羽原発で

観測された３つのパルス波などを整合的に説明するに

は，震源モデルだけでなく，伝播経路特性やサイト特性

に関する詳細な検討が必要である」

また今回の地震の強震動は，柏崎刈羽原発のようにひ

ずみ集中帯近くに位置するサイトにおける基準地震動の

評価のあり方に，大きな教訓をもたらすと指摘。今後の

基準地震動の評価を考える際には，ひずみ集中帯の地表

に見られる活断層や活褶曲の形状と地中の震源断層との

関係について，さらなる研究が必要だとした。

さらに，今回の地震と同様に，ひずみ集中帯に発生し

た2004年中越地震の震源断層面の推定に適用された地表

の地質構造やボーリングなどの地質構造データから，「バ

ランス断面法」などで地下断層形状を推定する手法の早

急な実用化を要望。「原子力発電所の耐震設計の観点か

らすると，柏崎刈羽の観測記録は，強震動に関するこれ

までの経験的関係に比べて大きかった。その原因を明ら

かにすることにより，今回の地震の経験を生かした原子

力発電所に対する強震動予測の考え方を確立する必要が

ある」と締めくくった。

情報発信のしかたには，不手際があった

続いて東京電力執行役員の武藤 栄氏が，「柏崎刈羽原

子力発電所が受けた影響および対応状況」について説

明。同氏は，「地震が起きた時に，１号機での最地下階

での最大加速度は，設計値273ガルを2.5倍も超える680

ガルを記録した。なお原子力安全にとって最も重要な機

能は，『止める』，『冷やす』，『閉じ込める』こと。この３

点については，地震発生後も設計通りの機能が確保され

た」と述べた。

「このうち『止める』については，運転中の３基および

起動中の１基で，地震を感知後に全制御棒が挿入されて

スクラムした。『冷やす』点では適切な原子炉水位を確保

し，運転員が訓練通りに操作して，原子炉水を100℃未

満に下げ冷温停止状態にすることができた。『閉じ込め

る』では，環境へ影響を与える放射性物質の放出はなかっ

た」

また，変圧器の火災について「この経験を経て，当発

電所では化学消防車を配備し，消防署へのホットライン

を中央操作室に設置するなど，消火体制を強化した」と

説明。今後については「炉内の点検は平成20年２月まで

かけて実施。地質調査については，福島発電所も含め，

平成20年３月までかけて行う」と述べた。

最後に原子力安全・保安院の加藤重治氏が登壇。地震

発生後の情報発信については，「地震後に発電所の緊急

対策室のドアが開かず，原子力安全・保安院の最初の会

見は事故から２時間後に実施。避難する必要があるかど

うかについては，県からの照会に回答する形で行われ，

自発的に発表したものではなかった。６号機からの放射

性物質放出の報告も遅れた」と述べた。

また保安院は，総合資源エネルギー調査会原子力安

全・保安部会の下に，この問題に関する調査・対策委員

会を設置。「地震が柏崎刈羽原子力発電所に及ぼした具

体的な影響について事実関係の調査や自衛消防体制，情

報連絡体制，地元に対する情報提供のあり方，今回の地

震から得られる知見を踏まえた耐震安全性の評価，設備

の健全性や今後の対応について審議しており，11月下旬

を目途に報告書案を取りまとめる予定だ」と説明した。

さらに耐震安全性評価について「現在，今回の地震動

の観測値がなぜ設計を上回ったかという要因の分析や，

今回の地震による柏崎刈羽原子力発電所への影響および

構造健全性の検討，今後の検討により想定される地震動

に対する耐震安全性の検討を進めている」ことを紹介し

た。

一方，観測された最大加速度が設計時の想定を上回っ

ていた点についても言及。

「原子炉建屋で測定された地震動データから，応答ス

ペクトルに基づいて，建屋各階でかかった力を解析中で

ある。実際の建屋の状態を踏まえて作成したモデルを用

いた解析結果は，地震観測記録を比較的良好に再現でき

た。解析結果の最大応答せん断ひずみによると，原子炉

建屋はおおむね弾性範囲に収まっている」

「発電所の受けた被害，国・事業者等の対応から，最

大限の教訓をくみとり，今後の対策へ生かし，国際的に

も共有していく。また今回の地震を受けての健全性や，

新耐震指針に照らした耐震安全性など，着実かつ厳格

に，柏崎刈羽原子力発電所の安全を確認していく。さら

に原子力発電所等の耐震安全性を，新指針に照らして，

最新の知見に基づいて，厳格に確認していく」と，今後

の対応を述べた。

設計余裕があることを，事前に周知す
べきでは

ひとわたりの説明がすんだ後に，ファシリテータであ

る東北大学の北村正晴氏が，サポート役の多摩大学の乾

文子氏と連携して，これまでの議論を可視化しつつ論点

を体系化し整理した。その上で，次のパネル討論の論点

を，
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� 基本的な安全機能は機能した

� 柏崎刈羽の今後の全体の安全確認に留意すべき点

� 新潟中越沖地震から得られた知見でバックチェッ

クに反映すべきこと

� 地域住民，国民へ正しい情報を伝えるために

� 平常時，異常時のリスク・コミュニケーション

と整理した。

このうち，今後の安全確認に留意すべき事項として，

首都大学東京名誉教授の西川孝夫氏が「原子力発電所の

建屋や機器の余裕度はどれほどあるのかが明示されてい

ない。だから，想定を上回る地震が起こると，大変だと

いうことになってしまう。どれぐらいまでの地震に耐え

られるのかという検証をしなければならない」と指摘。

班目氏は「IAEAからも，目に見えないダメージが隠れ

ているかもしれないと指摘された。全部をまんべんなく

見るというより，重要度の高いところを重点的に，例え

ば非破壊検査などで見ることが大切だと考える。また地

震の反省点としては，余裕があるからいいじゃないかと

いうことで，議論を打ち切ってきたところがある。それ

を見きわめる必要がある」と続けた。

また社会安全研究所副所長の首藤由紀氏も，「設計余

裕については，事前にこれぐらいあるとは説明されてい

なかった。それがあれば，私たちは想定を超えたという

だけでは，驚かなかったのかもしれない」と補足。さら

に加藤氏は，「原子力施設の安全性は，耐震だけでなく，

高経年化も考えなければならない。そこでは，最新の知

見を反映していかなければならない」と述べた。

一方，情報発信について，武藤氏は「情報はそれが安

全上，どのような意味をもつのかという，付加価値をつ

けて発信することができればと思う，ただ，現実的には

多忙な時に，それがどれほどうまくできるか，はこれか

らのチャレンジ」と述べた。これに対し，首藤氏は，「一

般災害と異なり，地震災害は被災地に負担をかけないこ

とが大事。付加価値をつけることはいいことだが，準備

が必要となる。現地では対応できないだろうから，本店

が行うか，あるいは他電力が情報を共有して相互サポー

トできないだろうか」と述べた。

また風評被害について同氏は，「原子力施設の変圧器

火災は事実。しかし，放射能がでなくても，原子力とは

無関係に地震が起きただけで，風評被害はおこる。対策

としては，不安を与えないような情報を発信し，万一，

お客が減ったときには，関係者が協調して，地元に来て

くださいというキャンペーンをすると有効かもしれな

い」と提案。これに対し班目氏は，「地震学と耐震工学と

のコミュニケーションが悪く，不確かさの手の内を明か

さなかった。それが今回はそのまま，外に出ていってし

まった。地震はある程度想定できるものであり，それに

耐える構造物を作ることもできる。リスク・コミュニ

ケーションについては，平常時から，何かあったらどう

なるということを，伝えておかなければならない」と述

べた。

災害に強い発電所をめざす

最後のセッションでは，会場参加者を交えて議論。フ

ロアの参加者が，「再起動に向けてのハードルは何か」と

質問すると，加藤氏は「安全が確認できるまで，運転を

見合わせるとしている。科学的，合理的基準で判断をし

ていきたい。節目では地元に説明もし，理解を得なけれ

ばならない」と回答。武藤氏は「何が一番のハードルなの

か明確となるには今少し時間がかかるが，そのためにも

新しい設計用基準地震動を決めることが，一つのポイン

ト」と答えた。

また情報発信についての質問に対して加藤氏は，「サ

イト周辺には事業者や自治体のモニタがあり，当時も機

能していた」と回答。別の会場参加者が，「事業者や自治

体のモニタ結果は，インターネットで文部科学省のサイ

トから，リアルタイムで見ることができる」と補足した。

これを受けて首藤氏は，「その情報が一般の人に理解

できるものなのかどうかを気にされるかもしれないが，

まずは出すことが重要だ。余裕があれば，解説を加えて

いただければ，わかりやすい」。班目氏は「情報発信には

不手際があった。こういう時には，専門家を紹介して，

メディアに相場感を伝えることができるようになれば」

と答えると，会場からは，「すでに学会では，そのよう

な検討を進めている。緊急時には専門家をプールし，対

応できればと思っている」との回答があった。

さらに武藤氏は，「緊急時には，組織横断的な体制を

とり緊急時対策室に集合して対処する。今回は地震で事

務本館が被害を受け，緊急時対策室に入れず消防等への

緊急連絡回線も使えなかった。当初，ホワイトボードを

外に出して対応した。現地のプレス対応は大切で，今後

は本店から現地へ経営幹部を派遣することにしている。

こうした今回の地震で得られた教訓については，内外の

関係事業者と情報共有するとともに，この教訓をいか

し，災害に強い発電所を作っていきたい」と，今後の対

応を語った。 （編集委員会）
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Ⅰ．グローバル化を支える技術

原子力の利用では，安全・安心の社会ニーズに応えて

社会に受け入れられることが最も大切であり，このため

にはプラントライフのすべてをカバーした総合技術力が

重要である。三菱重工は，世界をリードする『原子力総

合カンパニー』として，これを「エンジニアリング力」，

「もの作り力」，「技術サポート力」を軸に具現化してお

り，これらがグローバル化を支える基幹部分と考えてい

る。炉心などの原子炉中枢部，プラント全体，機器，燃

料などを開発・設計する「エンジニアリング力」，また，

開発・設計されたものを精度高く確実に製作し，プラン

ト全体を確実に建設する「もの作り力」，そして，高経年

化対応，安全性維持へのお客様である電気事業者のニー

ズに応える「技術サポート力」，これらの技術を総合する

ことにより，グローバル社会のニーズである原子力プラ

ントの安全・安心の確保と同時に，経済性の向上を実現

することができると考えている。

1．エンジニアリング力
まず「エンジニアリング力」について説明する。三菱重

工の持つ世界的に誇れる技術として，原子力プラントの

根幹である炉心設計技術，安全解析技術がある。原子炉

やプラントがいかに安定的に運転制御できるか，また，

異常が生じた場合に原子炉安全保護系や安全設備が作動

して，原子炉やプラントの安全がいかに確保されるかの

解析などがその例として挙げられる。また，配管破断を

想定した「１次冷却材喪失事故」の解析プログラムの実証

を行うことのできる大規模実証装置を所有していること

も安全解析技術の向上につながっている。

また，プラントの開発設計技術としての３次元データ

活用の経験は長く，そこで培った技術力，すなわち上流

である設計部門でのインプットの仕方，下流である発注

部門や製作，建設部門での活用要領など，プラント全体

の膨大なデータを正しく効率的に活用するためのシステ

ムを確立し，その運用ノウハウを蓄積している。これに

より材料の調達はもとより，CAM（Computer Aided

Manufacturing）による製造，各種検査での承認，また，

建設工程管理などを通して高精度な製作と短工期での建

設，また，ヒューマンエラーの防止などに大きく役立っ

ており（第 1図参照），優れた品質保証体制�品質マネジ

メントシステム（QMS）の確立につながっている。

PWR燃料の開発・設計においても，豊富な供給実績

と高い信頼性を誇っている。1970年に関西電力美浜１号

機に２体の燃料を初めて供給して以来，平成19年８月現

在で累計約17，700体の製造実績がある。信頼性について

は海外燃料に比べ数桁低い破損率であり，電気事業者の

厚い信頼を得ている。また，経済的で柔軟な運転を志向

される電力会社のニーズに応え燃料の高燃焼化を着実に

The Recent Activities of Nuclear Power Globalization ;
Global Deployment with Own Technologies as“Integrated

Nuclear Power Supply Company”: Kiyoshi YAMAUCHI.
（2007年 10月25日 受理）

講演

原子力グローバル化に向けた最新動向
―原子力総合カンパニーとして「三菱自前の技術」による海外展開を

三菱重工業 山内 澄

日本原子力学会「2007年秋の大会」が 9月27～29日の３日間，北九州国際会議場で開催された。
海外情報連絡会企画セッションで，「原子力のグローバル化に向けた最新動向」をテーマに，三菱

重工の「グローバル化を支える技術」，「主要機器輸出の実績」，「世界戦略炉の開発と市場投入」お

よび「核燃料サイクルの確立と国際展開」について講演した。本稿では，この講演内容を紹介する。

第 1図 エンジニアリング力
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進めてきており，現在は55 GWd�t 高燃焼度燃料まで実

用化されている。今後，更なる高燃焼度化に向け70～80

GWd�t の燃料開発に世界の先陣を切って挑戦する予定

である。さらに，資源の有効活用として，再処理による

プルトニウム，ウランをMOX燃料や回収ウランに活用

する開発では，燃料設計のみならず，炉心設計，安全評

価，プラント設備への影響評価，輸送容器の設計，燃料

加工の検討などのすべての分野に経験を生かして取り組

んでいる。

2．もの作り力
次に「もの作り力」について紹介する。三菱重工は原子

力以外にもさまざまな重工業製品を手がけている総合機

械メーカであり，製造技術は広範囲にわたっている。例

えば，原子力特有の大型機器の加工に対する技術とし

て，最新鋭の加工技術である電子ビーム溶接を適用する

などして高精度の確保，信頼性の向上を図っている。電

子ビーム溶接以外にもいろいろな溶接・溶着技術，遠隔

自動溶接技術等，世界一流の技術を有している。また，

超大型複合工作機による原子炉容器の工作も行ってお

り，高さ10 m強，直径５m強の超大型の容器を，自重

による歪みを伴わないよう立てたままで加工することが

できる技術を有する。加工の高精度・高品質が認めら

れ，欧州最大級のEPR（European PWR）の原子炉容器

の工作も手がけている。第 2図は原子炉容器の一体型胴

とノズルの溶接状況である。治具を含めると総重量約200

トンの部材を回転させながら溶接施工できる世界初の工

法として確立した。また，米国輸出向け大型蒸気発生器

に多数の伝熱管を清浄度の高い環境下で挿入するための

高精度の組立技術も有している。

プラント建設技術は製造技術と同様に，経験による技

術の蓄積としての「もの作り力」が要求される。三菱重工

では，鋼板コンクリート（SC）を使った工法やプレハブ

大型ブロック化により，建設工期の短縮を実現してい

る。第 3図は日本最新の PWRプラントである北海道電

力 泊３号機の原子炉格納容器上部を据付けるところで

ある。直径約40 mもの原子炉格納容器上部を現場で組

み立て，超大容量クレーンで吊り上げ，原子炉格納容器

の円筒部と周長で数mm以下の精度での据え付けを行

うもので，平成17年９月に完了した。この上下の原子炉

格納容器の精度を達成する製造技術と上部一体据付け建

設技術を適用することにより，冬季での屋外建設が困難

な北海道で，雪が降る前の建設工期を大幅に短縮するこ

とができた。

3．技術サポート力
エンジニアリング力，ものづくり力に加えて，電気事

業者のニーズに応える「技術サポート力」も重要な技術力

である。既設プラントを最大限に有効活用するため，プ

ラントの保全分野で，プラントの稼働率向上に寄与する

高度な検査，総合予防保全の提案，補修工事，そして機

器の取替えなどプラント全体を熟知しているからこそで

きる技術サポートが当社の「技術サポート力」である。三

菱重工の保全技術の例に電磁誘導の原理を応用したイン

テリジェントETC検査がある。これは検出コイルを薄

膜にし，多数設置することでプローブの回転を不要とし

て探傷速度を上げるなどの革新技術が採用されており，

世界トップクラスの検査装置である。

保全技術の集大成が大型機器の取替えである。三菱重

工は製造技術とプラントの総合エンジニアリング技術の

融合により，作業員が放射線下で作業する時間を最短で

済ます短工期の大型取替え工事を数多く実現している

（第 4図参照）。左側は炉内構造物の取替え工事の写真

で，この工事は世界で初めて当社が実現した。放射線管

理区域で水中約20 mに１mm以下の精度で据付ける非

常に高度な技術を要する取替え工事である。右上は蒸気

発生器の取替えであり，国内11プラントで29基の取替え

を実施しており，海外の電気事業者にも技術力と品質保

証体制が認められた結果，取替え用の蒸気発生器を多数

受注している。右下は電気計装分野の保全として，制御第 2図 もの作り力（製造技術）

第 3図 もの作り力（プラント建設技術）
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系のディジタル化と中央制御盤取替を同時に実施したも

のである。

Ⅱ．主要機器輸出の実績

第 1表は機器輸出実績をアジア，米国，ヨーロッパ別

に並べたものである。米国向けの上部原子炉容器や蒸気

発生器は既設プラントの取替え用として納入したものが

多くを占める。欧州向けの原子炉容器は「もの作り力」で

紹介したフィンランド向けEPR初号機である。欧州向

けの蒸気発生器はフランスやベルギー向けであり，現

在，ベルギーの原子力発電所の蒸気発生器の多くは当社

製である。平成19年９月末には，中国向けのタービンが

２基追加となった。今後，世界の原子力発電所の70％近

くが PWR型であることから，三菱重工の機器製造技術

と品質保証体制に対する期待はますます高まるものと考

えている。

Ⅲ．世界戦略炉の開発と市場投入

三菱重工は米国市場向け「大型戦略炉US�APWR」の

投入，欧米と東南アジア市場向けの「中型戦略炉

ATMEA１」のAREVAとの共同開発，そして「小型戦

略炉 PBMR」の開発を軸に，３つの戦略的な炉型につい

て世界最先端の技術でグローバル市場への展開を加速し

ている

1．大型戦略炉
現在，米国許認可が順調に進んでいるUS�APWRは，

米国電気事業者の早期建設ニーズに応えるため，日本国

内向けにすでに基本設計が固まっているAPWRをベー

スに米国市場に投入した。単機の電気出力1，700 MWe

は世界最大の大型炉であり，24ヶ月連続運転が可能な炉

心により，ウラン消費量が従来より18％少ない燃料経済

性に優れたものにしている（第 5図参照）。また，最も優

先されるべき安全性については，パッシブ技術とアク

ティブ技術を組み合わせた安全系や航空機衝突対策な

ど，世界トップレベルの安全性を有している。さらに，

建設費低減という電気事業者の強いニーズに応え，建設

工期も41ヶ月を目指し総合技術を結集して現地の状況を

加味した検討に入っている。市場投入のスケジュールに

ついては平成18年７月から米国原子力規制委員会

（NRC）とDC（Design Certification：設計認証）に向けた

事前レビューを開始しており，国内審査済みのプルーブ

ンな軽水炉であることが認められ，米国NRCや米国電

気事業者とのコンタクトを加速した結果，短期間でDC

事前レビューを終了し，DCおよびそれに続くCOL

（combined Construction Operating License：建設運転

同時認可）の審査を並行して実施する計画である。これ

により2012年にはUS-APWRの１号機をルミナント社

コマンチェピークサイトに建設開始を期待しており，今

後，米国での後続プラントの建設についても活動してい

く予定である。US�APWRの主要技術は大出力と燃料

経済性の両立と安全性・信頼性・保守性の向上である。

炉心は日本国内既設プラントの燃料集合体（有効炉心長

12 ft）より長い14 ft 燃料（米国とフランスで実績がある）

を採用した。また，1，700 MWe級の電気出力を実現す

るため蒸気発生器とタービンは高性能化を図っている。

非常用炉心冷却システムは高性能蓄圧タンクなどを採用

した簡素で多重性・独立性を強化した構成とし，オンラ

第 4図 技術サポート力

第 1表 主要機器輸出の実績

第 5図 大型戦略炉US�APWR
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インメンテナンスを可能にしている。さらに，プラント

運転をコントロールする I&C（計測制御）設備はマイク

ロプロセッサと光多重伝送を全面的に採用した総合ディ

ジタルシステムとし，優れた性能を実現している。この

ディジタルシステムは世界の最先端であり，現在，米国

でUS�APWRの事前審査を進めているNRCからリー

ドケースとして審査したいと評価されている（第 6図参

照）。

2．中型戦略炉
次に，AREVA社 と 共同開発中の「中型戦略炉

ATMEA１」について紹介する。三菱重工とAREVA社

は共に開発・設計・製造・建設・保守の全分野をカバー

する総合原子力メーカである。世界トップの総合力を持

つ２大原子力メーカが協調することで，魅力ある原子力

プラントを非常に短い開発期間で市場投入するため現在

開発を進めており，ATMEA１の開発でシナジー効果が

期待できる。両社で12の原子力工場を持っており，機器

製作などでのボトルネックを回避できる。また，トータ

ル120基を超える原子力プラント建設の経験，ノウハウ

を統合して，IAEA，米国，欧州，日本の規制に適合さ

せ，幅広い建設サイトの送電線条件に柔軟に対応できる

1，100 MWeの出力とした。航空機衝突にも耐え，シビ

アアクシデント時も原子炉格納容器の健全性を長期にわ

たり確保できることを設計コンセプトとしており，世界

中で建設・運転可能な原子炉に作り上げる。すでに，プ

ラントの概念設計は完了しており，11月に設立された合

弁会社ATMEAで開発と拡販を加速する（第 7図参

照）。

「小型戦略炉 PBMR」は，南アフリカが進めている電

力需要地近接型の高温ガス炉である。炉心溶融のないペ

ブルベッド燃料を用い，冷却媒体には放射化しないヘリ

ウムガスを使う原子炉である。ペブルベッド燃料は酸化

ウランを黒鉛と混合して直径約６cmの球状に圧縮成型

したものである。三菱重工は2001年からプロジェクトに

参画しており，当社のガスタービン技術，原子力機器設

計・製造技術と PBMR社のガス炉技術を融合してプロ

ジェクトを推進している。電気出力は165 MWeで地域

ごとの電力需要に応じて増設可能なモジュール型として

おり，分散型電源として需要が期待されている。PBMR

は南アフリカの電気事業者であるESKOM社がケープ

タウン西方のクバーグ原子力発電所サイトに建設予定

で，2013年までに運転を開始する計画である。（第 8図

参照）

Ⅳ．核燃料サイクルの確立と国際展開

最後に，核燃料サイクルの確立と国際展開について紹

介する。核燃料サイクルの確立に関して三菱重工は高速

増殖炉（FBR）分野や六ヶ所再処理工場に代表される核

燃料サイクル分野で長年の広範囲な実績があり，豊富な

経験と最先端の技術で国の施策に貢献してきた。

1．核燃料サイクルの確立
FBRの実用化に向けて，実験炉「常陽」，原型炉「もん

じゅ」で三菱重工は重要な役割を果たした。これらの経

験を通して高速中性子技術，ナトリウム取扱い技術，発

電の実証技術を確認した。これらの実績と共に，また当

第 6図 US�APWRの主要技術
第 7図 中型戦略炉 ATMEA１

第 8図 小型戦略炉 PBMR
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社が提案したループ型炉は，自然循環型崩壊熱除去系や

２重管蒸気発生器等の安全性と，L字配管採用に伴う配

管の短縮化等による経済性の両立を実現したコンセプト

であることが認められ，三菱重工は国のFBR開発の中

核会社として選定された（第 9図参照）。これを受け，核

燃料サイクルの確立に向け，実証炉と実用炉の開発・設

計を実施するエンジニアリング会社として，新たに三菱

FBRシステムズ（MFBR）を設立し，平成19年７月より

活動を開始した。

2．核燃料サイクルの国際展開
また，米国においてプルトニウムなどを燃焼させるた

めの先進リサイクル炉（ARR : Advanced Recycling

Reactor）と，使用済み燃料を再処理・再利用するための

設備である統合核燃料取扱センター（CFTC : Conso-

lidated Fuel Treatment Center）の一括提案を募集する

米国エネルギー省（DOE : Department of Energy）の

GNEP（Global Nuclear Energy Partnership）構想に

AREVA社と共同で提案し選定された。ARRは三菱重

工がリーダーとなり，また，CFTCはリーダーの

AREVA社と日本原燃が参加する体制で開発を推進す

る。ARRには冷却材に液体金属ナトリウムを使用した

ループ型高速炉概念を提案している。本提案は米国の構

想への参画をいち早く決定した日本政府の意向を踏まえ

たもので，文部科学省，経済産業省，電気事業連合会，

日本原子力研究開発機構，日本原燃などとの協議を経て

実施した。日本が開発を推進している高速増殖炉のコン

セプトが世界標準となることを目指し，世界的な核エネ

ルギー資源の有効利用や地球環境保全，核拡散のリスク

軽減に貢献することを目論んでいる。

Ⅴ．おわりに

今後，世界で高まる原子力発電のニーズに対して日本

の原子力メーカの活躍の場はグローバル化している。三

菱重工は，原子力利用では「安全・安心」が最優先と考え

ており，原子炉中枢部，プラント全体，機器，燃料を自

前の技術で供給し続けており，その経験を活かして世界

のニーズに応えたいと考えている。また，これらの経験

に基づくノウハウの蓄積を有することが，海外展開にお

ける海外企業の活用を信頼度高く行えると考える。グ

ローバルな設計認証の取得や海外での建設経験の蓄積

は，国内電気事業者の信頼に応えるためにも重要と考え

ている。今こそ「原子力総合カンパニー」として，日本で

の高度な規制や厳しい品質要求などで培われた経験を活

かして，「自前の技術」で原子力のグローバル化に取組

み，世界の期待に応えていく所存である。

第 9図 高速増殖炉（FBR）

著 者 紹 介

山内 澄（やまうち・きよし）
三菱重工業㈱
（専門分野�関心分野）原子力発電プラント，
原子力の安全・安心，核燃料サイクル
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拡大する海外市場と国際協調の動き

世界各国で原子力が見直され，原子力発電所の新規建

設計画が発表されている状況を第 1図に示す。中でも米

国は，多くの電力会社が新規建設の意向を表明してお

り，候補に挙げられているプラント数は約30基に上って

いる。この背景には，2005年８月に成立した包括エネル

ギー法案で新規原子力建設に対する税制優遇措置や融資

に対する政府保証といった優遇政策が示されたことが大

きく影響している。各電力会社は新規建設プラントの許

認可申請に向けて具体的に動き始め，多くの電力会社が

2008年中に許認可申請書を提出する目標を掲げており，

早いものは2015年くらいの運転開始を目指している。

その他の国でも，カナダでは新規プラントの「サイト

準備工事認可」申請が出され，英国では新規建設に向け

て炉型認証手続きに入る候補炉型を選定中であるほか，

インド，トルコ，エジプト，ベトナム，インドネシア等

多くの国が原子力建設計画を持っている。

一方，原子力導入国の拡大に伴う核不拡散上の問題に

対応して，国際的な仕組みの構築を進める動きがある。

米国は2006年２月に，国際原子力エネルギー・パート

ナーシップ（GNEP）構想を発表し，この中で核燃料サイ

クル国以外の国では濃縮・再処理を行わず，核燃料サイ

クル国から適正な価格で燃料の供給を受けるという国際

的な枠組みを提案している。また，ロシアは国際核燃料

サイクルセンター構想を掲げ，各国で発生する使用済み

燃料を受け入れる考えを示している。2007年７月には米

露首脳が「原子力エネルギーと核不拡散のための共同行

動 宣 言（Declaration on Nuclear Energy and

Nonproliferation : Joint Actions）」を発表し，米露の活動

を連携させる意向を表明している。このような動きに対

応して，日本政府も原子力立国計画の中で原子力産業の

国際展開支援と共にこのような国際的な枠組み作りへの

積極的関与を行うとしている。

また，日米間では2007年４月に「日米原子力エネルギー

共同行動計画」が策定され，この中でGNEPに基づく研

究開発協力や米国における原子力発電所新規建設支援の

ための政策協調を行っていくことが述べられている。

以上述べてきたことは，拡大する原子力市場に応えて

いく上で，原子力技術，製品を提供する供給メーカーに

おいても国際連携が重要な戦略になることを示してい

る。将来の途上国向けプラント供給に際しては，燃料の

供給保証や原子力技術移転を行うにあたって，国際的な

枠組みの中で製品・サービスの提供を行う体制が必要に

なる。日立製作所がGE社と原子力事業統合を進めた一

因にはこうした背景があった。
Current Status of Nuclear Globalization ; Case of Hitachi�

GE Global Alliance : Yoshimura MASAHITO .
（2007年 11月13日 受理）

講演

原子力グローバル化に向けた最新動向
―日立�GE原子力事業統合の現場から

日立�GEニュークリア・エナジー 吉村 真人

本稿は日本原子力学会「2007年秋の大会」での講演内容をまとめたものである。海外情報連絡会
企画セッションとして「原子力のグローバル化に向けた最新動向」というテーマでの講演であり，

日立�GEの原子力事業統合の現場に携わっているものの視点から，グローバル化に対する取組
みの状況を紹介した。

世界の原子力市場は，温室効果ガス問題と近年の化石燃料高騰等の影響もあって拡大基調にあ

り，多くの国で原子力の再評価が行われ，新規原子力発電所の建設計画が発表されている。市場

のグローバル化に対応して，産業界においても国際的な企業間連携体制を確立することがグロー

バル事業を推進する上で重要な戦略となった。

日立製作所は原子力導入以来のパートナーである General Electric社との原子力事業統合を進
める決断をし，米国ならびに日本に新会社を設立して原子力事業拡大に取り組んでいるが，統合

事業は緒についたばかりである。国際的な連携体制の中で日本の原子力技術をグローバルに展開

するために何をするべきか，真のグローバル化に向けた課題を考えてみたい。
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日立�GE原子力事業統合の経緯と意義

日立製作所とGE社の原子力事業統合については逐次

公表されているが，簡単に時系列で経緯を整理してお

く。事業統合に関する最初の発表は2006年11月13日に

統合に向けた検討を始める意向書を交わしたことであっ

た。その後，約半年の交渉を経て，2007月５月16日付け

で統合に関わる基本合意書（Formation Agreement）が

締結された。基本合意書に基づいて両社は新会社設立準

備に入り，2007年６月４日に米国ならびにカナダにおけ

る新会社（GE�Hitachi Nuclear Energy，日立と GEの持

分比率40 : 60）を設立，次いで2007年７月１日に日本新

会社（日立�GEニュークリア・エナジー，日立とGEの

持分比率80．01 : 19．99）を設立し現在に至っている。

本統合によって両社は原子力事業におけるリソースの

相互活用を進め，シナジーを発揮して競争力を高め，拡

大するグローバル市場における事業拡大を実現すること

を目的としている。現在，世界の原子力市場では沸騰水

型原子炉（BWR : Boiling Water Reactor）と加圧水型原子

炉（PWR : Pressurized Water Reactor）が主要な炉型と

して競合しているが，過去に何回かの統合が行われた結

果として，PWRの供給者はAREVA社�三菱連合と東

芝�WH社という２大グループに集約された。日立の原

子力技術はGE社からのBWR技術導入によってスター

トし，以来GE社と共にBWR技術の発展を支えてき

た。PWRに対抗してBWRを世界市場に展開するため

には，日立，GE両社が戦略を共有し，経営資源を統合

して総力を結集することが必要と考えた。

両社の連携には，お互いの強みを活かした補完関係に

よって，より統合された製品，サービスを供給する狙い

がある。日立製作所の強みは「モノづくり」と，国内での

継続的な原子力発電所建設経験をベースとした「統合エ

ンジニアリング力」，および将来の事業発展を支える「研

究開発力」と位置づけている。これらの役割を統合会社

の中で日立がきっちり果たすことで，プラント供給者と

しての総合力，競争力を高め，グローバル市場における

事業拡大という目的を果たすことができると考えてい

る。

共にBWR技術をコアとして事業展開してきた両社間

には様々なシナジー創出の機会がある。例えば共同研究

の推進や設計リソースの共有，共同購買の推進，製造設

備の相互利用促進などが挙げられる。このようなシナ

ジーを促進するための仕組みとして，現在，新会社間で

は「グローバル・アドバイザリー・コミッティ」を設け，

シナジー創出機会を議論し，実行するためのチーム活動

を推進している。研究開発，設計，製造，調達といった

業務フローの様々な側面で，お互いの良い所を取り入れ

て，より効率的な経営を実現しようとしており，この中

で「モノづくり」，「統合エンジニアリング」，「研究開発」

といった日立の強みを活かせる体制作りに取り組んでい

るところである。（第 2図）

第 1図 海外原子力市場の動向

第 2図 日立�GEのシナジー創出に向けた取組み体制
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真のグローバル化に向けた取組み課題

GE社との原子力事業統合によって，日立原子力技術

をグローバルに展開するための事業体制を構築した。し

かしこれはまだ枠組みを作ったというレベルであり，こ

の仕組みの中で日立の原子力技術を市場で活かすために

は，様々な課題がある。

当面注力している米国での新規建設プロジェクトを例

に挙げると，第 3図に示す大型モジュール工法のような

建設エンジニアリング領域は，日立が国内の建設経験を

通じて築いてきた技術であり，長年，新規建設が途絶え

ていた米国市場において，日立の経験の反映が期待され

ている分野である。しかし国内での成功経験を海外のプ

ラント建設に活かしきれるか，実績として評価される結

果を残せるかどうかは今後の取組みにかかっている。国

内とは異なる建設プロジェクト体制の中で，どのように

役割を分担し，どのようなリスクを引き受けるのか，海

外のベンダーや据付業者との関係の中で先進的な建設工

法や工程管理，工事管理といったノウハウを活かしきれ

るのかという課題である。国内の経験をそのまま移すの

ではなく，それぞれのプロジェクトの状況に応じた課題

解決が必要であり，グローバルに通用するエンジニアリ

ング力が求められている。

また，将来の途上国向けプロジェクトにおいては，燃

料の安定供給，使用済み燃料や廃棄物処理に関するソ

リューション提供が必要であり，先に述べた国際的な枠

組みの中で，日本企業がパートナーとして果たす役割を

模索していくことになろう。技術移転を含む現地化とい

う側面では，日立が強みとしている領域について主体的

な役割を果たしていく必要がある。

こうした課題をつきつめていくと，国際的な企業連携

の中で，日本企業が，とりわけそこで働く日本人が果た

すべき役割は何かということを考えさせられる。海外の

原子力発電所建設においては必要資材の大半は現地調

達，国際調達でまかなわれ，現地の建設業者によって工

事が行われる。日本企業の人材が大挙して海外に出て行

くわけではない。日立原子力技術を海外に展開するとい

うことは，日立が強みとするコア・バリューは何かを見

極め，それをグローバルに通用する形で，かつ高い技術

水準で維持・発展させることと考える。

日立原子力技術のコア・バリューは，すでに述べたよ

うに「モノづくり力」，「エンジニアリング力」，「研究開

発力」である。「モノづくり」に関しては，原子力特有機

器の製造に関して，常に競争力を維持していかなければ

ならない。「エンジニアリング力」は，国内での実績を活

かした上でグローバルに通用する実力を身につけなけれ

ばならない。また，「研究開発力」においては，グローバ

ルに通用する研究開発提案を日立がリードしていくこと

が重要である。

これらの課題への取組みにおいて最も重要なのは人

材，「ひと」である。グローバル人材の要件として語学力

を含むコミュニケーション能力も大切だが，最も重要な

のはグローバルに通用する専門性だと思っている。 日

立�GEニュークリア・エナジー社の一人ひとりがグ

ローバルに通用する力量を発揮し，日立原子力のプレゼ

ンスを示していくことが必要である。今後，立ち上がっ

ていく海外プロジェクトでの実践に注目していただきた

い。

著 者 紹 介
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第 3図 大型モジュールによる先進建設工法
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ガリレオの生きた時代（1564～1642）はルネッサンスも

終わりに近い頃であるが，実証主義，経験主義の考え方

が生まれ，定着していった時代といえる。その幕開けは

天文学にあり，天体観測による太陽系中心の議論が展開

される。コペルニクスが太陽中心に星が回転している地

動説を唱え，後世天動説からの地動説への展開のような

大きな変化，転換をコペルニクス的転回と呼ばれるよう

になる。またケプラーは惑星の楕円軌道を観測により示

すことに成功し，ガリレオも自ら望遠鏡によって天体観

測を行い，太陽の黒点と木星を回る４つの惑星を見つけ

た。ガリレオは当然のことながら，天動説より星の運動

を明らかに説明のしやすい地動説に傾斜していった。

近代科学の旗手として知られるガリレオは物理学の世

界でも振り子の同時性，落下の法則，相対性原理など多

くの業績を残している。彼の著作は，『偽金鑑識官』（豊

田利幸他訳ガリレオ，中央公論社），『天文対話』（青木靖

三訳，岩波文庫），『新科学対話』（今野武雄，日田節次訳，

岩波文庫）など邦訳されたものも多く，またいずれも読

むのに相当骨が折れる。

ピサの斜塔に登る

1998年に『原子力タイムトラベル』という一般読者向け

の小冊子をまとめた。原子力の基本としてアインシュタ

インの相対性理論とボアを中心として構築された量子力

学があることは専門家のよく承知するところだが，ガリ

レオの科学的，哲学的業績がこれにどうつながっている

か考えることも楽しいことだ。相対性原理の提唱のみな

らず，量子論にまで彼の考えが及んでいるという人もい

る（たとえば豊田利幸著『ガリレオ』中央公論社）。小冊子

の中でガリレオのことをどう取り上げるかは重要だと考

えたが，しかしその中で真実か単なる伝説か確認でき

ず，俗説に従ったものがいくつかあった。その代表的な

ものは子供の頃から教えられてきたガリレオのピサの斜

塔での落下実験や，宗教裁判で地動説を唱えることを断

念させられたとき「しかし地球は動く」といったといわれ

る故事等だった。

「事実か伝説か」。少し時間的余裕のできた今，これら

の検証に努めるのもいいのではと考えている。しかし人

間の行動や発言についてその真偽を確認することはとて

つもなく難しい。何かわからないかと最近ピサを訪ね斜

塔に登った。あらかじめ申し込めば斜塔に登ることが許

されるようになっている。ところが２週間前に申し込む

のを知らず，“エイままよ”とピサをたずね，窓口の方の

厚意ですぐ入れる切符を２枚何とか手にすることができ

た。よほど強引にお願いしたのかも。60メートル近い傾

いた螺旋状の階段を上るのは骨が折れたが，途中で下界

を望むこともできる。しかしそこから球を落としたとは

とても思えない。行き着く先の鐘楼には鐘が４つか５つ

あったように記憶する。そこから下が見える。もし球を

落としたとしたらここだろう。と恐る恐る回廊に出てみ

た。下は見えるが果たしてここからどうやって２つの球

を落とし，また同時に落ちることをどうやって確認した

のだろうか？デモンストレーションならともかく，この

場所を選んで実験する必然性に欠けると思ったのは自分

が実験屋のせいかもしれない。以前からおかしいと思っ

ていたとおり単なる伝説なのかもしれない。案内嬢にそ

れとなく聞いてみた。「ガリレオはどうやって落下実験

をしたのでしょうか」彼女は笑っただけで応えなかっ

た。もう一人の案内嬢に別のところで聞いてみた。彼女

は「ガリレオはここで望遠鏡を使って木星の惑星を発見

しましたよ」と彼の功績を伝えてくれた。「ここで」の意

味が，ピサの町のことか具体的に斜塔のことか確認はし

なかった。

斜塔の下にはお土産屋が多い。もし実験が事実ならそ

れを伝える本か模型が観光土産になっているに違いない

と本屋や土産物屋を探したが，レオナルド・ダ・ビンチ

のものは発明，発見の意味で面白さがあるのでいくつか

あったが，ガリレオに関するものは見つけられなかっ

た。本屋の親父に聞いてみたがないという。ガリレオの

本は分厚く中身も相当難しい。あるとしたら落下実験に

関するエピソード的なものだろうと思ったがそれもな

い。

それでも地球は動く

ガリレオの業績は素晴らしくまたその領域も広い。私

が最初に感銘を受けたのは彼がその著書『偽金鑑識官』の

中で宇宙を第二の聖書と呼び，ラテン語をいかに勉強し

ても理解できない，数学の知識，特に幾何学の知識があっ

特別寄稿�２

ガリレオ・ガリレイとその生きた時代

藤 家 洋 一
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て初めて宇宙，天体を理解できると専門性の大切さを説

いているところであった。『偽金鑑識官』（1622年）という

一見奇妙な題名はガリレオが『天文学的哲学的天秤』

（ロッタリオ サルシ著）に含まれる事柄を繊細かつ正確

な両天秤で秤量しなおしたという意味があるらしく，こ

こにガリレオの意地と自信が表れているといわれる。

ルネッサンス後期のガリレオを待っていたのは，とも

にギリシャ時代のアリストテレスやプトレマイオスの支

配する思想であり，運動論，宇宙観であった。その中で

ガリレオは多くの非難，弾劾の中に耐えながら生きたと

いえるだろう。しかし弟子を中心に彼を尊敬し，支持す

る人もまた多くいた。『天文対話』（1632年）―プトレマイ

オスとコペルニクスとの二大世界体系についての対話―

はガリレオの考えを表現したもので，現代人が電車の中

で斜め読みするのが不可能に近い長い論理展開になって

いる。

彼に関して伝えられる事柄で事実か伝説か，本人が

行ったかあるいは作り上げられたものか，にわかに判断

できないものがある。たとえば，宗教裁判で有罪判決を

受けフィレンチェ郊外に幽閉されたとき，果たして彼は

「それでも地球は動く」といったのかどうか？メジチ家の

オスカナ大公の庇護下にあり，「大公に仕える数学者で

かつ哲学者」であると自分の立場を称した彼は大公の奥

方にも手紙を出しており，まさにかつての宮廷音楽家に

近い立場にあったように思われる。また見事な論理展開

を見ると一方で大変な自信家であったように思える。そ

の彼が「ぼやきめいた」発言をしたか。それよりも二度に

わたる宗教裁判の実態は何であったのか？これに従うの

は不本意であったと思われるが，発言の記録はまだ見い

出せない。この検証はこれからということになる。

落下の法則

ガリレオは天体の現象のみならず，地上の現象にも目

を向けている。振り子の同時性の発見は若い頃の話であ

るが，落下の法則や相対性原理の構築は特筆されるもの

だろう。しかし，ピサの斜塔からボールを落として落下

の法則を見い出したといわれるが本当だろうか？日本人

の多くがこれをそのまま信じているように思える。

ピサの斜塔は60メートル程度で，そこから２つの球を

見事に同時に落としたとしても３秒程度で着地すること

になる。彼の発見した振り子の同時性は彼の生きている

間には実用化されなかった。砂時計か水時計を使ったの

であろうか？誰が地上で秒差を確認して判断したのだろ

うか？

多少不確実さが残るものの，結論をいえば，斜塔の話

は晩年のガリレオに仕えた弟子ヴァヴァアーニが作り出

した伝説のようである。実際のところガリレオは実験室

かあるいは近くの斜面を使っていくつかの大きさや材質

の違う球を転がしてその落下速度を見て落下の法則を見

い出しているようだ。このことを私に教えてくれたのは

ドイツの友人だが，確かに斜面を転がす実験では傾斜次

第で球の落下に時間もかかり，空気抵抗も余り影響して

こない。実験は目の前でできたと考えられるが，それに

してもあの美しい形の表現が実験結果だけから導き出せ

たか？彼の表現に従えば，単位時間ごとに１，３，５，７，

９と転がる距離が規則的に大きくなっていくことに気が

ついたとき，時間の平方に比例することが見えてこよ

う。（S＝１�２gt２）。また実験の精度はそれほど検証に影

響しなかっただろう。

彼は重い球と軽い球をひもで繋いで落としたら，その

速度は両者の重さの和に対応した速度になるか，あるい

は軽い球と重い球の速度の中間になるのか問いかけるこ

とからアリストテレスの重いものほど速く落ちるという

落下の考えに挑戦している。しかしガリレオがもしピサ

の斜塔から鉄の球と中空の木の球を同時に落としたとし

たら，木の球のほうが浮力や空気抵抗のため遅く落下す

ることは確かなので，アリストテレス説が肯定されるこ

とになったかも知れない。

相対性原理

運動の相対性についても，アインシュタインのように

光速に近いところでの相対性ではなく，遅い速度での運

動の相対性についてであるが，これについては彼の著書

『天文対話』の中で相当なページ数を使って長々と説明し

ている。要するに「走る馬から前方に矢を放ってその矢

に追いつくことができない」あるいは「船のマストから物

体を落とすと船が止まっていようが，動いていようが無

関係で同じところに落ちる」ということの説明である。

現代人では『天文対話』の論理展開を追うことは時間がか

かり，大変気の疲れることと思われる。果たして実際に

船のマストから物体を落として運動の相対性を確認でき

たのか？乗馬して槍を前方に投げ相対性を確かめること

を行ったか。このところの論理展開はすんなりと受け入

れられるところがあり，落下の法則を理解していればわ

ざわざ実験的検証が必要はないような気になるのは不思

議だ。

次回はハイゼンベルグについて何か書ければと考えて

いる。
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Ⅰ．原研における日本初の原子力発電炉
JPDR

1．軽水型発電炉の導入へ
日本原子力研究所（原研）では，研究炉計画とともに動

力試験炉の研究開発は，重要な課題として取りあげられ

ていた。動力炉の研究開発を原研で実施したいという期

待は，研究所の敷地選定において，動力試験炉の設置可

能な敷地の規模が考えられていたことや，研究所法およ

び定款において売電収入が予想されていたことなどから

も明らかである。しかし，この段階では，まだ導入すべ

き炉の型式や出力規模などの詳細は決まっていなかっ

た。

1955年11月に，米国との間に研究用原子炉の供給を受

けるための日米原子力研究協定を結んだが，1958年に

は，これまで入手できないとされていた発電用原子炉と

その燃料が，機密を解除されて平和利用のために供給さ

れることになった。発電炉導入の前提条件として日米，

日英の間に原子力協力協定締結が必要になる。1957年９

月13日に，政府は米英と同時進行で交渉を開始し，1958

年６月16日に米英と原子力協力協定が調印された。前者

は研究，動力試験，発電用に，ウラン235が2．7 t までの

濃縮ウラン供与を約し，後者はコールダーホール改良型

動力炉導入を可能にするものであった。これらは国会で

承認された後，同年12月５日に発効した。

米国は発電炉商戦で英国に遅れをとっていたが，軽水

炉の優位がだんだんと明らかになってきた。1957年12

月，日米協定により，米国から濃縮ウランを燃料とする

軽水型動力試験炉を早期に原研に導入することが決定さ

れた。「Pか Bか」（P＝PWR：加圧水型か，B＝BWR：

沸騰水型か）の選択でもめたが，各種試験，実験などの

技術的面および経済性などの面から，米国GE（General

Electric Co.）社製の小型沸騰水型で，最大電気出力１万

2，500 kW（最大熱出力45 MW）を選定，動力試験炉 JPDR

（Japan Power Demonstration Reactor）を導入すること

になった。GE社との契約交渉は，1959年４月から開始

され10月に最終案が提出された。その内容は，電気出力

１万2，500 kWの原子力発電所が完成するまでの責任を

すべてGE社が負い，原研は完成された形でこれを引き

取るというターンキイ方式であった。これは，「研究炉

が，臨界時に引渡しを受けるとか，炉と燃料の製作者が

別々で，必ずしも炉メーカーが全面的な責任を負ってい

なかった」などという，これまでの原研の契約形態とは

大きな違いであった。

2．動力試験炉（JPDR�Ⅰ）
GE社との契約は，出力倍増計画など将来の試験研究

に向けた諸条件が整った1960年９月に，正式に建設契約

の調印が行われた。自然循環沸騰水型，熱出力45 MW，

電気出力12．5 MW，濃縮度2．6％のUO２燃料，燃料棒配

列６×６，燃料装荷量約4，200 kg，72体であった。1960

年12月に着工し，３年後の1963年８月には初臨界とな

り，10月26日に日本で最初の電気出力2，400 kWの原子

力発電に成功した。この日を記念して「原子力の日」と定

められた。たまたま政府が IAEA（国際原子力機関）への

加盟を決定した日も７年前の10月26日であった。

1963年12月には，100時間の12．5 MW全出力運転を終

了した段階で，GE社から正式に引渡しを受け，1965年

４月には国の竣工検査に合格して使用認可を取得し，日

本初の原子力発電所として運転を開始した。その後，運

転経験の取得，各種原子炉特性の測定（核熱水力特性，

動特性，プラント特性，原子力圧力容器照射脆化モニタ

リング，使用済燃料の非破壊�破壊試験および再処理，

FP（Fission Product：核分裂生成物）放出挙動，国産燃

料の照射試験などの研究開発が行われた。1966年の定期

検査の時，圧力容器上蓋のステンレス鋼肉盛り部分の

数ヶ所にクラックが発見され，修復作業を行った。1967

年，68年の定期検査時には，圧力容器胴部内ノズル部ス

LWR�Plants � Their Evolutionary Progress in the Last

Half−Century―（４）The Start of the Nuclear Power

Generation in Japan：Hiroshi ISHIKAWA.
（2007年 ８月６日 受理）
各回タイトル
第１回 原子力発電前史
第２回 軽水型発電炉の誕生
第３回 日本の研究用原子炉の始まり

元日本原子力研究所 石川 寛

第 4回 日本の原子力発電の始まり

軽水炉プラント
―その半世紀の進化のあゆみ
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テンレス鋼肉盛り部分にも同様のクラックを確認した。

これらについては，研究所内に「JPDR圧力容器寿命専

門部会」が設置されて安全評価をする一方，監督官庁で

ある通産省の許可のもと，1969年９月１日までの３年

間，自然循環冷却方式による原子炉の運転（中断もあっ

たが）が行われた。1967年９月17日には，積算電気出力

１億 kWh（発電時間１万171時間22分）を達成した。

3．JPDR�Ⅱ計画
JPDRを強制循環冷却方式にし，熱出力を45 MWか

ら90 MWに倍増する JPDR�Ⅱ計画を進めるため，1969

年10月に改造工事に着手した。この計画は，高出力密度

において各種軽水炉燃料の照射試験を行い燃料の国産化

に貢献すること，改造工事を通し建設，運転・保守など

の経験を得ること，および各種試験を通して発電用原子

炉の特性を把握し，軽水炉の改良，国産化に貢献するこ

とが目的であった。（第 1表１））

1965年６月，プロジェクトが正式に発足し，設計作業

を開始し，1967年３月にこれらの成果などを基に原子炉

設置変更許可申請書を提出した。燃料棒配列は７×７と

なった。しかし，前年の５月に JPDRで発見された圧力

容器クラッド部のヘアークラックへの対策などで，国の

安全審査に長時間を要し，設置変更許可の取得は1969年

９月と、当初計画から大幅に遅れる結果となった。改造

工事は翌10月から開始され，約２年後の71年12月に完了

し，各種試験・検査を経て1972年２月18日に JPDR�Ⅱ

は臨界を達成した。５月末には発電を再開した。しか

し，８月に50％の出力でヒートバランスなどプラントの

性能確認を進めていたところ，炉心スプレイ配管から１

次冷却水が漏洩したので，運転を停止した。その後の調

査から，前述の配管と類似の環境条件下にある給水系お

よび停止時冷却系配管にも同様のクラックを確認した。

クラックの発生原因については，原研内の「JPDR配管

クラック調査委員会」により究明され，いずれも応力腐

食割れによるクラックであることが明らかになった。

これらの修復においては，材料の選択，溶接設計およ

び溶接時の温度管理など，応力腐食割れ対策を考慮しな

がら作業を実施した。原因の調査から修理の完了まで約

３年を要した。これらの経験は，その後の日本の商業用

発電炉の応力腐食割れ対策における材料の選択，溶接設

計施行管理などに関して貴重な知見となった。

その後，JPDR�Ⅱは安全性評価による安全性の増強対

策を実施して，1975年６月に運転を再開したが，1976

年３月，ダンプコンデンサ減温管の損傷が見つかり，同

年３月18日（結果的に，この日をもって恒久的な運転停

止，すなわち運転終了となった）に運転を停止した。ま

た，同年４月にはクリーンドレインサンプルからの漏水

など，様々な施設の不具合が続発し，その修復に時間を

要することとなった。1979年３月には，圧力容器底部の

インコアフラックスモニタ案内管からの１次冷却水の漏

洩が見つかり，その修復は，原子炉本体に係る事象で，

技術的な困難を伴うとともに，長期間の運転停止と相当

の予算措置の必要性が見込まれた。また，原子炉の停止

が長期に及ぶことによって JPDR�Ⅱの研究計画の意義

を損なう可能性があった。このため運転計画の見直しが

行われて，最終目標に達しないまま原子炉解体技術開発

など他の研究開発に利用することとなった。

4．JPDRの解体
1979年７月，原研内に「JPDR検討委員会」が設置され

て検討の結果，「既存計画を変更して，原子炉１次系の

健全性などに関する研究を推進し，併せて原子炉施設の

デコミッショニング技術の開発に関する試験を実施する

ことが JPDRの使命に沿い，かつ時宜に適うものである」

との意見であった。一方，原子力委員会は1980年に「廃

炉対策専門部会」を設置して原子炉の廃止措置にかかる

重要事項の審議を進め，1982年の原子力長期計画とし

て，「役割を終えた JPDRを対象として原子炉の解体に

必要な技術の開発とそれらの技術を適用した解体実地試

験（解体撤去）を実施する」方針を示した。これらの方針

を受け，原研は科学技術庁からの受託研究として，1981

年度から原子炉解体技術の開発を開始し，1982年12月９

日には科技庁に JPDRの解体届けを提出した。

原子炉解体技術開発では，1981年度から約５年かけ

て，原子炉の解体に必要な技術，すなわち，解体システ

ムエンジニアリング，放射能インベントリー評価技術，

放射能汚染非破壊測定技術，解体関連除染技術，放射線

管理技術，解体工法・解体用機器開発，解体遠隔操作技

第 1表 JPDRプラント諸元

分類 JPDR�Ⅰ JPDR�Ⅱ

型式 自然循環沸騰水型 強制循環沸騰水型

熱出力（kW） 45，000 90，000

電気出力（kWe） 12，500 同左

出力密度（kW�l） 平均22．5 平均45 kW�l

原子炉温度（℃） 277 同左

原子炉圧力

（kg�cm２・g）

61．5 同左

燃料 低濃縮UO２ 同左

燃料濃縮度（％） 2．6 平均2．6

（２％７本，2．7％42本）

燃料棒配列 ６×６ ７×７

燃料装荷量 ～4，200 kg, 72体 同左

燃料最高温度（℃） 1，900 2，300

原子炉容器 ８mH，２mφ 同左

炉心寸法 147 cmH，131 cmφ 同左

熱中性子束（平均）

（n�cm２�s）

1．42×1013 3．8×1013

炉心流量（t�h） 1，870 2，934
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術および解体廃棄物処理・保管技術など原子炉解体に必

要な技術開発を実施した。これらの技術開発がほぼ終了

段階を迎えた1984年度末から1985年度初めにかけて，

「原子炉解体技術検討委員会」によって，これらの技術の

開発状況の評価が行われた。これを受けて，開発した技

術を用いて1986年度から JPDRの解体撤去を開始した。

約10年の歳月をかけ，圧力容器を切断撤去し全施設も解

体撤去して，1996年３月末に完了した。開発した原子炉

解体技術などの経験によって，将来の商用発電炉の解体

が，現実的に可能であるとの見通しが得られた。（第 1

図１））

5．JPDRの成果
JPDRは日本で最初の動力用原子炉であり，その建

設，運転，保守には原研の技術者のみならず，電力会社，

メーカーなどからも282人に及ぶ技術者が参加するな

ど，国内の原子力関連機関の総力が結集された。JPDR

での貴重な経験を基に，これらの技術者の多くは日本の

原子力界の各分野において現在もその中核として活躍し

ている。また，JPDRの運転によって，BWRの炉心特

性や動特性，熱水力特性などについて貴重なデータを得

たほか，国産軽水炉燃料の照射を多数実施し，民間燃料

メーカーの燃料製造技術の確立に資するとともに，燃料

照射試験では人工欠陥燃料による核分裂生成物リリース

実験とその影響評価を行い，さらに炉内計装機器の開発

などにおいても大きな成果を得た。さらに，JPDRが確

立した運転管理および保守技術は，その後の日本におけ

る軽水炉発電の運転・保守技術の基礎をなしたといえ

る。そのほか，圧力容器上蓋などステンレス鋼肉盛り部

分でのクラック発生に端を発した炉内構造物の非破壊探

傷欠陥検査技術とその開発は，その後 JPDRや国内軽水

発電炉に発生した配管の応力腐食割れの欠陥検査にも大

きく貢献した。

JPDRの解体実施試験は，日本で最初の大がかりな原

子炉解体であり，国際協力のもとに技術開発から実地で

の解体撤去まで，計画的，体系的に実施された。これに

は国内の原子力関連会社などから117人に及ぶ技術者も

参加し，解体に関する貴重な経験を得た。それとともに，

役割を終えた原子力発電所が既存の技術の改良によって

安全に解体できることを実証した意義は大きい。

JPDRは日本における原子力発電の先駆者として，建

設，運転，保守の経験のみならず解体撤去という成果を

残し，先行炉としての使命を全うしてその役割を終え

た。

6．軽水臨界実験装置 TCA
軽水臨界実験装置（TCA : Tank�type Critical Asse-

mbly）は JPDRとともに，GE社から導入された装置で，

軽水型原子炉の炉心の特性を測定するため，GE社のバ

レシトス研究所で用いられていた装置をモデルとして建

設され，1962年８月23日に臨界に達した。主な実験テー

マとしては，ウラン燃料格子特性，JPDR模擬炉心特性，

原子力船「むつ」炉心特性，軽水炉改良技術（APWR炉心

特性，PWR高性能制御棒など），高転換軽水炉（稠密格

子）特性，プルトニウム軽水炉利用特性，臨界安全性，

教育訓練などで，2003年８月末現在で，運転回数が11，440

回となり，この種の臨界実験装置では，日本で最も長期

間利用されている装置である。

Ⅱ．原子力船「むつ」

1．原子力船開発までの経緯
米国では，軍事目的ではあるが潜水艦用原子炉の陸上

原型炉が1953年に稼動し，最初の原子力潜水艦「ノーチ

ラス」が1955年に完成した。これは発電用原型炉「シッピ

ングポート」（1957年，PWR），「ドレスデン」（1959年，

BWR）に先んじている。上記のものを含め，計11基の陸

上実験用原子炉が艦船用として建設され，各種の実験に

利用されている。現在，米国，英国，フランス，ロシア

（ソ連）および中国が原子力軍艦を保有しており，その数

は約370隻，原子炉数約580基に及んでいる。

一般商船の原子力化については，米国の「サバンナ」

（1962～70年），西ドイツの「オットハーン」（1968～79年）

が，それぞれ実験船として建造され，実験航海および商

解体前（電気出力12万5，000 kW） 解体後

第 1図 解体前と後における JPDR施設の概観
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業運行を行い，その計画を終了した。

日本における原子力船開発については，1956年８月，

運輸省が「５年以内に実験用舶用炉を試作または輸入

し，昭和41年度（1966）までに２～３万馬力の原子力船２

隻程度を建造する」との開発方針を決定した。これが９

月の原子力委内定の長期基本計画にも反映され，「船舶

用原子炉については，日本の造船および海運の重要性と

世界のすう勢とに鑑み，速やかに実用化のための試作に

着手することを目標に研究の推進を図る」とされてい

る。1957年10月には「原子力船専門部会」ができて，1959

年９月11日に「３船種５船型」を答申し，10月22日には，

日本原子力産業会議が原子力船調査団を海外に派遣し

た。

2．原子力船「むつ」の開発
1963年に設立された日本原子力船開発事業団は1967

年に，船体については石川島播磨重工業㈱と，原子炉に

ついては三菱原子力工業㈱と建造契約を締結し，原子力

船の建造を開始した。原子力船は1969年６月に「むつ」と

命名され進水した。青森県むつ市に建設された大湊定係

港に1970年に回航され，「むつ」は艤装工事，核燃料の初

装荷を終えた。実験船として建造された「むつ」は，総ト

ン数は8，242トン，満載排水量は10，383トンで，主機の

蒸気タービンは，連続最大出力10，000馬力，常用出力

9，000馬力であった。原子炉は加圧軽水冷却型で，熱出

力36 MW１基，炉心寿命9，000時間（全出力運転），燃料

は二酸化ウランペレット，濃縮度4．44％（外周），3．24％

（中心），装荷量（UO２）2．77 t，燃料集合体数32体（外周20

体，中心12体），被覆管低コバルト・ステンレス鋼であっ

た。原子力船の開発は，スタートの時から，いろいろな

困難につきまとわれ，1974年９月１日に太平洋上で実施

した出力上昇試験において，「放射線漏れ」が発見され，

社会的には大きな騒ぎとなった。この放射線漏れは，原

子炉圧力容器と１次遮蔽体の間隙からの高速中性子のス

トリーミングによるものであることが明らかにされた。

（第 2図２））

3．「むつ」の改修
その後，原子力船の開発は，「むつ」の改修，関根浜新

定係港の建設に係る漁業補償，新港の建設着手の方向に

進んだ。そして，1985年３月31日には，日本原子力船研

究開発事業団を原研と統合することになった。遮蔽の改

修が行われた後，むつ市大湊港に係船され，新母港関根

浜港の完成を待って，1988年１月同港に回航された。

4．実験航海
1991年２月25日から始まった第１次航海から，12月12

日に終った第４次航海までの実験航海で，110日，64，250

kmにわたる実験航海を完了した。これは地球を１周半

する距離を，原子力で航海したことになる。原子炉運転

時間は合計2，346時間，累積熱出力は6，158万 kWhと

なった。この実験航海により，静穏海域，通常海域，荒

海域および高温海域を航行して，広範な海洋環境におけ

る自然条件，操船条件，船体運動ならびに原子炉プラン

トの運動およびプロセス量の変動の相互関係を究明する

に必要なデータを取得することができた。（第 3図３））

5．「むつ」の解役
その後，1995年６月には，原子力船「むつ」の解役作業

を終えた。さらに同船体は海洋科学技術センターへ譲渡

第 2図 原子力船「むつ」断面図

第 3図 太平洋上を航海中の原子力船「むつ」

（第４次実験航海，1991年12月）
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され，同センターで大型海洋観測研究船「みらい」として

改造され，関根浜港を母港として運行されている。原子

炉を，その遮蔽体とあわせて原子炉室全体を，同船から

切離して一括撤去して陸揚げした。これらを安全に保

管・展示するための原子炉室保管棟も1996年３月に完成

した。その後，原子炉室は「むつ科学技術館」で一般公開

用に改装され，特に原子炉容器などは鉛ガラスを通して

見ることができるようになっている。

6．「むつ」の意義
「むつ」で予期しなかった「放射線もれ」が起こったが，

技術的には「むつ」の遮蔽改修および安全性能点検によっ

て得られた経験は，舶用炉の開発のみならず，遮蔽を含

め原子炉の安全性にも多大の貢献をし，新型炉の開発に

も貢献した。また，実験航海では，地球を１周半する距

離を，原子力で航海し，広範な海洋環境における自然条

件，操船条件，船体運動ならびに原子炉プラントの運動

およびプロセス量の変動の相互関係を究明するに必要な

データを取得することができた。

Ⅲ．コールダーホール型発電炉の導入

1．コールダーホール型発電炉導入の経緯
1956年５月16日に，英国原子力公社からクリスト

ファー・ヒントン卿（当時産業開発部長）が来日し，世界

最初の商業原子力発電所とされるコールダーホール型発

電炉（天然ウラン・黒鉛炉）について「１kWhあたり0．6

ペンス＝２円52銭」と経済性を強調して，英国からの大

型発電炉導入の動きが急速に高まった。同年５月23日に

はコールダーホール原子力発電所第１号炉が発電を開始

した。同年10月に第１次訪英調査団（団長 石川一郎原子

力委員）が英国，米国，カナダに派遣され，「実用発電炉

として英国の黒鉛型の導入が有望であるとともに，軽水

炉についてもその将来性を評価して，小型動力試験炉導

入の必要性」を報告した。動力試験炉（軽水炉）は原研が

担当することになったが，英国の大型商用発電炉（黒鉛

炉）については，その受入れ母体として，９電力，電源

開発，メーカーなどの共同出資で㈱日本原子力発電（原

電）を設立することとなり，1957年11月１日に発足した。

2．原電東海炉の初の商業発電
新会社は安川第五郎社長，一本松珠�副社長ら21名の

第２次訪英調査団を派遣し，電気出力16万6，000 kWの

大型のコールダーホール改良型動力炉（東海１号炉）を英

国から輸入することを決め，富士電機製造㈱を組立ての

責任会社に選んだ。敷地としては茨城県東海村が選ばれ

た。メーカーに英国GEC（The General Electric Co.）社

を選定した。1959年４月３日には，発注内示書が取り交

わされた。（第 4図２））

耐震性，コンテナ，大気逆転層などの論議が起きたが，

1961年３月に着工の運びとなった。しかし，1962年11

月には，早くも次の発電炉（軽水炉）の敷地を福井県敦賀

市に決定した。

1965年５月４日，東海村に建設中の原電の東海発電所

が初臨界に達し，同年11月10日に2，000 kWの初発電に

成功した。この本格的な発電炉は，翌1966年７月25日に

運転を開始し，７月27日から11万 kWの連続運転に入っ

た。この日，日本は本格的な商業的原子力発電の時代に

入った。９月１日には12万5，000 kWの運転を開始し，

翌1967年２月４日に定格出力16万6，000 kWの試運転に

成功し，７月24日から最大出力16万6，000 kWの運転を

開始した。10月５日には通産省の施設検査に合格して，

全出力運転に入った。（第 5図４），第 2表２））

3．原電東海炉の意義
原電は事業計画として，第１期工事に英国系の天然ウ

ラン型原子炉を，第２期工事に米国系の濃縮ウラン型原

子炉を建設することとして，1957年に設立された。英国

から導入した東海炉は，天然ウラン燃料，炭酸ガス冷却

炉で，日本最初の商業用発電炉であった。また，この炉

は世界的に見ても開発の初期段階の原子炉であった。日

第 4図 原電東海コールダーホール型発電炉の構造

第 5図 原電東海コールダーホール型発電炉

電気出力（発電端）166 MW，（送電端）157 MW
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本側にも英国側にも，経験不足で未解決の問題が残って

いた。安全対策，地震対策などに，建設中や試運転の段

階で困難な問題に遭遇した。この炉の建設・運転を通じ

て電力および関連産業界の技術の習得，向上，技術者の

養成などが推進された。この東海炉は重要な役目を果た

した後，1998年３月31日に運転を停止，廃止措置に入っ

た。

英国で開発され，世界で最も早く実用化された原子力

発電プラントである黒鉛減速，炭酸ガス冷却炉は，燃料

被覆材であるマグネシウム合金の材料名をとってマグ

ノックス炉とも呼ばれている。燃料として，金属の天然

ウランを用いているので，出力密度（0．81 kW�l）が軽水

炉に比べて２桁低く，冷却材の炭酸ガス温度を高くでき

ない面がある。この点の改善を図ったものが低濃縮ウラ

ンの改良型ガス冷却炉（AGR）である。さらに高温のガ

スの取出しを図った黒鉛減速，ヘリウムガス冷却，濃縮

ウランの原子炉が高温ガス炉（HTGR）である。このマグ

ノックス炉と同じように早い時期に実用化された原子炉

には，ソ連が開発した黒鉛減速軽水冷却式の低濃縮ウラ

ン酸化物を燃料とした原子炉がある。

Ⅳ．軽水型商用発電炉が主流へ

原子力協力協定成立後，米国は英国に遅れをとらない

ように，発電炉売込みに拍車をかけた。やがて原電と肩

を並べて，東京電力は沸騰水型，関西電力は加圧水型の

発電炉導入に強い関心を抱くようになったのもそのため

である。それぞれ火力発電で米国GE社，WH社と永年

の提携関係を持ってきた背景は，今日でも９電力の軽水

炉の Pと Bの色分けの基本をなしている。そして黒鉛

炉から軽水炉へ，天然ウランから濃縮ウランへ，コール

ダーホール改良型から加圧水型や沸騰水型へ，英国から

米国へと，日本の原子力発電路線は大きく方向転換をし

た。1957年10月11日，英国のウィンズケールの黒鉛炉

が事故を起こし，大量の放射能を放出して，周囲を広範

囲に汚染し，英国が原子力協力協定に，第三者損害賠償

の免責条項挿入を同年12月に申し入れてきたことも，そ

の一因である。

米国，英国に続いてカナダも原子力協定締結を日本に

申し入れ，1959年７月２日に調印，1960年７月27日に

発効した。この協定でカナダからのウラン供給の道が開

かれた。
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４）原子力開発三十年史，日本原子力文化振興財団，（1986）．

５）原子力がひらく世紀，日本原子力学会，（1998）．

６）理化学研究所 六十年の記録，（1975）．

７）財団法人原子力研究所史，（1957）．

８）原研10年史，日本原子力研究所，（1966）．

９）原研20年史，日本原子力研究所，（1976）．

10）原研30年史，日本原子力研究所，（1986）．

11）原子力船開発の歴史，日本原子力研究所，（1995）．

第 2表 原電東海コールダーホール型発電炉の設計諸元

項目 設計諸元

一般

熱出力 587 MW

電気出力（送電端） 157 MW

発電所効率 26．7％

炉特性

炉心出力密度 0．81 kW�l

（燃料比出力） （3．16 MW�t）

燃料平均燃焼度 3，600 MWd�t

圧力容器・炉心

圧力容器寸法 球形内径 18，340 mm

厚み 80 mm

圧力容器材料 Al�Killed 鋼

圧力容器運転圧力 14．69 kg�cm２・g

炉心寸法 11．67 mφ，6．76 mH
燃料チャンネル数 2，052（燃料2，048）

燃料

燃料種類と重量 金属天然ウラン 186 t

燃料被覆 ヘリカルフィンと４枚の

直線スプリッタ

燃料要素 外径 40．8 mm

内径 23．7 mm（中空）

長さ 848．4 mm

８個�チャンネル

減速材・冷却材

黒鉛重量 920 t

黒鉛温度 平均320℃，最高437℃

炭酸ガス炉入口圧力 14．38 kg�cm２・g

炭酸ガス炉入口温度 206．5℃

炭酸ガス炉出口温度 386．3℃

炭酸ガス流量 10，944 t�h

炭酸ガス循環機 立形背圧タービン

立形遠心式

制御棒 ステンレス鋼 36本

ボロン鋼 62本

蒸気系

蒸気温度 369�354℃

蒸気圧力 61．1�18．7 kg�cm２

蒸気流量 460�660 t�h

著 者 紹 介

石川 寛（いしかわ・ひろし）
本誌，49〔11・12〕，pp.775参照。
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Ⅰ．日本の高速炉開発の萌芽

1．開発計画の始まり
日本の高速炉開発計画の検討は，日本原子力研究所に

おける「高速増殖炉研究開発委員会（1963年５月発足）」で

始まった。第１段階：実験炉の建設・運転，第２段階：

原型炉の建設・運転を経て，第３段階で実用化に至ると

し，開発の柱を実験炉，ナトリウム技術，プルトニウム

燃料とすることが提案された。

これを受けて原子力委員会は1964年２月に「高速増殖

炉懇談会」を設置したが，第３回原子力平和利用国際会

議（ジュネ－ブ会議，1964年８～９月）において，米国に

おける軽水炉実用化の到来予測や各国の高速増殖炉開発

計画の見通しが明らかになり，日本の動力炉開発の遅れ

が顕著になったため，1964年10月に「動力炉開発懇談会」

を発足させた。

2．動力炉開発懇談会
動力炉開発懇談会（以下，「動懇」）の任務は，核燃料問

題をも含めた総合的な検討の上に，動力炉の開発計画を

樹立することとされ，審議は在来型炉から新型転換炉，

高速増殖炉の開発はもとより，再処理を含む核燃料サイ

クルの全分野にわたり，きわめて精力的に審議された。

1965年10月には「動力炉開発調査団」が欧米諸国の開発方

針，体制，計画の実施状況を調査し，1966年３月に「動

力炉開発の進め方（高速増殖炉実用化の見通し，新型転

換炉の必要性，開発体制など）」を取りまとめた。

これを受け，1966年５月，原子力委員会は「動力炉開

発の基本方針について」を決定し，その中で「高速増殖炉

の開発にあたっては，基礎的技術の蓄積に努めると共

に，国際協力をも行って，自主開発の効率的推進を図る

必要がある。その実施に当たっては，臨界実験装置など

による基礎的研究ならびに実験炉および原型炉の開発を

推進するものとする。なお，実験炉は，将来，照射試験

炉としても利用する。開発スケジュ－ルとしては，昭和

40年代半ばまでに実験炉の，昭和40年代の後半に原型炉

の建設に着手する。高速増殖炉および新型転換炉の原型

炉開発を担当する機関として，昭和42年度を目途に特殊

法人の新設を行う」とした。

3．動燃の発足と動力炉開発の基本方針
こうして動力炉・核燃料開発事業団（以下，動燃）が

1967年10月発足した。動燃の動力炉開発業務に関する基

本方針（1968年３月）および１次基本計画（同年４月）が，

原子力委員会と内閣総理大臣により決定された。その主

な内容は「高速増殖炉および新型転換炉をそれぞれ昭和

60年代の初期および昭和50年代の前半に実用化するた

め，原型炉までの運転を開発目標とし，関係各界の総力

を結集してその開発を推進するものとする」，「高速増殖

炉について，実験炉はプルトニウムとウランの混合酸化

物燃料（以下，MOX燃料）を用いる熱出力10万 kW程度

のナトリウム冷却型炉を昭和47年度頃臨界に至らしめる

ことを目標として，概念設計，詳細設計をすすめ，引き

続き建設に着手する。原型炉としては，MOX燃料を用

いる電気出力20～30万 KW程度のナトリウム冷却炉を

昭和51年度頃に臨界に至らしめるものと想定して所要の

設計研究を進める。これらの設計等と並行し，炉物理，

ナトリウム工学，主要機器，核燃料，安全性の分野の研

究開発を実施し，その成果を適宜設計および建設に反映

せしめる」とされ，1967年度より設計，研究開発が開始

された。

Ⅱ．高速実験炉「常陽」の開発

我が国初のナトリウム冷却型高速炉である「常陽」は，

動燃（現，日本原子力研究開発機構）により茨城県大洗町

の大洗工学センター（現，大洗研究開発センター）の夏海

湖畔に建設され，江戸時代に常陸の国を中国風に常陽と

Fast Breeder Reactor : The Past, the Present and the Future

―（６）History of Fast Reactor Development in Japan�Ⅰ：
Kazumoto ITO, Soju SUZUKI.
（2007年 10月28日 受理）
各回タイトル
第１回 高速炉の誕生
第２回 高速炉型式の変遷
第３回 米国の高速炉開発の歴史（Ⅰ）
第４回 米国の高速炉開発の歴史（Ⅱ）
第５回 欧州・アジアの高速炉開発の歴史

日本原子力研究開発機構 伊藤 和元，鈴木 惣十

第 6回 日本の高速炉開発の歴史（Ⅰ）

連載
講座

高速炉の変遷と現状
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呼んだことにちなんで「常陽」と名付けられた（第 1図）。

「常陽」は，高速増殖炉（FBR）開発の第１ステップに

あたる実験炉であり，その設置目的は次の２つである。

第１は，自主技術によってナトリウム冷却型高速炉を設

計・建設・運転し，それから得られる技術的経験を原型

炉以降に活かすこと，第２はFBR開発に必要な燃料・

材料の照射試験を行うための照射炉として使用すること

である。第 2図は「常陽」で得られた成果の発表資料等の

ロゴマークとしてよく使われている「常陽」のシンボル

マークで，中央部の青地

は太平洋，その下の緑と

白の部分は大洗海岸の白

砂青松，そして昇り行く

朝日は「常陽」そのものを

表している。ちなみに，

この図案は意匠登録がな

されており，「常陽」以外

には使用できないとのこ

とである。

1．「常陽」のプラント概要
「常陽」のプラント設備（第 3図）は，原子炉建家，原子

炉付属建家，主冷却機建家および使用済燃料燃料貯蔵建

家で構成され，原子炉建家，すなわち原子炉格納容器の

地上より下の部分に，原子炉容器が設置されている。原

子炉付属建家の３階には，「常陽」を遠隔操作する中央制

御室がある。炉心で発生する熱は，２機の主中間熱交換

器を介して１次系ナトリウムから２次系ナトリウムに伝

えられる。「常陽」は発電を目的としていないため，３次

冷却系に相当する水蒸気系および発電設備は有しておら

ず，２次系に伝えられた熱は，すべて主冷却機建家に設

置された４台の主冷却機により直接大気に放散してい

る。つまりは空冷式の原子炉である。

2．「常陽」の設計と建設
1964年，当時の原研（現，日本原子力研究開発機構）に

おいて高速実験炉の設計が開始された。原研では，予備

設計（1964年），第１次概念設計（1965～66年），第２次概

念設計（1966年）が行われ，その成果は1967年10月に発

足した動燃に引き継がれた。引き続き，第３次概念設計

（1967～68年），調整設計（1968年）が行われ，フランス原

子力庁による設計および安全評価，いわゆる“フランス

チェック”を受けた後，1970年２月に国の原子炉設置許

可を得て建設が始められた。そして設計開始から13年後

の1977年４月24日に，Mark�Ⅰ炉心で我が国初のナトリ

ウム冷却型高速炉の初臨界を達成した。それでは，「常

陽」の建設から現在のMark�Ⅲ炉心での運転までの歴史

（第 1表）を振り返ってみることとする。

1970年３月，動燃の大洗工学センターが開所され，こ

の年に「常陽」の建設用地の掘削が完了した。翌1971年９

月，原子炉格納容器（第 4図）が立ち上がり始めた。

この原子炉格納容器は，頂部に半球型ドームを有する

直径約30 m，高さ約55 mの円筒型である。また，同年12

月には，日立製作所の臨海工場で製作された１次系ナト

リウムのダンプタンク２基が現在の大洗町立南中学校下

の海岸から陸揚げされた（第 5図）。そして，「常陽」の各

建家の建設が着々と進められた。第 6図は1973年３月当

時の建家の建設状況で，左の建物は運転管理棟，中央は

原子炉付属建家と原子炉格納容器ドーム，右の建物は主

冷却機建家である。建設工事は順調に進み，1973年８月

には一番の大型機器である原子炉容器が据え付けられ

た。

第 1図 太平洋を背景にした「常陽」施設群

第 3図 「常陽」のプラント構成 第 4図 格納容器の建設（1971年９月）

第 2図 「常陽」のシンボル
マーク
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3．初臨界達成，運転そして高度化
臨界３年前の1974年，昭和天皇・香淳皇后両陛下が「常

陽」の格納容器内をご視察されるなど，高速炉開発に対

する当時の期待は原子力ルネッサンスと呼ばれる現在で

も想像できないほどの高まりを見せていた。第 7図は，

1975年当時のナトリウム充填前の「常陽」の原子炉内の様

子で，中央上部に斜めに見えるのは炉心上部機構で，そ

の下には構成途中のMark�Ⅰ炉心が見える。この後，１

次冷却系に120トン，２次冷却系に約80トンのナトリウ

ムが充填され，炉心領域のステンレス鋼製のダミー集合

体を順次炉心燃料集合体に置き換えて初臨界を達成し

た。このときの「常陽」の起動には，Beの（γ，n）反応で
生成する中性子が利用され，そのガンマ線源には原研大

洗の JMTRで照射されたアンチモンが用いられた。か

くして，1977年４月24日11時07分，「常陽」は我が国初

のナトリウム冷却型高速炉として初臨界を達成した。第

8図は，そのときの喜びに沸く中央制御室の様子であ

る。引き続き，1982年11月にMark�Ⅱ炉心の初臨界を

第 1表 「常陽」のマイルストーン

第 5図 １次系ダンプタンクの陸揚げ（1971年12月）

第 6図 原子炉建家の建設（1973年３月）

第 7図 ナトリウム充填前の原子炉内部

第 8図 初臨界達成時の常陽中央制御室
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達成した。以来，18年間にわたってMark�Ⅱ炉心での

運転を順調に続け，燃料・材料の照射試験を中心とする

高速炉技術開発を進めてきた。

Mark�Ⅱ炉心までに蓄積した技術的知見を基に，「常

陽」高度化計画，通称Mark�Ⅲ計画（第 9図）が2000年か

ら2003年にかけて遂行された。この計画の目的は，「常

陽」の照射性能を向上させて高速炉開発を加速すること

であり，約３年間かけて炉心を高性能にするとともに冷

却能力を向上させた。具体的には，炉心を拡大し２領域

化して炉心を高中性子束化させる一方，その結果として

100 MWt から140 MWt への出力増加に対応するため，

主中間熱交換器および主冷却機の全数を高性能の物に交

換した。そして，Mark�Ⅰ炉心と同様に，総合機能試験，

性能試験，出力上昇試験の各ステップを経て，2003年10

月28日にMark�Ⅲ炉心の定格出力140 MWt を達成し

た。このMark�Ⅲ計画の技術開発成果が認められ，

『Mark�Ⅲ計画による高速実験炉「常陽」の照射性能の向

上』として2005年の日本原子力学会賞の技術開発賞に選

ばれた。

4．「常陽」における技術開発
「常陽」では，Mark�Ⅰ炉心で初臨界を達成して以来，

緩むことなく性能向上が行われてきた。発電機能を持た

ない「常陽」では，照射炉としての高性能化，つまりは高

中性子束化が目的であり，必ずしも出力そのものの増大

を狙ったわけではないが，原子炉熱出力だけ見ても

Mark�Ⅰ第Ⅰ期炉心の50 MWt からMark�Ⅲ炉心の140

MWt まで約３倍アップさせた。Mark�Ⅱ炉心では，「常

陽」を増殖炉たらしめていた劣化ウランブランケットを

ステンレス鋼中性子反射体に置換した。これにより「常

陽」は高速増殖炉から高速中性子照射炉となった。Mark

�Ⅲ炉心では，燃料領域を拡大するとともに出力平坦化

のため，プルトニウム富化度を変えた２領域炉心とし

た。そして，炉心マトリックスの最外周の２層にはB４C

中性子遮へい体を約100体配置した。このほかMark�Ⅲ

炉心では，高中性子束の照射孔を設置するため，反応度

バランスを確保しつつ制御棒配置を変更した（第10図）。

第11図に，「常陽」がこれまでに達成した数々の成果の

一部を紹介する。第１段階のMark�Ⅰ炉心では，高速

炉の基本性能であるプルトニウムの増殖性能を確認し

た。そして，1984年９月には東海事業所で取り出された

プルトニウムが，少量ながら再び燃料としてMark�Ⅱ

炉心に装荷されて，我が国のFBRサイクルの輪が完結

した。Mark�Ⅱ炉心の主要な役割である照射試験では，

MOX燃料の限界性能を確認するための燃料溶融限界線

出力試験に成功し，高速炉燃料の設計合理化に資する

データを取得した。また，新型燃料を開発では，原研と

の共同研究で窒化物燃料および炭化物燃料の照射試験を

行った。従来のMOX燃料と異なり，窒化物燃料は高い

線出力においても顕著な組織変化を起こさず，優れた

FBR燃料になる可能性を有することを実証した。

軽水炉等の使用済燃料には，マイナーアクチニド

（MA：アメリシウムなど）と呼ばれる放射能毒の強い放

射性物質が蓄積される。この毒性が天然ウラン程度に下

がるまでの期間は，軽水炉サイクルでは数十万年から数

百万年であるが，高速炉で燃料とともに燃焼させて短半

減期の核種に変換することにより数百年に短縮できる可

能性がある。「常陽」では，この方法でMA量を減らし

て，原子力発電で発生する放射性廃棄物が環境に与える

負荷を低減させる研究を進めている（第12図）。

高性能な燃料被覆管を開発するためには，原子炉内で

実機環境に可能な限り近い状態を模擬した試験を行う必

要があり，このためには高精度で試料温度を制御しつつ

第 9図 「常陽」高度化計画におけるプラント改造

第10図 「常陽」炉心の高度化の歩み

第11図 増殖比の確認、高性能燃料の開発
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中性子照射を行うことが不可欠である。「常陽」ではこの

ための照射技術の研究開発を進め，その成果の１つとし

て温度制御型材料照射装置MARICO（第13図）を完成さ

せ，目標温度670℃に対して±4℃の精度で照射試験をオ

ンラインで行う技術を確立した。

高速炉のさらなる安全性向上を目指して，自己作動型

炉停止機構 SASS（第14図）の開発を進めている。この炉

停止機構では，ある一定温度以上になると磁力を失う性

質を有する合金で制御棒を保持し，なんらかの異常で冷

却材の温度が上昇すると制御棒を保持しなくなり，運転

員が操作しなくても自然に制御棒が炉心の中に落下して

原子炉が止まるか，止まらないまでも出力の上昇を抑え

ることができる。この技術は高速炉のもつ固有安全性の

向上に非常に有効であり，我が国の実用化炉の設計にお

いて採用されるなど，国内外から注目されている枢要技

術の一つである。

「常陽」は，高速炉開発以外の分野でも，核融合炉材料

の開発や宇宙の謎を解くための研究に利用されている。

第15図は，大学連合からの受託を受けて照射した核融合

炉材料の数々である。またその右の写真は，原子炉で発

生するニュートリノを検出するために，東北大学を中心

とする大学の研究グループが「常陽」の格納容器外壁に設

置した測定装置である。ニュートリノが検出できてその

性質を明らかにできれば，宇宙創生の謎の解明が進むも

のと期待されている。

このように「常陽」ではFBR開発以外の分野でも利用

されており，施設共用や共同研究等を通じて高速炉分野

以外の分野でも幅広く活用されるものと期待している。

5．これからの「常陽」への期待と役割
高速炉サイクル開発の課題の１つは経済性である。「常

陽」では高速炉サイクルの経済性向上のため，酸化物分

散強化型と呼ばれる高性能被覆管（ODS）を用いた燃料

の開発を進めることとしている。また，環境負荷低減を

目指して，高速炉の特徴を活かしたMAの消滅処理の

研究を行う。さらには，自己作動型炉停止機構による安

全性向上や，燃料破損によるプラント稼働率の低下をで

きる限り少なくするための高性能な破損燃料検出技術の

開発を進めていく。

このほか，高速炉サイクルの分野以外からの幅広い照

射要求にも柔軟に対応していくため，高速炉の特徴を活

かした照射機能の拡大と多様化にも努めていくこととし

ている（第 2表）。

「常陽」を見学されたことがある方は気が付かれたと思

うが，原子炉格納容器１階の運転操作床に羅針盤が描か

れ，そこに高速炉技術の未来を象徴するローマの哲学者

セネカ（紀元前4,5年頃～65年）のラテン語の詩の一節が

描かれている（第16図）。

“small Latin and less Greek”（ラテン語は少し，ギリ

第12図 MA含有燃料の開発

第13図 温度制御型照射技術の開発

第15図 高速炉開発以外の分野での利用

第14図 SASS の開発（炉内機能試験）
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シャ語はなお少し）と揶揄された英国の文豪とは比べる

べくもない我々には確かとは判読できないが，曰く，

【“かくも明白な事実を我々が今やっと体験した”

ということに，子孫達が驚く時が来るであろう！】

「常陽」は，限りある資源の有効活用と地球環境問題を

解決するため，高速炉サイクルの開発において欠くこと

のできない大切な役割をこれからも果たしていくことと

しており，国内外から「常陽」に寄せられる期待はこれま

でに増して高まりつつある。

（次回，「もんじゅ」，「実証炉」へ続く）

―参 考 資 料―

１）「常陽」による高速炉技術開発の成果と将来展望，PNC

TN 9410 92�081，（1992）．

２）特集「常陽」20周年，PNC TN 9418 97�006，（1997）．

３）山下芳興，他，「常陽」運転20年，エネルギーレビュー，

（1999）．

４）特集 高速実験炉「常陽」の高度化計画（MK�Ⅲ計画）と今

後の展望，JNC TN 1340 2003�005，（2003年）．

５）「常陽」MK�Ⅲ14万キロワット達成記念報告会―「常陽」

から「もんじゅ」へ，JNC TN 9200 2003�003，（2004）．

６）能澤正雄，“原研OB回顧録 高速実験炉の開発初期の

頃”，原子力機構・原研OB会報第51号，（2007）．

７）高速実験炉「常陽」臨界30周年記念報告書，印刷予定．

第 2表 「常陽」の照射試験計画

第16図 「常陽」運転操作床に書かれたセネカの詩

著 者 紹 介

伊藤和元（いとう・かずもと）
日本原子力研究開発機構
（専門分野／関心分野）高速増殖炉プラント
工学，材料工学

鈴木惣十（すずき・そうじゅう）
日本原子力研究開発機構
（専門分野／関心分野）高速炉プラント技術
開発，高速炉ドシメトリー
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セミナーのタイトルにある「先進的

核燃料サイクル」については現在，世

界は日米仏主導のGNEP構想が焦点

で，つい先週の IAEA総会で16ヵ国

により基本合意ができたと報道されて

いるところである。GNEP基本構想生

みの親と紹介されたアルゴンヌのレド

ラーからは，米国における先進再処理

技術開発と称して発表があった。米国

は再処理政策を再開するところで，そ

の研究開発レベルは疑わしいと思って

いた。しかし，ウラン・プルトニウム・

ネプツニウムまではグローブボックス

で扱えるが，TRU全体となると遠隔

操作が必要とか，ヤッカ・マウンテン

の処分についてテクネシウムは金属

で，周りにジルコニウムを置いて酸化

物にならないようにする，酸化テクネ

シウムは水に溶ける，など筆者にとっ

て耳新しかった。2020年から22年にか

けて再処理工場を稼動させるとして設

計予算が110 M＄用意されている。

これに対して，ロシアは基本的には

軌を一にする国際核燃料センターを

プーチン大統領が提案しており，その

サイト候補まで挙げている。これにつ

いては米露間でサブ・ワーキング・グ

ループ会合が2007年すでに２回開催さ

れていると，IPPE（オブニンスクにあ

る物理・発電工学研究所）のシェベス

コフが紹介し，議論の中で最終処分と

現在の燃料供給市場との整合性などの

課題があるとした。

この動きに対して，根本的に対立し

ている向きもある。ひとつは特に米国

が主導する世界の核不拡散体制そのも

のに反感を持つ国，あるいはグループ

である。今回の出席者の中では，カナ

ダのロムニー・ダフィーもその一人で

原子力技術の独占が果たして正しいの

か，そのなかでカナダのポジション，

ウラン生産国の立場を強調したいとす

る。もうひとつはサイクルと密接に関

係する炉系，すなわち現在のところナ

トリウム冷却高速炉に集中する傾向が

問題とする向きである。この中にもい

くつか流れがあって，いうなれば高速

炉はいるにしても，その手前に高温ガ

ス炉，重水炉，溶融塩炉などをかませ

て軽水炉使用済み燃料をうまく利用

し，高速炉への要求を下げつつ，最終

処分必要量を減少しようというもの，

ナトリウムは正のボイド反応度があり

安全性に問題があって，鉛冷却など他

のタイプの高速炉を押す向きである。

今回の発表でも，米国GA（ジェネ

ラル・アトミックス）は幹部を含め４

名は送り込んできていて，またヴォル

ガ川船上の宴会に参加者を招待し，高

温ガス炉のTRU消滅効率の良さを喧

伝した。ダフィーも重水炉の効用につ

いてとトリウムの利用について話をし

ている。溶融塩炉についてはロシアと

フランス，チェコから発表があり，も

ともとの黒鉛減速によるエピ・サーマ

ル中性子利用が中心であるが，ウラ

ン・プルトニウム系で黒鉛減速をはず

した高速バージョンも炉特性上は面白

いといっている。フランス原子力庁の

ルノーはGIF，第４世代国際フォーラ

ム，溶融塩炉・システム運営委員の一

人で，10月初めの週にパリNEAで研

究開発計画を議論するといっていた，

日本からは島津北大教授がオブザー

バー参加とのこと。高温ガス炉も溶融

塩炉も，GIF６炉系のひとつであるこ

と，さらには欧州の共同研究開発計画

であるフレームワーク・プログラムに

も選ばれており，それなりに研究開発

が続けられている。わが国の場合，高

温ガス炉のアクティビティですら下降

気味で選択と集中の弊害か。

これに対して，当方は初日，24日の

全般課題セッションにて，「エネルギー

技術ビジョン2100と維持可能な発展の

ための原子力の役割」と題して，2100

年のエネルギーと環境制約に基づくシ

ナリオの紹介，わが国のエネルギーな

らびに原子力政策の骨格と，経済成長

と整合しつつ環境保全を科学技術と国

際協力などで達成しようとする「クー

ル・アース50」の概要を紹介した。ま

た，２日目，25日午後のセッション，

鉛�鉛・ビスマス冷却炉と溶融塩技術

のセッションの司会を行った。

日本からは，原子力機構の難波隆司

氏によるわが国の高速炉開発および湊

和生氏による分離・転換の報告があ

り，セミナー主催者として ISTC科学

諮問委員会共同議長の村上 裕氏と関

泰氏が貢献された。

（エネルギー総合工学研究所・

松井一秋，2007年 10月４日 記）

ロシアの核燃料サイクル戦略がわかる
―ISTC科学諮問委員会セミナー

10th Int. SAC Semin. on Advanced Nuclear Fuel Cycle for the 21st Century

2007年 9月22日から27日（ロシア，ニジニ・ノブゴロド）

（Photo provided by W.Gudowski of ISTC）
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本会議は2002年に第１回がフランス

のランスで開催され，第２回は2005年

にトュール，今回はベルギーとの国境

近くのリールで開催された。主催はフ

ランスのANDRA（放射性廃物管理機

関）である。粘土は各国の人工バリア

概念で緩衝材a）等として検討されると

ともに，天然バリアとしても高収着性

等の点で高いバリア性能が期待できる

ことから，その役割が注目されてい

る。

本会議では，口頭発表は19のセッ

ション，ポスター発表は８つのテーマ

に区分されて行われた。主催者側の報

告によれば，24ヵ国から，451名の出

席があり，合計286件の発表が行われ

た。以下に口頭発表の各セッションの

概要をまとめる。

セッション１：開会講演として，

ANDRAがフランス東部のビュール

で実施している地下研での７年間の調

査，OECD�NEAの Clay Club（放射性

廃棄物処分における粘土に関わる研究

グループ）で検討されたスイスのモン

テリー地下研に分布するオパリナス粘

土層（OPA）を対象にした研究報告等

があった。

セッション２A：粘土層での処分概

念・戦略として，カナダにおける低・

中レベル廃棄物処分場計画，MX�80

ベントナイト（米国産の代表的なベン

トナイト）の代替としての欧州ベント

ナイトの諸特性の報告等が行われた。

セッション２B：収着�遅延および

地球化学モデリングに関連して，反応

輸送モデルによる人工バリアの長期予

測，炭素鋼の腐食に伴い生ずる鉄の圧

縮ベントナイト中での移行挙動予測等

の報告が行われた。

セッション３A：広域スケールでの

地質学的特性に関する研究として，

ビュールに分布するカロボ－オクス

フォード（COx）泥質岩を対象にした各

調査（地震探査，磁気探査等）報告がな

された。

セッション３B：熱－水－応力連成

現象に関する研究として，ビュール地

下研における試験結果とモデリング，

チェコで実施されたモックアップ試験

の報告が行われた。

セッション４：ガスと水の移行に関

しては，スイスのグリムゼル地下研で

行われたケイ砂混合ベントナイト中で

のガス移行試験，粘土層を対象にした

ガスと水の二相流解析等の報告があっ

た。

セッション５：間隙水化学に関する

研究として，ビュール地下研における

COx中間隙水の測定�分析手法開発・

モデリング等の報告があった。

セッション６A：熱および酸化の影

響については，スウェーデンのエスポ

地下研での長期変質試験に基づく処分

の観点からのベントナイトの最適化，

ベルギーHADES地下施設でのブー

ム粘土層中に掘削された坑道周辺の酸

化状態に関する調査とモデリング等の

報告がなされた。

セッション６B，７B，12：水－応

力連成現象に関する研究として，COx

を対象とした掘削による応力変化解

析，水－応力連成現象における緩衝材

化学的条件への影響等の報告があっ

た。

セッション７A：鉄－粘土相互作用

に関しては，既往研究レビュー，長期

挙動予測のためのモデリング，粘土中

に含まれる鉄の酸化還元状態に関する

特性評価の報告があった。

セッション８：物質移行現象・モデ

リングについては，核種移行解析にお

けるベントナイト流出の影響評価，モ

ンテリー地下研での非放射性核種拡散

試験・室内拡散試験・モデリングとの

比較等が報告された。

セッション９，10 A，11 A：掘削

影響領域（EDZ，岩盤等の掘削に伴い

諸特性が変化する領域）に関する研究

として，COxおよびOPAを対象にし

た坑道掘削時における水理－力学挙動

の類似性やEDZ中間隙水化学の変化

等の報告がなされた。

セッション10 B：アルカリ溶液によ

る擾乱に関しては，高アルカリ溶液に

よるスメクタイトの溶解速度における

平衡からのズレによる影響，塩水条件

でのスメクタイトの変質等の報告が

あった。

セッション13：統合化・性能評価に

関しては，核種移行パラメータの不確

実性の影響，粘土層を対象とした場合

の調査手法�知見�ノウハウ等の技術移

転の可能性等について報告があった。

本会議を通じ，個別現象に対する理

解が深まってきていると感じた。今後

は，蓄積された膨大な知見や技術の統

合化や移転（継承）が課題の一つであ

る。次回は2010年に開催される予定。

（日本原子力研究開発機構・笹本 広，

2007年 10月24日 記）

a）緩衝材とは，廃棄物処分場に定置され

る廃棄体と岩盤との隙間を充填する粘

土または粘土と砂の混合物。候補材は

ベントナイトと呼ばれる粘土であり，

その主成分はスメクタイトという粘土

鉱物である。

第 3回放射性廃棄物管理における天然および
人工バリア材としての粘土の役割に関する国際会議
３rd International Meeting of“Clays in Natural & Engineered Barriers

for Radioactive Waste Confinement”

2007年 9月17～20日（リール，フランス）
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原子力機関・研究所紹介 

私は現在，日本原子力研究開発機構

（原子力機構）の原子力基礎工学研究部

門 環境・放射線工学ユニット 放射性

廃棄物資源化研究グループに特別研究

生として在籍している。私達のグルー

プでは，放射性廃棄物の資源化や新し

い環境保全技術の開発を目指し日々研

究を行っている。私は，実は原子力機

構に来るまでは全くといってよいほど

原子力に関わったことがなく，無知な

自分がこのような寄稿をするのは少々

気がひけるのだが，素人の立場から見

た私なりの率直な意見を述べたいと思

う。

現在，私が行っている研究は，原子

力分野で生まれた技術を環境保全に応

用するという観点から，工業廃水から

有価金属を抽出し，それをナノ粒子と

して資源化するというものである。そ

の抽出法として，抽出溶媒相で生成す

る逆ミセルを利用した方法を用いてい

るのだが，逆ミセルとは界面活性剤が

親水基を内側に，疎水基を外側に向け

た分子集合体である。その内側には

nmサイズの微小水相を持ち，水中の

種々のイオンをその微小水相に取り込

める。この逆ミセル抽出法はもともと

使用済核燃料の再処理や高レベル放射

性廃液の群分離処理への適用を目指し

て開発された，放射性核種に対する新

しい抽出技術である。またナノ粒子の

調製においても逆ミセルを用いる方法

があるため，目的成分の抽出とそのナ

ノ粒子化の両方に逆ミセルを利用でき

る。現在，基礎研究として主にメッキ

廃液（模擬廃液）中の金の抽出とナノ粒

子化を行っている。この研究の最終目

標は，工業廃水を材料にして高価な金

属ナノ粒子を生産できる技術を完成す

ることで，環境の浄化や資源循環型社

会の構築に大きく貢献できると期待し

ている。他にもグループでは様々な研

究が行われているが，共通するのは環

境保全や資源（放射性廃棄物も含めて）

の再利用を念頭に置いていることであ

る。資源の枯渇や種々の環境問題が深

刻化し，環境調和型の生活が必要とさ

れる今に，このような研究は必要不可

欠であるし，そこに携われていること

をうれしく思う。

原子力機構を初めて訪れたときは，

警備の厳しさに対して構内は緑に囲ま

れ花が咲き，噴水などもあって，原子

力に対し恐れる思いがあった私はその

ギャップに少々驚いた。しかし大学と

よく似た風景を見て緊張が和らいだの

を覚えている。ここでの研究生活を通

してまず思ったことは，皆かなり忙し

そうなことである。研究はもちろんだ

が雑務に追われて大変そうな印象を受

けた。しかしその中でも先輩方は研究

に対するモチベーションが高く，飲み

会の席などでも必ず研究の話になる。

また，そういう場で普段はあまり関わ

りのない分野の方々との交流を深め，

自分の研究に新しい視点を入れている

ことは見習いたい一面である。そして

機構内では頻繁にセミナーや講演会が

開催されているし，論文執筆に追われ

たり学会にも積極的に参加するなど，

皆研究に対し意欲的であると感じられ

る。

核問題などの影響もあり，世間の原

子力に対するイメージはあまり良くな

いと思うのだが，知らないものへの恐

怖は誰にでもあるもので，当たり前か

もしれないが，原子力の場合はそれを

正しく理解し安全に使うことが大事な

のだと思う。そのことを理解してもら

えるように子供や一般向けのイベント

が開催されていたり展示なども多彩で

ある。安全管理も徹底しており，ここ

へ来て私の原子力に対するイメージは

がらっと変わったし，かなりの偏見を

持っていたのだと反省させられた。こ

こでは大変貴重な経験をさせていただ

き感謝するとともに，残りの生活でよ

り原子力の知識を深められたらと思っ

ている。

（2007年 10月25日 記）

日本原子力研究開発機構での環境保全・資源化研究に従事して

中津留 可乃
広島大学大学院理学研究科

化学専攻修士課程２年
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若手研究者発表討論会の概要

日本原子力学会関東・甲越支部では，大学生，院生，

若手研究者を対象に「第６回若手研究者発表討論会」を開

催した。この発表討論会は，若手研究者同士の討論やベ

テランの学会員からのアドバイスなど，若手研究者の交

流の場を提供することを目的として2002年から毎年開催

されている。今年は「原子力・放射線 未来・夢・創造」

をテーマに若手研究者の創造的で夢のある研究を募集

し，大学，研究機関，メーカーの若手研究者・技術者か

ら15件の発表（発表15分，質疑10分）があった。

当日は，支部会員，学生，研究者，一般参加者を含め

て約40名が参加し，午前９時20分から午後６時まで，各

発表に対して各界の経験豊富な方々から質問，コメン

ト，アドバイスが出され，発表者との活発な意見交換が

行われた。また，特別講演として，原子力システム懇話

会の堀 雅夫先生より「原子力による運輸用エネルギー」

と題し，自動車，飛行機を例にとって，原子力で生成さ

れる熱，電気，水素エネルギーの運輸用エネルギーへの

適用可能性とその効果について講演があった。

懇親会，表彰式

発表討論会終了後，懇親会と発表者の表彰式が催され

た。研究奨励賞については，例年５名までの受賞となっ

ていたが，評価結果が非常に僅差となり，同点の評価結

果が発生したため６名の受賞となった。受賞者について

は，受賞順に渡辺茂樹（原子力機構），内藤 晋（東芝），

山本智彦（東京大），光安 岳（日立），高橋優太（新潟大），

市川健太（三菱FBRシステムズ）と決まり，関東・甲越

支部より表彰状と副賞が授与された。

おわりに

発表討論会では，エネルギー，情報，化学，医療等，

多彩な分野での原子力・放射線利用の創造的で夢のある

研究が若手研究者から発表された。会場のベテラン学会

員から，１件の発表につき，おおむね５件以上の質問や

コメント・アドバイスがあり，10分間の質疑応答時間に

収まりきらないものも多数見受けられた。また，受賞者

が５名から６名と増えたことが示しているように，発表

に対する評価結果も近接したものとなっていた。いずれ

の発表においても活発な討論が行われ，若手研究者に発

表と討論，交流の場を提供することとした本発表討論会

の目的は十分に達成された。今後，本発表討論会が様々

な分野で活躍している若手研究者同士の交流・情報交換

の場としてもますます活用されていくことを期待する。

（支部企画委員・民谷 正，2007年 11月14日 記）

支部便り

関東・甲越支部 第 6回若手研究者発表討論会
―原子力・放射線 未来・夢・創造

2007年10月31日（水）（電力中央研究所 狛江地区31会議室）

53支部便り（関東・甲越支部）

日本原子力学会誌, Vol. 50, No. 1（2008） （ 53 ）



「拓魂」 六ヶ所村に暮らして

２度目の青森県六ヶ所村での暮らしも，早い

もので５年が過ぎた。八甲田山麓や奥入瀬渓流な

ど５月の淡い新緑のぶな林には本当に心が癒される土地であ

る。時折の温泉巡りそして山海の幸に恵まれ，ウナギ登りに

上昇した血中の中性脂肪値を除けば，極めて快適に過ごして

いる。この課題のメタボリック対策というわけではないが，

地元の千歳平小学校の子供達との楽しいサッカーも10年の歳

月が過ぎた。その小学校の体育館の壁には，「拓魂」という文

字と共に，「世界に生きる日本人」を宣言する卒業記念の言葉

が掲げられている。平成元年のことである。

この地は，古人が魚を捕って暮らし始め，それを漁業とし

て盛り上げ，農地を切り拓き，酪農を興し，一歩一歩生活の

基盤を築き上げてきた。

村内には「拓跡」，「風雪百年」，「大

地は尊し」などの石碑がそこここに

ある。厳しい自然の中，辛苦にまみ

れ叡智を注ぎ大地を切り拓き，文

化・文明を築き上げ，発展してきた。そのことの尊さを後世

に伝えんとしたものであろう。

千歳平地区は南北に長い六ヶ所村の南方内陸部の高台に位

置する。そこの住人はそれまでに切り拓き，やっと落ち着い

て生活できるようになった土地を，国土総合開発の一つの「む

つ小川原地域開発計画」に協力するために手放し，ここに新

たに移住した人々である。そしてこの地に移っても，さらに

前に進まんと「拓魂（フロンティア・スピリット）」を子供達に

授け，壁に掲げた。

近代六ヶ所村は石油備蓄基地を受け入れ，輸入資源の国家

リスク低減に貢献し，さらに原燃サイクル事業を受け入れ，

国家エネルギー戦略の一翼を担う地となった。ここの人達の

働きをなくして，日本を「原子力立国」と唱える者の輩出はな

かったであろうと私は思っている。そして，今，六ヶ所村に

は44基の風車が林立し，その上さらに30基以上の建設が進め

られ，風力発電のメッカともならんとしている。社窓から望

む吹越烏帽子岳の裾野には数日おきに風車の数が増えてく

る。この地特有の強い西風は地吹雪を巻き上げ厳しい冬の生

活を強いるが，それすら人類の生活に役立てようとあくなき

挑戦が続く。エネルギーを直視した六ヶ所村の人々が掲げる

「拓魂」。これを私は「みずみずしさ」と読みたい。

次は，風情溢れる札幌で過ごされている澤村貞史先生（北

大名誉教授）にバトンをお渡しします。

宮川俊晴（日本原燃）

「怖くない放射線」

原子力発電と原子爆弾の２つに，共通した「原

子」の文字を使ってしまったことは，日本語の歴

史上，最も大きな失敗だったと思う。例えば英語だと，Nuclear

power generation と Atomic bombは，別の単語を使ってい

るし，中国語も「核電」と「原子弾」で別だと聞いた。日本では

その名前のせいで，実際以上に原子力発電と原子爆弾は似た

ものと思われており，原子力は怖いものと思われているので

はないか。

「原子力」，「放射線」，「被曝」と続くと恐怖感を持つ人が多

いだろう。「原子力学会」も相当怖そうな研究をしている人た

ちの集まりと思われていることは，皆さんも経験上ご承知だ

ろう。

さて，このうち，「放射線」という言葉のイメージを一新す

るスーパースターと私が密かに期待しているのが粒子線治療

装置だ。メスを使わず，がん病巣だけを狙い撃ちできる治療

装置で，患者さんの負担が少なく，社会復帰にも支障を来た

さない。この装置で使われる陽子線や重イオン線も，放射線

の一種なのですよ，と説明すると，大抵の人に驚かれる。現

在は国内で稼動しているもの，設計・建設中のもの合わせて

10施設しかないが，今後この装置がもっと普及して，放射線

という言葉がポジティブな意味で使われるようになってほし

いと願っている。

現在，私はこうした自社の製品や技術力を多くの人に知っ

ていただく仕事をしているが，報道を通じてこの装置の存在

を知った人が，こういうものが実際にあるというだけで安心

できるといってくださって，とてもうれしかった。

私もこの装置の説明を聞いたとき，すごいものを作ったも

のだと感心し，「私はがんになったら絶対粒子線治療を受け

る！」と半ば興奮気味に宣言したのだが，ある医療関係者に

「あなたは絶対がんにならないよ」といわれて，ちょっと意気

をそがれた。さらに，その話を同僚にしたら，「明るい人は

がんにならないっていうからね。周りの人ががんになるんで

すね」と笑っていた。確かに職場でいかに皆を笑わせるかに

腐心している私だが，そのあまりのうるささがストレスに

なって同僚が患わないよう祈るばかりである。

西村純子（三菱電機）

さ ま ざ ま な人が、い ろ い ろ な視点から語ります���

拓 怖
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1．高く評価された記事

Webアンケートでは，各記事の内容および書き方に

ついて，それぞれ５段階で評価していただいています。

８月号で高く評価された記事について，「内容」，「書き

方」に分けてそれぞれ上位４件をご紹介いたします。

７月号につづき，高速炉の連載講座が好評です．巻頭

言も，主張に共感する方が多かったようです。

2．自由記入欄の代表的なコメント，要望等

� タイムリーな話題について，丁寧な解説があるの

で，原子力業界の動向を理解するうえで，非常に役

立つ。

� 幅広い専門の読者に対応し，わかりやすく表現さ

れている。読者に読ませるためには，今後もタイム

リーな記事を選択することが大切だと思う。

� 米国原子力学会のNuclear News のように，毎号

コンセプトのはっきりしたテーマを掲げたら，さら

に読みがいが出ると思う。

� 英語の略語は，極力，フルスペルを併記してほし

い。

� 最近，学会誌が手元に届くのに時間がかかってい

るように思う。８月号なのに９月に入ってしばらく

してから届いた。何とかならないものか。行事紹介

の一部の行事は，すでに終わってしまっていたもの

もある。

� 巻頭言に関して，技術と社会の問題を原子力とい

う枠を取り払って再考してみる良いヒントとなっ

た。

� カザフスタンの解説について，新聞等で報じられ

た内容がより総合的に理解できた。

� Webアンケート結果に関して，編集委員会から

の回答がいつも不十分であると感じている。コメン

トに対しては，できるだけ誠実に答えてほしい。

3．編集委員会からの回答

� 上記�のコメントに対して，８月号が特に遅延し

たのは，配送会社の移転の影響を受けたものです

が，皆様にご迷惑をおかけしたことをお詫びいたし

ます。すべての校正が完了してから，学会誌が読者

の方に届くまでに要する日数は以下の通りです。

印刷所 ：約12日間

配送センター：３～４日

郵便局 ：３日（特別割引料金適用のため）

今後の対策として，11,12月号を合併号として，来

年１月号から，その月の上旬に配送できるようにし

ました。また，行事予定に関しては，学会誌が読者

の方に届く時期を考慮して，掲載月を決めていくよ

うにいたします。（なお，前号の行事予定表と合わ

せてご覧いただき利用ください。）

� 上記�のコメントに対して，Webアンケートを

「原子力学会誌」８月号に対して寄せられたWebアンケートの結果をご紹介します。今回は137名の方から，

回答がありました。

第 1表 「内容」の評価点の高かった記事（上位４件）

順位
記事の

種類
タイトル

評 点

（内容）

１ 解説

我が国のカザフスタン向け原子

力外交の本質と展望

―ウラン権益確保の裏に隠され

たカザフスタンとの原子力協力

の真の戦略性とは何か？

4．08

１
連載

講座
高速炉型式の変遷 4．08

３ 巻頭言
「科学技術と社会」関係再構築の

時代に
3．88

４ 時論

使用済燃料の管理に関する挑戦

―GNEP閣僚級会合でのリード

スピーチ

3．85

第 2表 「書き方」の評価点の高かった記事（上位４件）

順位
記事の

種類
タイトル

評 点

（書き方）

１ 巻頭言
「科学技術と社会」関係再構築の

時代に
3．85

２
連載

講座
高速炉型式の変遷 3．68

３ NEWS NEWS８月号 3．63

３ 解説

我が国のカザフスタン向け原子

力外交の本質と展望

―ウラン権益確保の裏に隠され

たカザフスタンとの原子力協

力の真の戦略性とは何か？

3．63

時代のニーズに合った話題を丁寧に解説
タイムリーな記事が好評だったWebアンケート結果 8月号
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開始した初期の頃のコメントは，比較的容易に対応

できるものが多かったのですが，回を重ねるごとに

コメントや意見のレベルが高くなってきて，実作業

に携わっているのはごく少数であり，内容によって

はその対応について検討する時間も必要であり，す

ぐには対応できないものが多くなりました。そのた

め，誠実でないという印象を与えてしまったのでは

ないかと推測しますが，このようなご意見は真摯に

受け止めていきたいと思います。

※９月号のWebアンケートにおきまして，システムの

不具合により，一部の評価記事項目が欠落するという

現象がありました。お詫びするとともに，今後はこの

ようなことのないように注意いたします。

学会誌ではこれからも，会員の皆様により質の高い情

報を送りたいと考えております。記事に対する評価はも

とより，さまざまな提案もぜひ，Webアンケートでお

寄せ下さるようお願いいたします。

欧州原子力と国民理解の深層
―賛否世論はいかに形成されるか

福澤義晴，B６判，230 p．（2007．6），郁朋社．
（価格1，575税込） ISBN 978�4873023847

本書の冒頭で著者はこう指摘する。「原子力反対の気運は，
TMI（スリーマイル島）やチェルノブイリのような大事故の
発生によって形成されたと考える人もいるかもしれないが，
それは厳密には正しくない。TMI 事故の発生より以前に，
原子力発電反対の初期的な気運が国際世論として既に形成さ
れていたからである。（１頁）」
この言葉からは，私も含め，原子力に携わっている人であ
れば，少なからず衝撃を受けることだろう。なぜならば，原
子力反対の気運はTMI，チェルノブイリの二大事故によっ
て作られた，と心のどこかで思い込んできたからである。著
者によれば，初期的な原子力反対の気運が発生した原因は，
第１次オイルショックのあと，政府主導のもと，原子力発電
所の建設に邁進する電力会社の姿勢にあった。
本書は，大きく３部から構成される。第Ⅰ部では，原子力
という科学技術の成立とそこに起こったTMI，チェルノブ
イリという二大事故について歴史的流れを概観した後，原子
力反対の初期的な気運の発生と，事故を契機としたこの気運

の発展のメカニズムを，人文・社会科
学的な視点から解説している。第Ⅱ部
では，欧州の代表的な大国であるドイ
ツ，フランス，英国，イタリアにおい
て，原子力反対の気運が，おのおのの
国における社会や政治の構造変化と複
雑にからみ合いながら，どのように展
開し，そして現在の国民世論はどのよ
うになっているのかを紹介している。
このような歴史的流れを踏まえて，第
Ⅲ部では，社会を構成する人々の心理が，社会や政治の構造
変化から影響を受けてどのように変化してゆき，その結果と
して，原子力に対する賛成・反対といったような国民の理解
に結びついていったのかを，丁寧に解説している。
論を展開してゆきながら，著者は述べる。「原子力のよう
な巨大科学技術は社会の中に存在し，その国の社会構造とそ
の変化の流れの中で成立している。（207頁）」，「このような
科学技術と社会との関係を理解するためには，その科学技術
の特徴的な中身の正確な理解と科学的な評価を前提に，人間
は事物をどう理解するのかという人間の認知の特徴と，その
ような人間が集まって構成される社会の中に現れる社会現象
を分析する人文科学および社会科学の知識と方法論が必要と
される。（224頁）」これらの指摘と主張は，原子力に携わる者
として，おのおのが正面から見据え，熟考し，取り組んでゆ
く責任があるだろう。 （東大・木村 浩）

書書 評評
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「原子力と社会のはざまで」

読売新聞 中島達雄

2007年７月16日に起きた新潟県中越沖地震で，東京

電力の柏崎刈羽原子力発電所が被災した。変圧器の火

災に始まり，想定外の大きな揺れの観測，微量の放射

性物質の漏えいなど，マスメディアはその被災状況を

大々的に報じ続けた。

原子力報道が大げさなのはいつものことだが，今回

はちょっと度を超していたと思う。原因はいろいろあ

る。一部メディアの暴走が他社の報道を引っ張ったこ

と，ほかに特段の大きなニュースがなかったこと，東

京電力や経済産業省原子力安全・保安院の初期の対応

がまずかったこと，などだ。

そして最も厄介なのは，こうした過剰報道が，さほ

ど抵抗なく社会に受け入れられている事実だ。原子力

関係者の価値観と一般市民の価値観が，大きく乖離し

ている証拠だろう。この10年間ほど，原子力の事故や

トラブルの取材をしてきたが，乖離がますます広がっ

て，溝が深くなっているような気がしてならない。

中越沖地震は，参議院議員選挙公示の４日後に発生

した。安倍首相と甘利経済産業相は地震当日に被災地

を訪問し，東京電力から「外部への放射能の影響はな

い」との説明を受けた。ところが，夜になって，使用

済み核燃料プールの水が日本海に流れ出ていたことが

判明する。甘利経産相は，深夜にもかかわらず東京電

力の勝俣社長を呼び付け，報道陣の前で謝罪させた。

冷静に考えれば，これは有権者向けのパフォーマン

スだった。裏にはこういう計算があったはずだ。大臣

が社長を呼んで注意すれば，マスメディアは大きく報

じる。一般市民に対して，「国民の安全安心を守る頼

もしい政府」をアピールできる。

本来，経産相と保安院は，設計用限界地震の想定が

甘かったことを素直に認めたうえで，止める，冷やす，

閉じこめるの３つの機能はなんとか保たれたこと，漏

れた放射性物質はごく微量で影響は無視できることな

どを，もっと強調するべきではなかったか。

結果的に経産相のパフォーマンスは票に結びつか

ず，参院選は自民党の惨敗だった。しかし，地震発生

の翌日から数日間，柏崎市に滞在して取材をした印象

では，原子力に対する地元の不安は日に日に高まって

いったし，東京に戻ってからも「やっぱり原子力は怖

い。安全だと言われても信用できない」という声をあ

ちこちで聞いた。

「それはメディアの偏向報道のせいだ」と言われるか

も知れない。確かにそれもあるだろう。責任逃れをす

るつもりはない。しかし，メディアの影響だけではな

さそうだ，というのが私の実感である。

新聞社の内部でも，多くの社員が原子力に対して不

信感を抱いている。もちろん，背景には，原子力事業

者による度重なる隠ぺいや改ざんの歴史がある。マス

メディアがわざと原子力の悪口を書いていると言うよ

りは，一般市民の感覚でニュースを作るとこうなって

しまう，という感じだ。

ある新聞が一面トップで報じると，「ウチは何やっ

てるんだ」となる。原子力担当記者が「漏れた放射性物

質はごく微量です。健康や環境への影響はありません」

などと反論しても，上司には聞き入れてもらえない。

「漏れちゃいけないものが漏れたんだろ。おまえはい

つから電力会社の広報になったんだ」と言われておし

まいだ。こうしてどんどんニュースがおおげさにな

る。

数年前から原子力報道の特徴を分析し，そこから原

子力関係者と一般市民の価値観の溝を埋める手段が見

えてこないか，検討している。だが，今のところ，答

えはそう簡単に見つかりそうにない。

人々は何をどう受け入れ，何をどう忌避するのか。

この問題の根っこは，賞味期限切れ食品に対する過剰

なバッシングや環境ホルモン騒ぎ，「発掘！あるある

大事典」の捏造事件，「脳トレ」ブーム，スピリチュア

ルブームなどとも関係しているように思える。

最後に日本原子力学会にひとこと。2007年９月の「秋

の大会」で中越沖地震についての報告会があり，一般

参加も可能だったが，一般市民の疑問にはほとんど何

も答えていなかったと思う。こういう所に価値観の違

いがにじみ出る。もう少し工夫をお願いしたい。

中島達雄（なかじま・たつお）
読売新聞東京本社編集局科学部記者

1992年慶応義塾大学理工学部卒。読

売新聞社入社後，浦和支局を経て1998

年から科学部。JCO臨界事故，東京電

力トラブル隠し，関西電力美浜３号機

事故などを取材。2005年東大大学院工

学系研究科原子力国際専攻に社会人入学，原子力報道の特

徴について研究中。
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